大規模森林経営の展開と山林の集積処分過程 by 岡部 保信
大規模森林経営の展開と山林の集積処分過程
著者 岡部 保信
発行年 2015
学位授与大学 筑波大学 (University of Tsukuba)
学位授与年度 2014
報告番号 12102甲第7343号
URL http://hdl.handle.net/2241/00128899
  
 
 
大規模森林経営の展開と山林の集積処分過程  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
筑波大学大学院  
生命環境科学研究科  
国際地縁技術開発科学専攻  
博士 (農学 )学位論文  
 
 
岡 部 保 信  
 
  
  
大規模森林経営の展開と山林の集積処分過程  
 
目 次  
 
  
序 章 研究の課題と方法   
1 研究の背景と課題 １  
2 大規模森林経営に関する先行研究 １    
3 研究の方法と構成 6 
第 1 章 地主経営の展開過程と不動産の集積処分 
第 1 節 時期区分とＡ家の経営組織  
1 時期区分と所有山林 12  
2 Ａ家の家系と経営組織 14  
第 2 節 地主経営の展開と不動産の集積処分   
１ 地主経営の展開過程 18 
2 田畑、宅地、山林の集積処分過程 27 
 
第 2 章 森林経営の展開過程  
 第 1 節 明治期における立木販売と育林投資   
  １ 薪炭材の販売 37 
  2 育林投資の展開 38 
 第 2 節 大正・昭和戦前期における金融投資と森林経営   
  1 金融投資の拡大と朝鮮開発収入の運用  39 
  2 人工林主伐の拡大と山林集積 41 
 第 3 節 戦後における経営展開と山林処分   
  1 転換期における人工林主伐と山林経費  46 
  2 縮小期における森林経営 48 
  3 縮小期における山林の大量処分 51 
  4 現段階における山林所有と経営 53 
 
第 3 章 主要山林の経営展開と処分過程 
第 1 節 集積山林の沿革と特徴  
 1 主要山林の集積処分過程 57 
 2 主要山林の沿革と特徴 58        
第 2 節 明治期の集積山林  
  1 最初の大面積取得山林青倉山（売却）  61 
 
  
 2 一部寄付した上野入日向（日影)山（寄付、保持) 62 
  3 貸別荘地の軽井沢山（売却) 67 
第 3 節 大正・昭和戦前期における集積山林   
 1 吾妻郡進出期の集積山林 70 
  (1) 吾妻郡進出期の動向 70 
  (2) 人工林立木販売の中心地ユーシン山(売却) 70 
  (3) 安中市に寄付した水無、朝碓宿山(寄付) 73 
2 投資拡大期の集積山林 76 
(1) 売却寄付した榛名山御料地(売却、寄付、保持) 76 
(2) 群馬県へ寄付した御荷鉾山(寄付、保持) 80 
第 4 節 戦後期の集積山林  
1 森沢山入手の経緯（保持) 84  
2 一部山林の処分 86  
 
終章 地主経営の展開と山林の集積処分 
 1 森林経営の展開と山林の集積処分 90 
 2 地主経営の解体と山林の処分過程 91 
 
参考文献 
 
参考史料 
 
 
 
 
 
  
  
図表一覧  
 
序章  
表序-1 先行研究とレビューの視点  
表序-2 各章の構成と主な分析資料  
 
第 1 章 
表 1-1  本稿の時期区分  
表 1-2  Ａ家の事業と各期別不動産の集積・処分面積  
表 1-3  貴族院多額納税者議員互選人名簿のＡ家の国税納税額推移   
表 1-4  明治 19 年 2 月初代・Ｕ死去につき店卸の控表  
表 1-5  明治期の財産目録  
表 1-6  明治期の入金科目別入金額  
表 1-7  明治期の出金科目別出金額  
表 1-8  財産目録（明治 42 年 1 月 31 日時点）  
表 1-9  大正・昭和戦前期の入金科目別入金額   
表 1-10  大正・昭和戦前期の出金科目別出金額   
表 1-11  戦後期の入金科目別入金額  
表 1-12  戦後期の出金科目別出金額  
表 1-13 明治 41 から 45 年の主な集積山林の面積・購入金額  
表 1-14 朝鮮進出期の山林、田畑、宅地の集積処分面積の推移   
 
図 1-1  Ａ一族の所有山林の所有状況  
図 1-2  Ａ家の家系図  
図 1-3  年度末山林、田畑、宅地の累計面積   
図 1-4  年度別山林の集積処分過程と時期区分   
 
写真 1-1 Ａ家の南朝鮮京城近郊のＡ農場排水ポンプ   
 
 
第 2 章 
表 2-1  各期別の立木の販売比較  
表 2-2  明治期の山林経費明細（明治 29 年～大正 3 年）  
表 2-3  大正・昭和戦前期の立木販売の主な事例  
表 2-4  大正・昭和戦前期の山林経費明細（大正 4 年～昭和 20 年）  
表 2-5  投資拡大期の主な人工林主伐の場所、樹種、金額   
  
表 2-6  投資拡大期の販売先  
表 2-7  朝鮮進出期の富岡町Ｎｇへの販売状況   
表 2-8  戦時中の木材統制時の人工林主伐  
表 2-9  終戦直後の主な人工林主伐  
表 2-10 終戦直後の人工林主伐材の販売先  
表 2-11 転換期の山林経費明細  
表 2-12 昭和 40 年前後の主要人工林主伐  
表 2-13 昭和 40 年前後の主要人工林主伐材の販売先  
表 2-14 森林組合への間伐委託  
表 2-15 森林組合の委託作業道開設事業   
表 2-16 戦後各期地目別の山林処分  
表 2-17 甘楽郡下仁田町内の採石山林売却  
表 2-18 Ａ本家現在の各所有山林の資源構成表   
 
図 2-1   明治期の年度別立木販売金額と山林経費の推移   
図 2-2   大正・昭和戦前期の年度別立木販売金額と山林経費の推移   
 
 
第 3 章 
表 3-1 主要山林の集積処分時期と概況  
表 3-2 主要山林の売却時、寄付時、買増時点の齢級構成   
表 3-3 青倉山の森林資源構成表  
表 3-4 上野入日向・（上野入日影）山の立木販売状況   
表 3-5 上野入日向の寄付、売却時点の立木状況   
表 3-6 軽井沢山の立木販売  
表 3-7 大正 5 年元所有者Ｓｉ関係より購入山林一覧   
表 3-8 ユーシン山の森林資源構成表  
表 3-9 吾妻郡水無、朝碓宿の森林資源構成表   
表 3-10 榛名山御料地の立木販売状況  
表 3-11 現在次男家所有の森林資源構成表  
表 3-12 高崎市に寄付した森林資源構成表  
表 3-13 次男家と群馬県との水源林分収造林契約  
表 3-14 群馬県へ寄付した森林の資源構成表   
表 3-15 現三男家所有森林資源構成表  
表 3-16 御荷鉾山の立木販売状況  
表 3-17 現在の昭和 23、24 年集積森林資源構成表  
  
表 3-18 明治末・大正期に購入した森林資源構成表   
 
図 3-1  各期集積の主要山林（昭和 24 年当時）  
図 3-2  青倉山、森沢山、上野入日向山の位置   
図 3-3  明治 41 年、42 年、その他年度集積位置図  
図 3-4  上野入日向山の森林資源構成（平成 26 年 1 月 9 日現在）  
図 3-5  Ａ家よりの寄付・売却山林の状況  
図 3-6  寄付・売却後の植林状況  
図 3-7  各軽井沢山の位置図  
図 3-8  ユーシン山、水無、朝碓宿山の位置   
図 3-9  ユーシン山の処分後の所有者  
図 3-10 水無、朝碓宿山の位置、購入先、筆数、面積  
図 3-11 旧森林開発公団造林によるカラマツの植林   
図 3-12 次男家所有山林榛名山御料地の位置   
図 3-13 次男家所有、ゴルフ場へ売却、寄付山林の位置   
図 3-14 御荷鉾山位置図  
図 3-15 群馬県に寄付した部分の植林状況  
図 3-16 現在も三男家で所有している山林部分   
図 3-17 下仁田町森沢の小字の位置、購入年、面積、処分経緯   
 
終章 
表終-1 Ａ家の事業展開と資金循環  
 
図終-1 Ａ家一族の主要山林における処分・保持  
 
 
 
 
 
 
1 
 
序章 研究の課題と方法 
 
1 研究の背景と課題 
 
2000 年林業センサスでは林家の保有山林面積 (1)100～500ha 層の林家数が 1990 年
比で 81.4％、500ha 以上層は 67.4％と、100ha 以上層の激減が特徴であった (2)。大
規模山林保有者は、第 2 次世界大戦前は地域の有力者として町村長、私鉄会社・地
方銀行の役員、県会・郡会議員、農工銀行役員等の重要な役職に就き、地域社会や
林業に大きな役割を担っていた。本研究では、我が国の大規模森林経営 (3)の代表的
経営類型である「商人・高利貸資本」について、群馬県Ａ家を事例に明治期から平
成期までの育成林業後進地の森林経営の展開と山林の集積処分過程を分析する。  
群馬県Ａ家は、幕末から貸金業と太物商 (4)を経営し、明治 20 年代から農地の集
積を開始し、40 年代から森林経営に参入した。大正中期には朝鮮に渡り三井合名
会社、住友合資会社等とともに朝鮮半島で水田開発や国有林の造林貸付にも参加
した日本を代表する農地・山林地主であった (5)。分析にあたっては、Ａ家の森林経
営に対する投資が、地主経営における金融資産を含めた資金循環のなかで、どのよ
うに変化し、規定されたかに注目する。Ａ家は 3 の(1)で述べるように「商人・高
利貸資本」類型からスタートした貸金・太物商を営む農地・山林地主であるが、大
正中期には財閥企業等と肩を並べ朝鮮に進出し、朝鮮半島北部の国有林の貸付造
林と朝鮮半島南部の現在の金浦空港周辺一帯で水田経営を行い、これを原資とし
て国内山林を再集積し、有価証券投資も活発に展開した。第 2 次世界大戦後は農地
改革により農地を手放し、立木販売が家計を支えるが、昭和 40 年以降は条件の良
い場所を残して山林を処分し、地主経営から金融資産家に完全に変身する。  
 
2 大規模森林経営に関する先行研究 
         
(1) 大規模森林経営の展開過程 
①分析対象期間と所有規模、地域性 
近代以後の大規模森林経営に関する先行研究は、表序-1 に示すように整理でき
る。以下、表序-1 に示した先行研究について、①分析対象期間と所有規模、地域
性、②地主経営の変化と資金循環に注目して検討する (6)。 
 鈴木尚夫は、大林野所有形成の「豪族・豪士的」、「商人・高利貸資本」、「財閥」、
「産業資本」の 4 類型を示し、江戸元禄期から昭和 29 年までの奈良県吉野地方の
北村家の山林集積と経営展開を検討した。北村家は、昭和 29 年時点で分家も含め
山林 4,684 町歩を所有し、「商人・高利貸資本」の具体例として分析されている (7)。
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阿部正昭の研究は、文政 7 年から昭和 3 年までの静岡県天竜川流域の松野家を分
析した。同家は江戸文政期に雑貨の行商として身を起こし、天保期以後質屋を兼業
し蓄財した。昭和 30 年時点の同家の 400 町歩(実測 800 町歩)の山林集積と経営展
開を考察し、阿部は、「『商人資本よる山林所有の形成＝商人の山林地主化』こそが
日本における大山林地主成立の原基形態である」とした (8)。 
 
 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
岩水豊は、三重県波瀬林業地で 2,000 町歩を所有する田中家について、大正末期
から昭和 46 年の経営分析を行った (9)。有木純善は、明治期に徳島県那賀川下流か
ら上流域の木頭地域へ進出した横井家の山林集積と経営展開を論じた。同家は昭
和 30 年時点で山林を 2,406 町歩所有した (10)。堺正紘は、明治中期以降から大正 10
年までを対象として日田林業地中津江村の合谷家を研究した。同家の山林所有規
模は昭和 45 年に 600 町歩であった (11)。上川芳美は、大正・昭和期の和歌山県串本
町の鈴木家を研究した。同家は山林を大正 7 年に 1,620 町歩を所有した  (12)。深尾
清造は、明治期から昭和 51 年までを対象に「豪族・豪士的」類型に属する島根県
飯石郡吉田村の田部家の経営展開を分析した (13)。同家は昭和 35 年に 8,000 町歩の
山林を所有した。 
以上の大規模森林経営に関する先行研究の分析対象期間と所有規模、地域性に
関して、次の特徴が指摘できる。分析対象期間は、深尾の島根県田部家の研究以外
では、明治期から現代までを一気通観で分析した研究はなく、深尾の分析も明治期
から昭和 51 年までを対象とし、昭和 50 年代以降の動向は分析されていない。地
域性に関しては、吉野、熊野、波瀬、日田林業地といった育成林業先進地の分析が
主体であり、育成林業後進地の大規模森林経営に関する歴史研究は、深尾の田部家
研究のみである。所有規模に関しては、600 町歩から 8,000 町歩の山林所有を大規
模森林経営として分析対象としている。また、山林の集積過程と森林経営の展開、
処分過程に関する分析では、鈴木は北村家の山林集積過程(元禄 13 年以前から文
久元年まで)の永代地と戻地の箇所数を分析し (14)、阿部は静岡県天竜林業地の松野
研究者 対象 対象 地主経営の変化
発表年次 地域 事例 と資金循環
鈴木尚夫   奈良県   江戸時代元禄期
(1961)   吉野地方   から昭和29年
阿部正昭   静岡県   茶・和紙・雑貨の行商。→天保期以後質屋兼業し、小規模   昭和30年時点400町歩
(1962)   天竜川流域   耕地・森林の土地所有。→明治25年頃より森林経営専念。  　(実測 800町歩)
岩水豊   三重県   明治期に歩口山植林を提唱した同家   明治期以降～
(1971)   波瀬林業地   のこの地域に果たした役割評価   昭和51年
有木純善   徳島県   塩廻船業・日用品取扱問屋・高利貸・素材業
(1974)   那賀川下流   →林業家、田畑地主小
堺正紘   大分県   鯛生金山からの配当金で基盤を確立 　大正末期
(1974)   中津江村   し、吉野林業を日田に導入。 　から昭和46年
上川芳美   和歌山県   水産業経営より林業部門の一環 　明治中期以降
(1982)   串本町   経営(植林-製材-販売）へ展開 　大正10年まで
深尾清造   島根県   江戸期砂鉄採取と製鉄経営、幕末田畑300町歩、森林
(1988)   吉田村   18,000町歩集積、小作米は賃金、木材は製鉄燃料用木炭。
　大正期・昭和期
  昭和29年時点4,684町歩
　現在2,000町歩
　昭和30年時点2,406町歩
　昭和45年600町歩
　大正7年1,620町歩
　昭和35年時点8,000町歩  薪炭林の多い居村周辺
 北村家   紙・醤油問屋→木材商→林業家(田畑地主経営なし)
地域性
  吉野川上流
　日田林業地
 松野家
田中家
横井家
合谷家
鈴木家 　吉野、熊野地方
 田部家
表序-1　先行研究とレビューの視点
　明治期
　尾鷲と並ぶ優良林業地
  那賀川上流の木頭地方
　文政7～昭和3年  天竜川流域
山林所有規模分析期間
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家の明治 2 年から大正 12 年までの山林購入の村別支出総額を検討している (15)。有
木の木頭林業地分析では、横井家を事例とした村外(那賀川下流地方)木材商によ
る林業生産および流通・加工の全機構(山林所有、植林・育林、製材・販売過程)の
掌握過程を検討し (16)、昭和 17 年までの里山、奥山別林野面積比率と植林本数比率
を明らかにしている。しかし、次項で検討するように地主経営全体の変化と資金循
環を踏まえ、個別山林における集積の経緯と経営展開、処分過程の時系列的な分析
は行われていない。 
  
②地主経営の変化と資金循環  
 鈴木尚夫が研究対象とした奈良県吉野地方の北村家は、元禄期から紙問屋、醤油
問屋として、居村の吉野川下流上市村と川上村と交易関係を持ち、材木商としても
活動し、山林集積を進め大規模森林経営を形成した。鈴木の研究は、吉野林業、北
村家の林業を特徴付ける「借地林業制」について、笠井恭悦、岡村明達の研究を引
用し、分析している。阿部正昭が研究対象とした静岡県天竜川流域の松野家は、文
政 7 年頃から茶、和紙、雑貨の行商を行い、天保以降質屋を兼業し、田畑や山林の
土地所有者となり明治 25 年頃より森林経営に専念した。居村の磐田郡、豊田郡下
阿多古村(現在の浜松市天竜区)を中心に 7 箇村の天竜川流域に近世から明治期に
山林を集積した。阿部は明治 3 年から大正 12 年までの同家の森林経営収支を分析
している。  
有木純善が研究対象とした徳島県横井家は、明治初期に塩廻船業、日用品取扱問
屋、高利貸、素材生産業を行い、木頭地域と関係を深め、山林を集積して造林を進
めた。有木は、昭和 16 年までの同家への山林の売主の居住地別売却件数と面積、
明治 43 年 8 月に先代定吉が書き残した「造林記録」、明治 36 年から昭和 17 年ま
での年度別樹種別植林本数を分析した。田畑所有面積は、大正 5 年時点で 15 町歩
と小規模であったが、先代定吉は素材生産業で大きな利潤を上げ、同地方での山林
集積と造林事業へ資金を投下した。深尾清造が研究対象とした島根県飯石郡吉田
村の田部家は、江戸期に砂鉄採取と製鉄を経営し、農地改革前は農地 400 町歩と山
林 24,000 町歩を所有した。小作米は労働者の賃金、木材は製鉄燃料用木炭に使わ
れた。鉄山経営は大正 9 年廃業し、田部家は製炭経営に切り替えた。戦後は農地改
革、財産税、相続税の支払いのため、農地 400 町歩、山林 16,000 町歩を手放した。
山林は 8,000 町歩が残り、昭和 36 年からスギ、ヒノキを中心とした公団造林（旧
森林開発公団による分収造林）を導入した。深尾はこの研究で明治 39 年と大正 10
年の地元銀行(預金)と個人資金貸付状況、大正 8 年と昭和 11 年の動産に関する財
産目録が検討しているが、同家は家訓で株式投資を禁じ、公債等債券のほか中央新
聞株券 40 円だけで他の株式投資は行われていない。  
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(2) 農地地主の投資行動分析と金融・証券市場  
①農地地主の投資行動分析 
 地主経営の分析において、先に述べた山林地主に関しては、農林業や商業・高利
貸との関係を中心とした分析がなされ、金融・証券投資との関係についての本格的
分析はなされていないが、農地地主の投資行動と金融・証券市場の関係についての
分析は行われている。農地地主の類型として、大正末以降、寄生地主として土地収
入から有価証券の配当・利子収入へ蓄積基盤を移行し、レントナー地主へと性質転
換をした「西南日本型」・「近畿型」、農地経営と養蚕・製糸業との組み合わせによ
る長野県、岐阜県、山梨県の「東山養蚕地帯型」、農地改革まで小作料収入を基本
とする秋田、新潟以下の東北・裏日本の水田単作地帯の「東北水稲単作地帯型」の
類型が明らかにされている (17)。 
 大石嘉一郎は「西南日本型」・「近畿型」の事例として、岡山県牛窓町の服部和一
郎家を分析し、幕末維新期の醸造業(酒、醤油、酢)、貸金資本家から農地地主(最
大土地所有規模は大正元年 180 町歩)になり、経営の基本戦略を「大本家制度」に
よる家産の維持、増殖に置きつつも有価証券投資を活発に行い、大正 6、7 年に植
民地朝鮮での水田経営や貸金業も行った。西服部家は、明治 17～29 年の企業勃興
期において、有価証券投資は確実な金禄公債証書等の政府公債と地元株である第
二十二国立銀行株、山陽鉄道株、岡山紡績を所有した。しかし、第 1 次大戦以降こ
の原則を修正し、日本郵船等の海運株、鐘紡等の紡績株、英国公債等の外貨公債を
購入した。昭和恐慌後は、人造肥料等の化学株、三菱重工業、満州重工業、東京芝
浦電気等の機械・造船株、日本鉱業等の鉱業株を購入し、昭和恐慌期には、利回り
が相対的によくなる社債を大量に購入し、株式を処分して恐慌の打撃を最小限に
抑えた。大正 4 年の改革で有価証券が「大本家基本財産ヲ蓄積スルヲ以テ目的」と
し、西服部家はこの時点から有価証券を最も確実、有利な第１の財産とみなした (18)。 
 中村政則は「東山養蚕地帯型」の事例として、山梨県春日居村の 70 町歩地主(内
20 町歩は山林)奥山源蔵家の地主経営を分析した。同家は明治 37 年直接国税 1,137
円(内地租 834 円)の納入者として、山梨県貴族院多額納税議員互選人名簿に名を
つらね、明治期、大正期の奥山家の経済の基本的資産は、土地、貸金・株式公債で
あった。同家の株式公債投資の動向は、第Ⅰ期(明治 14～32 年)は第十国立銀行等
の県内銀行株の所有、第Ⅱ期(明治 33～38 年)は日清戦争後の財政の軍事化・地方
財政の膨張の影響より国公債・地方債への資金投下、第Ⅲ期 (明治 39～大正 8 年)
には本格的中央株(勧銀、東京電燈、東京鉄道、鐘紡、郵船)へ投資した。また、県
内有力銀行へも集中的な投資を行い、第Ⅲ期の大正 4 年を境に株式の配当収入が
小作料収入、貸付金利子収入を上回るようになった。第Ⅳ期 (大正 9～11 年)には第
一次世界大戦後の株式ブームの影響で、一挙に有価証券所有を増大した。投資総額
は大正 9 年 45 万 3 千円、10 年 48 万 4 千円、11 年 52 万 7 千円と増加し、全収入
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中に占める配当収入も 54％、63％、63％と増加した。奥山家も岡山県の西服部家
と同様に株式配当収入を 1 番の収入源にするというレントナー地主的存在になっ
ていく (19)。  
 守田志郎は「東北水稲単作地帯型」の農地地主の投資行動分析として、新潟県中
蒲原郡横越村のＩ家を分析した。Ｉ家は、大正 13 年の農務省調査「50 町歩以上の
大地主」で 1,346 町歩の農地を所有していた。その内訳は水田 1,081 町歩、畑 265
町歩、小作人戸数 800 戸であった  (20)。農地の集積過程は、「明治初年は 100 町歩を
超えない地主で、36 年には 1,214 町歩へ、41 年には 1,385 町歩へ」(21)と増大した。
明治初期・中期の銀行は地主銀行等といわれ、その地域の農地地主と縁が深かった。
しかし、Ｉ家は明治期に急速に田畑集積を進め、千町歩地主になったため、「第四
銀行、第十六銀行等国立銀行の設立には関係せず、明治 21 から 30 年までに信越
線(明治 31 年、直江津～新津)、越羽鉄道のみ出資(以下省略)」し、専ら農地の集
積に集中していた。「大正 6 から 15 年の 10 年間の株式の購入 74 万 7 千円と今ま
でと比べ極端に増大する。この時期のＩ家の特徴は、銀行に圧倒的に投資が行なわ
れたことだ」としている。守田は、Ｉ家が大正期に有価証券に全小作料収入の 3 年
半分を投資しながら、「東北水稲単作地帯型」の農地改革まで小作料収入を基本と
する封建的地主制を続ける姿勢を明らかにしている (22)。 
 
②金融・証券市場と地主資金 
戦前期の金融・証券市場に関する研究には、石井常雄 (23)、片岡豊 (24)、谷本雅之 (25)
の研究がある。片岡豊は、明治期に財閥、華族等の大資本家が大量の資金を株式に
投資し、所有株式の大半は銀行、海運・鉄道に集中的に投下された。株式投資は、
大資本家によってのみ行われた訳ではなく、地方の地主・商人といった中小規模の
資本家も数多く参加した。例えば関西鉄道は、明治 21 年に資本金 300 万円で設立
されたが、設立時のかなりの部分は地方の地主、商人が引き受けていた (26)。明治 28
年の上位株主をみると岩崎(三菱財閥)が筆頭株主になっているほか、島津・徳川と
いった華族や依然として地元の地主等が名を連ねていた。財閥、その他有力資本家
の投資額自体がいかに大きくとも、それは全払込資本金の一部に過ぎなかった。  
戦前期日本最大の山林地主であり、金融資産家であった天皇家の財産について
は、明治初期の天皇家御資財本には現金、貸金、国債証書、株券等があり、明治政
府の旧公債証書、金札引換公債、7 分利金録公債、起業公債を所有した。また、株
式は国庫から第十五国立銀行株式、日本鉄道株式会社、日本銀行株、横浜正金銀行
株、日本郵船株を大量移管され、札幌製糖、東京ホテル、北海道炭鉱鉄道会社に株
式の応募出資をした (27)。天皇家の所有山林である御料林は、明治 22 年に誕生し、
国庫から支出する皇室費 450 万円を超えて、皇室経済の重要な財源になり、御資財
本の蓄積にも役立っていた。戦前の皇室所有山林である御料林からの収入は、皇室
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の 3 大財源である皇室費収入、林野事業収入、投資収益の１つの柱になっていた
(28)。宮内省会計は、常に御料経営と金融市場の双方をにらみながら運用されていた。 
Ａ家は農地地主や天皇家と性格や規模は異なるが、初代Ｕが死去した時点の明
治 19 年時点で、碓氷銀行、原市銀行等の地元銀行株と鉄道株(日本鉄道株式会社)、
金札引換公債、7 分利金録公債等を保有していた (29)。Ａ家の明治期の財産内容は、
明治 17 年過ぎからの農地地主経営、40 年代の森林経営の展開が始まる前から銀行
株、鉄道株と国債により運用されていた。明治 17 年より田畑集積による小作金、
小作米販売金と幕末から明治 40 年代までの貸金業による利息収入、太物商の儲け
による収益が山林の集積、造林費の原資となり、金融資産に投資され、地主経営の
経営展開と資金循環が始まる。明治期、大正・昭和戦前期のＡ家においても森林経
営と株式投資等の金融市場の双方を常に意識しながら家業の運営が行われた。  
 
3 研究の方法と構成 
 
本稿では、Ａ家所蔵の第一次史料に基づき、明治期、大正・昭和戦前期、戦後期
の 3 期に区分し、Ａ家の地主経営と森林経営の展開、縮小過程を①～③の視点から
明らかにする。 
①明治期から大正・昭和戦前期、戦後期まで一気通観で、商人・高利貸資本によ
る地主経営の変化と山林の集積、森林経営の展開、山林の処分過程を検討する。具
体的には、田畑や山林の集積と明治期、大正・昭和戦前期、戦後期の収入支出構造
を初代Ｕの死去時点の「財産目録(明治 19～42 年)」や「明治廿三年十月不動産記
録帳（明治 17～35 年）」、現在も使用されている「昭和五十六年ヨリ名寄帳(平成 6
～14 年)」など 7 代目現当主Ｍｔまでの各種名寄帳簿を中心にＡ家の財産状況を明
らかにする。 
②山林の集積と育林投資の原資がどのように生み出されたかを、明治期の太物
商、貸金の利息収入、田畑の小作金・小作米販売収入や株式配当金、有価証券売却
金「奥出入帳(明治 28～45 年)」より検討し、「山林出入帳(明治 29～昭和 2 年)」
や「土地買入帳(明治 17～大正 15 年)」より山林の集積、育林投資の状況を明らか
にする。大正・昭和戦前期は、「立木売上帳Ⅰ(大正 7～昭和 7 年)」、「立木売上帳
Ⅱ(大正 15～昭和 18 年)」、「元帳Ⅱ(昭和 6～22 年)」、戦後期は「出納帳(昭和 23～
26 年)」、「出入帳Ⅴ(昭和 38～41 年)」、「当座帳 N.3(昭和 38～41 年)」、「当座帳
No.4(昭和 41～43 年)」、親族への聞き取り調査より山林の集積・育林投資と金融・
証券市場との関係を含めた資金循環の関係を考察する。特にＡ家は、大正中期に全
国の農地地主が有価証券投資に地主経営の投資先を切り替えるなか朝鮮に進出す
るため、国内の所有田畑、山林、有価証券を売却し、朝鮮進出の原資を捻出した。
「名寄帳一号(明治 17～昭和 7 年)」、「名寄帳二号(明治 17～昭和 17 年)」、「仕訳
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帳(昭和 3～5 年))」、「元帳Ⅱ」により農地、山林と有価証券の処分過程を把握す
る。 
③森林経営の全体動向とともに第 3 章で主要山林の集積の経緯、育林経営、処
分・保持の動向を個別に把握し、資金循環と意思決定の特徴を分析する。集積の経
緯は、山林の土地登記簿と前所有者の子孫からの聞き取り調査、各山林の育林経営
は「山林原簿(明治 28～昭和 22 年)」、山林処分と保持の動向は、「名寄帳四号（明
治 29～昭和 61 年）」、「名寄帳五号(明治 24～平成 7 年)」やＡ家所蔵の各種経営帳
簿及び次男家所蔵経営帳簿の分析 (30)、『軽井沢町誌』、『岩島村誌』、『あがつま太田
村誌』や『群馬の林政史』、旧榛名町町史編さん委員会提供資料、各森林組合提供
の森林簿、森林計画図とＡ家子孫への聞き取り調査から検討する。  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
本論文の構成を表序-2 に示した。第 1 章の地主経営の展開過程と不動産の集積
処分では、時期区分の基準とＡ家の経営組織を明らかにし、入出金と資産内容から
地主経営の展開過程と田畑、山林の集積と森林経営投資の関係を分析する。明治期、
大正・昭和戦前期、戦後期に区分し、商人・高利貸資本から農地・山林地主、朝鮮
経営への進出と敗戦による農地改革と戦後の山林の大量処分について、一気通観
で分析を行う。 
第 2 章の森林経営の展開過程では、明治期における立木販売と育林投資、大正・
昭和戦前期における金融投資と森林経営、戦後における経営展開と山林処分   
に区分し、立木販売と山林経費、管理方法、山林処分過程を分析し、Ａ家の森林経
営の特徴を把握する。特に商人・高利貸資本から金融・証券市場との関係を深め、
戦後期に森林経営の縮小と山林の大量処分に至る過程をその資金循環の変化と対
応させて把握する。 
第 3 章の主要山林の経営展開と処分過程では、明治期、大正・昭和戦前期、戦後
期の集積山林に区分し、8 つの主要山林の集積の経緯と経営展開、処分過程を資金
構成
第1章　地主経営の展開過程と  地主経営の展開と不動産の集積処分並びに地主経営の展  「奥出入帳」、「名寄帳一号」、「買入帳」、「名寄帳二号」、「名寄
　　　　　不動産の集積処分  開と森林経営の関係を分析する。   帳四号」、「名寄帳五号」、「山林出入帳」、「閉鎖登記簿」
第2章　森林経営の  森林経営の展開過程を検討し、立木販売、山林経費、管  「元帳Ⅱ」、「仕訳帳」、「立木売上帳Ⅰ」、「小作金・小作米」、
　　　　　展開過程  理方法、山林処分過程を分析する。  「出納帳」、「出入帳Ⅴ」、「当座帳3号」、「当座帳4号」
第3章　主要山林の経営  主要山林の集積経緯・経営展開・処分について、各時期
　　　　　展開と処分過程  ごとの特徴が主要山林に及ぼした影響を分析する。
終章　地主経営の展開と  地主経営の資金循環と金融市場の関係性が、森林経営の
　　　　山林の集積処分  展開縮小過程に及ぼす影響を考察し、総括する。
 第1章から第3章の総括と考察
表序-2　各章の構成と主な分析資料
内　　容 主な分析資料
 「山林原簿」、「施業図」、「森林簿」、聞き取り調査、現地調査、
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循環との関係で考察する。Ａ家は昭和 40 年代からは本格的な山林処分を開始し、
平成 7 年までの 30 年間に 1,900 町歩を超える山林の処分を行った。第 2 次世界大
戦後の農地改革、財産税納付、4 回の相続を経験し、所有資産と投資の有用性から山
林の立地や人工林の適地か否かにより、山林の取り扱い方針は売却、寄付、保持に区
分された (31)。 
終章の地主経営の展開と山林の集積処分では以上を総括し、地主経営の資金循
環と金融・証券資産との関係性が森林経営の展開、縮小過程に及ぼした影響を考察
する。 
 
注及び引用文献  
(1) 本稿では注記されない限り「山林」とは、不動産登記法上の地目「山林」、「保安林」、
「原野」を含めたもの全てを指す。  
(2) 志賀和人「山林保有と森林経営―林業事業体調査の分析―」餅田治之編著『日本林業
の構造的変化と再編過程― 2000 年林業センサス分析―』農林統計協会、 2002 年、90～
91 頁を参照。  
(3) 本稿での「森林経営」は山林所有者の造林及育林経営を指し、「林業経営」は素材生
産業、造林請負業、製炭業なども含めた日本産業分類による林業にかかわる経営を指す。 
(4) 江戸時代は麻や木綿などの繊維で織った織物を、絹織物に対して太物、太物を商う店
を太物店(ふとものだな )といい、絹織物を売る店を呉服店といった。明治期までこれは
厳密に区別された。國史大辞典編集委員会編『國史大辭典 12』吉川弘文館、 1991 年、
308 頁を参照。この太物商は、当主Ａの長女 (明治 32～昭和 58 年)と婿Ｈｔの間の次男
(昭和 2 年生まれ)が経営し、昭和 39 年に廃業した。  
(5) 渡邉全・早尾丑麿『日本の林業』帝国森林会、1930 年、63～64 頁参照。  
(6) 他の先行研究や関連文献として、以下がある。①和歌山県西牟婁郡の日置川上流の川
添村の昭和 29 年の山村実態調査を中心に当時の山林地主、素材生産業者、親方、製材
工場などの関係を明らかにした南清彦「和歌山県における山林地主制と林業従業者の状
態」『経済理論』第 22 巻、1954 年、33～69 頁、②奈良県吉野郡川上村の北村家や中野
家を事例に大山林地主による土地集中度と森林経営における借地林業制度について、
「川上村では地代が非常に低いことによって、地主的植林経営＝人工林の発展を可能に
した」とする同「吉野の山林地主と林業経営」『経済理論』第 32 巻、1956 年、51～84
頁、③「通説によって、奈良県吉野郡は近世より借地林業の進展が著しかったとされて
いるが、これには各種の山林売買を一括して借地林業と規定することは誤謬が存在する。
字義通り借地林業の場合も含めて、契約証文は全て山林売渡の形式をとっていたので、
借地林業の展開について過大評価することは反省が必要だ」と指摘した笠井恭悦「吉野
林業の発展構造」『宇都宮大学農学部学術報告特輯』第 15 号、1962 年、1～113 頁、④
三重県尾鷲地方の土井嘉八郎本家の分家の土井忠兵衛家の近世宝永期から文久期の山
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林集積件数、山林取得金額を金丸平八論文より引用し、「化政期を中心とする時期を集
積の第一のピークとすれば、明治 10 および 20 年代は第二のピークとして考えられる」
と大山林地主の形成過程を分析した速水融「大山林地主の形成過程」『日本経済史への
視角』東洋経済新報社、 1968 年、169～215 頁、⑤日本林業の地域性と山林所有の階層
的性格の中で、育成林業後進地の岩手県下閉伊郡岩泉林業の動向と山林所有の分析を行
い、岩泉林業の大規模階層では、南沢伊兵衛家（所有山林面積 1,500 町歩）を例に昭和
39～48 年の同家の年次別木材生産量を分析し、「造林についてみると、その実行は大部
分が戦後であり、そして主として県行と公団による機関造林によって遂行されている」
と指摘している野村勇『日本林業の隷属的展開』地球社、1974 年、⑥育林技術体系の地
域的構成とその配列秩序を全国的視点から分析した藤田佳久『日本・育成林業地域形成
論』古今書院、1995 年、80～85 頁。また、近世を中心とした歴史研究には、⑦三重県
飯南郡飯高町の茶問屋堀内家の近世の経営構造と展開の特徴を分析し、「第三期  川俣
谷からの茶の集荷金額は、天保 10 年には宇治茶だけで六四八両にのぼり、宇治茶生産
が堀内家の主要な営業種目となっていった。(中略)第二期に山林経営からの収入が、ほ
ぼ恒常的にみられるようになり、商店経営と山林経営の間で資金循環の構造が成立した」
とする成田雅美『森林経営の社会史的研究』日本林業調査会、1997 年、⑧現在の埼玉県
飯能市を中心とする荒川支流の入間川、高麗川流域の西川林業地帯の上名栗郡町田家の
近世の土地集積と土地経営の中で山林経営を分析した加藤衛拡『近世山村史の研究―江
戸地廻り山村の成立と展開―』吉川廣文館、 2007 年、199～254 頁。  
(7) 鈴木尚夫「大林野所有における育林生産の構造」倉沢博編『日本林業の生産構造』地
球出版、1961 年、27～119 頁。鈴木は本書で｢商業・高利貸資本｣型としているが、本稿
では前期的資本として「商人・高利貸資本」と記載する。  
(8) 阿部正昭『大山林地主の成立』日本林業調査会、 1962 年、172～299 頁 
(9) 岩水豊『波瀬林業の成立と発展過程―歩口山制度の成立と展開―』農林省林業試験場
関西試場、1971 年 
(10) 有木純善『 林業地帯の形成過程―木頭林業の展開構造―』日本林業技術協会、1974
年、249～348 頁 
(11) 堺正紘「成立期における地主森林経営の構造―日田林業地帯、合谷家の山林・所有
経営―」『九州大学農学部演習林集報』第 25 号、1974 年、75～121 頁 
(12) 上川芳美「大正・昭和期における地主的林業経営―和歌山県西牟婁郡鈴木家の場合
―」安藤精一先生還暦記念論文集出版会編『地方史研究の諸視角』国書刊行会、1982 年、
133～170 頁 
(13) 深尾清造『林業経営の展開過程』ミネルヴァ書房、 1988 年、56～300 頁 
(14) 鈴木、前掲書、 51～53 頁  
(15) 阿部、前掲書、 254～299 頁 
(16) 有木、前掲書、 316～341 頁 
10 
 
(17) 大石嘉一郎編著『近代日本における地主経営の展開』御茶の水書房、 1985 年、526  
頁 
(18) 同上、501～526 頁、648～649 頁 
(19) 中村政則「養蚕製糸地帯における地主経営の構造  個別分析(2)七〇町歩地主奥山家
の場合」永原慶二外編著『日本地主制の構成と段階』東京大学出版会、1972 年、207～
213 頁 
(20) 農業発達史調査会編『日本農業発達史 7―明治以降における―』中央公論社、 1955
年、749 頁参照。  
(21) 守田志郎『地主経済と地方資本』御茶の水書房、 1963 年、11 頁  
(22) 同上、142～198 頁 
(23）石井常雄「両毛鉄道における株主とその系譜」『明大商学論叢』第 41 巻 9・10 号、
1958 年、785～808 頁 
(24) 片岡豊「明治中期の投資行動」『社会経済史学』 49 巻 3 号、1983 年、267～293 頁、
同「明治期の株式市場と株価形成」『社会経済史学』 53 巻 2 号、1987 年、159～181 頁 
(25) 谷本雅之「日本における『地域工業化』と投資活動―企業勃興期：地方資産家の行
動をめぐって―」『社会経済史学』 64 巻 1 号、 1998 年、88～114 頁  
(26) 片岡、前掲論文 (24）「明治中期の投資行動」、 285～287 頁  
(27) 黒田久太『天皇家の財産』三一書房、 1966 年、27～29 頁、63～69 頁、92～98 頁、
117～122 頁  
(28) 『帝室林野局五十年史』帝室林野局、1939 年、983～993 頁、黒田、前掲書、31～34
頁、51～58 頁、87～90 頁、113～117 頁。 
(29) 群馬県Ａ家所蔵「財産目録」参照。  
(30)「榛名町旧公図区域集成図 No.3 及び No.4、「契約書他山林整備協定書」ファイル、
「室田町地籍図」である。  
(31) 近年の大規模な山林処分の事例として、①平成 10 年山梨県の森村産業株式会社の南
巨摩郡旧富沢町の石合山林、②平成 19 年東諸戸家の三重県旧宮川町 (現大台町)山林、
③平成 20 年の宮崎県都城市の島津山林の事例が知られている。①森村市左衛門(天保
10～大正 8 年)が明治 28 年に植林を目的に設立した森村産業株式会社が所有した、山梨
県富沢町(現南部町)の石合山林 968 町歩を山梨県へ 32 億 8 千万円で売却した。林業発
達史調査会『日本林業発達史上巻』林野庁、1960 年、589～591 頁、『山梨県恩賜県有財
産御下賜 100 周年記念誌』山梨県、 2012 年、 79～80 頁、山梨県峡南林務環境事務所県
有林課管理担当者より聞き取り調査。②東諸戸家はトヨタ自動車へ 1,702 町歩を売却
し、山林事業より撤退した（福本和夫『新旧山林大地主の実態』東洋経済新報社、1955
年、 230～ 240 頁）。③九州宮崎県都城市に本店を置く島津林業株式会社は、所有山林
2,200 町歩を総合農林株式会社へ一括売却した。総合農林株式会社(本店  東京都)は、
大手町地所株式会社の山林部門で平成 17 年独立し、親会社大手町地所株式会社は、オ
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ーナーが創業した人材派遣会社の株式売却金 (1,700 億円)を資本としており、投資、不
動産取引、リゾート開発等業種の事業会社を傘下に持つ。同社は、平成 22 年現在全国
29 箇所に 11,000 町歩の山林を所有している。田中亘「調査結果 (1)Ａ社」2010 年 12 月
9 日森林総合研究所関西支所公開講演会配布資料より、「総合農林 60 年かけ林業経営の
自立目指す」『木材建材ウィークリー』 No.1838、日刊木材新聞発行、 2011 年、10 頁。  
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第 1 章 地主経営の展開過程と不動産の集積処分  
 
第 1 節 時期区分とＡ家の経営組織 
 
１ 時期区分と所有山林 
 
本稿では、表 1-1 に示す時期区分により森林経営の展開と資金循環に関する分
析を行う。全体を明治期、大正・昭和戦前期、戦後期の 3 期に区分する。さらに明
治期を地主経営形成期(以下、形成期と略記、明治 17～34 年）、森林経営展開期（以
下、展開期、明治 35～大正 3 年）に区分し、大正・昭和戦前期を吾妻郡進出期（大
正 4～8 年）、朝鮮進出期(大正 9～昭和 9 年）、株式・林業投資拡大期（以下、投資
拡大期、昭和 10～20 年）、戦後期を森林経営転換期（以下、転換期、昭和 21～40
年）と森林経営縮小期（以下、縮小期、昭和 41～平成 7 年）に区分し、各期の特
徴を分析する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
   
以上の 7 期は、①山林の集積処分面積の推移、②森林経営の展開、縮小過程と地
主資金の循環との関わり、③Ａ家の事業内容と社会経済状況の変化を基準とした
区分による。 
各期は次のように特徴づけられる。形成期は、明治 17 年頃より太物商や貸金業
の収益を原資とした田畑の集積を開始し、青倉山を購入する。展開期は、北甘楽郡
西牧村、同郡小坂村、長野県軽井沢町の山林を集積する。吾妻進出期には、長男名
義の吾妻郡旧坂上村を中心にした山林の購入を進め、朝鮮進出期は国内田畑山林
時代
区分
形成期
（明治17～34年）
展開期
（明治35～大正3年）
吾妻郡
進出期
(大正4～8年)
朝鮮
進出期
（大正9～昭和9年）
投資拡大期
転換期
縮小期
資料：群馬県Ａ家所蔵各帳簿を参照し作成。
　燃料革命以後、相続税対策として処分を目的に山林を売却し、有価証券と銀行預金等に転換。
（昭和 4 1～平成 7年）
　朝鮮に進出し大正8年北朝鮮の国有林貸付造林、9年には南朝鮮(韓国)で水田経営を始めた。
　朝鮮半島の水田事業が軌道に乗り、その利益等で国内山林800町歩を再取得。
（昭和 1 0～ 2 0年）　人工林「スギ」等の主伐・間伐、有価証券投資も盛んに行う。
　昭和 2 7年当主Ａ没以後は、Ａ家は相続税納付の重圧に苦しみ始める。
(昭和 2 1～ 4 0年）
　大正 5～ 8年Ａ長男名義で吾妻郡坂上村等進出。 8年末累積山林 2 , 0 0 0町歩を超えた。
表 1 - 1　本稿の時期区分
時期区分と名称 特　　　　　　　　　　徴
　幕末期より貸金業・太物屋経営。田畑を明治17年頃より集積し、100町歩所有地主。
　北甘楽郡西牧村、小坂村より造林を拡大し、明治44年に累積山林1,000町歩超えた。
明
治
期
大
正
・
昭
和
戦
前
期
戦
後
期
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や有価証券の売却金を原資とし、朝鮮に進出し、投資拡大期は朝鮮の水田経営の収
益や有価証券売却益を原資とするＡ会社、長男、次男、三男の国内山林を再集積し
た。戦後期では、転換期に敗戦による朝鮮事業の放棄と農地改革、財産税納付によ
り農地地主としての基盤を失い、国内山林からの立木販売を拡大するが、縮小期に
なると下仁田町青倉山をゴルフ場用地として売却し、軽井沢山を別荘地として売
却するなど所有山林を大量処分し、金融資産家への転換を加速した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Ａ家一族の明治期以後に集積した 40 町歩以上の山林の集積時期と延べ面積、処
分時期を図 1-1 に示した。集積延べ面積は 2,895 町歩であり、全国的にみても大
規模森林経営といえる。青倉山は、明治 29 年の形成期に最初に大面積を集積した
山林である。額部山Ⅰは、Ａ会社の所有で昭和 11 年に 82 町歩を集積し、現在もＡ
本家で 33 町歩保有している (1)。 
小坂山Ⅰ、南野牧山、西野牧山は、展開期に集積が始まり、直ちに植林が始まっ
た。南野牧山、西野牧山は、縮小期の平成 7 年までに全部処分され、小坂山Ⅰの大
単位：町歩
集積 第3章で取
開始年 上げた山林 形成期 展開期 吾妻郡進出期 朝鮮進出期 投資拡大期 転換期
上野入日向山
(同日影山）
小坂山Ⅰ (97％売却)保持
(森沢山除く)
西野牧山
(上野入日向除く)
西野牧山
(次男家)
太田山
(例ユウシン山)
吾妻山Ⅱ
(長男名義)
吾妻山Ⅲ
(次男家)
額部山Ⅰ 現在33町歩保持
(Ａ会社）
榛名山御料地
(次男家)
御荷鉾山
(三男家)
計 2,895
資料：群馬県Ａ家所蔵「名寄帳一号」、「買入帳」、「名寄帳二号」、「名寄帳3号」、「名寄帳四号」、「名寄帳五号」等参照し作成。
注1：面積は延べの集積面積であり、40町歩以上を取り上げ、途中の処分面積は考慮していない。町歩以下の面積は四捨五入した。
  2：特に名義を記載していないのは、Ａ本家所有である。
　3：本稿第3章は主要山林として*印の山林を取り上げた。取上げた理由はＡ家が現在保持している、最初購入の大面積のもの、リゾート別荘地として売却、
　　  一団地大面積を安中市へ寄付、大正・昭和戦前期人工林針葉樹を盛んに主伐、次男家・三男家所有の代表的山林で特色があるものだからである。
　4：「黒線」は保持、「赤線」は売却、「緑色線」は寄付、「青線」は一部売却寄付し、残り現在保持所有。
  5：　　印は植林開始時期、   印は主伐時期で、　印は再造林、　印拡大造林、      　印が2回表示された場合、大きな主伐が複数回あったことを示す。
図1-1　Ａ一族の所有山林の所有状況　
16 296 大面積寄付
23 森沢山 41 保持
*
*
10 49 保持
14 251 　一部寄付*
11 82
昭和9 70
*
*
売却
売却
6 水無・朝碓宿山 587 大面積寄付
大正5 47
43 南野牧山 96 売却
45 49 保持
41 357
41 122 売却
43 軽井沢山 93 売却*
37 坂本山Ⅰ 175 売却
41 170 一部売却寄付55町歩保持*
明治24 後閑山 72 売却
29 青倉山Ⅰ 338 売却*
現在
縮小期
山林名 面積
明治期 大正・昭和戦前期 戦後期
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字上小坂字中之岳、三本木の 10 町歩足らずが所有されている。吾妻郡ユーシン山
(15 町歩)は林齢が高く、投資拡大期には多くの主伐材が販売された。しかし、昭
和 50 年代に居村より遠距離で団地面積も小さいため処分された。軽井沢山は、カ
ラマツの主伐が投資拡大期と縮小期に行われた。カラマツの植林は前所有者が行
い、大正・昭和戦前期に間伐が行われた。  
Ａ家は大正前期の吾妻郡進出期には、累積面積 2,000 町歩を超える山林を取得
した。当主Ａは太物商経営や株式売買も盛んに行ったが、三重県桑名市の諸戸清六
がそうであったように、一攫千金の商業には危険が伴うため、安全確実な山林を持
って気長な林業を兼営するのが最良の手段という考えもあった  (2)。大正中期以降、
日本中の農地地主を悩ませた小作争議が、森林経営にはないことも魅力であった。
しかし、第 2 次世界大戦後、昭和 35 年頃から燃料革命と 39 年の丸太の輸入自由
化を契機に山林投資と金融資産投資の有利性を比較し、戦後 4 度の相続税納付を
契機に山林の大量処分を開始した。次男家は、Ａ本家と森林経営に対する考え方が
違い、榛名山御料地の平成 14 年の高崎市への寄付を除いて、所有山林は売却処分
せず、保持する方針である。 
 
２ Ａ家の家系と経営組織 
 
(1) 明治期 
Ａ家の家系と経営組織を、①明治期、②大正・昭和戦前期、③戦後期に区分し、
各期における決定権を持った当主とそれをサポートする経営組織を検討する。 
Ａ家は幕末に勃興し、既述のように太物商と貸金業を営んだ (3)。創設者は、図 1-
2 の家系図に示すように本稿での当主Ａより 3 代前のＵ（文政元～明治 19 年）で
あり、彼の代から太物商を始めた。初代Ｕは商才に恵まれ明治維新前に蓄財を成し、
安中板倉藩の御用達となり、明治維新以後は戸長も務めた。またＡ家は、Ｕの代よ
りキリスト教信仰家となった (4)。Ａ家はＵの代に太物商を開業し事業を拡大した。
太物商は、絹織物でなく木綿生地等の普段着・農作業着を中心に扱い、周辺村々に
も行商した。 
2 代目女主人Ｔｋ(天保 14～大正 13 年)は、貸金業と太物商を継いだ。裁縫が得
意で商才があり、太物店も大いに繁栄した (5)。彼女は幼児教育功労者としても有名
で、明治 36 年に安中町に赤心幼稚園を創設し、初代園長を務めた (6)。 
3 代目Ｈｅ(嘉永 6～明治 44 年)は、明治 12 年Ａ家の婿養子になった。彼の代か
ら農地地主としての活動が始まった。彼の天性の商才により商機を誤らなかった
といわれる。2 代目Ｔｋと 3 代目Ｈｅは活動した時代は重なっていた。お互いの長
短相補い太物商、貸金業、農地地主経営を共同で行い、事業は順調であった。  
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図 1-2 Ａ家の家系図  
資 料 ：当 主 Ａの次 女 の長 男 （大 正 15 年 ～）提 供 のＡ家 の戸 籍 謄 本 、当 主 Ａの直 系 孫 Jy（6 代 目 ）の妻 （昭 和 7 年 ～）と
当 主 Ａの次 男 の長 男 （昭 和 12 年 ～）よりの聞 き取 り調 査 により作 成 。  
注 1：当 主 Ａには 5 女 がいたが、本 稿 に直 接 関 係 ないので、上 記 家 系 図 から割 愛 した。  
  2：当 主 Ａの長 男 Ｒｙにも長 男 Ｊｙの外 、1 女 ・4 男がいるが、上 記 と同 様 に割 愛 した。  
  3:太 い黒 枠 の人 物 は、歴 代 Ａ本 家 の当 主 である。  
  4:黄 色 は当 主 Ａで、それ以 外 のＡ家 歴 代 の当 主 は水 色 、ピンク色 は北 朝 鮮 の造 林 貸 付 の技 術 者 Ｓｎと、南 朝 鮮 のソウ
ル近 郊 Ａ農 場 の昭 和 17 年 までの責 任 者 で、Ａの次 女 の配 偶 者 Ｓｔである。  
 
2 代目Ｔｋと 3 代目Ｈｅは、初代Ｕの次男Ｉｍ(安政 6～昭和 19 年)をはじめ、
番頭・小僧など 10 人を超える使用人がいた。Ｈｅは、明治 26 年設立の原市銀行の
取締役や 42 年設立の西毛電気株式会社の初代社長、その他京都の学校法人同志社
大学理事、原市町会議員、碓氷郡会議員も務め、早くから公的役職にも就き、地方
産業の発展に尽くした (7)。 
  
(2) 大正・昭和戦前期 
4 代目当主Ａ(明治 9～昭和 27 年)は、安中町Ｎａ(弘化 4～昭和 8 年)の次男とし
て生まれ (8)、明治 31 年Ａ家の婿養子となり、先代Ｈｅが明治 44 年に亡くなりＡ家
の当主となった。彼の代から本格的な森林経営と株式投資が始まり、朝鮮半島へも
進出した。太物店は、大正末に長女とその婿養子Ｈｔ(明治 28～昭和 62 年)に委ね
た。大正・昭和戦前期のスギ人工林の主伐材販売は、主に高崎市の大手材木業者Ｎ
ｍ(明治 22～昭和 44 年)、富岡町(現在富岡市)Ｎｇ(明治 30～昭和 33 年)、下仁田
町Ｙｓ(明治 22～昭和 43 年)、安中町(現安中市)Ｎｕ(明治 31～平成 7 年)に立木
 (孝明4～明治24年）
現当主Mt
（7代目）
初代Ｕ （昭和33年～）
(文政元
（～天保14年没） ～明治19年）
妹
(昭和36年～）
次男Ｉｍ 長男Ｎｂ
(安政6～ 明治43～
昭和19年） 昭和54年） （昭和14年～）  婿養子、14年呉服店
 移譲される。
昭和48年）
次男
(昭和2年～）
婿Ht
長男Ｓｎ
長男Ｈｊ
(明治28～昭和62年)
(明治19～  大正12年滋賀県より
 明治12年養子縁組 (明治9～昭和27年) 長女
長男
明治31年養子縁組 (明治32～昭和58年)
14～大正13年）
Hｅ（3代目）
（明治35～
昭和50年） 妻
(嘉永6～明治44年) 当主Ａ(4代目) (昭和7年～)
初代Ｕの父Hy
女主人 Tk (明治24 　　　～平成5年）
（2代目）(天保 ～昭和25年) 長男Ry（5代目）
婿養子Kn
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娘・Kr  (明治40～昭和51年）　　 長男Jy(6代目）
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販売する地元市場を対象とした森林経営であった。  
Ａ家は、朝鮮総督府の要請に応え大正 7 年朝鮮に渡った。朝鮮森林令 7 条によ
る貸付造林は、北朝鮮の清津(チョンジン)に朝鮮山林本部を置き、5 代目Ｒｙ(明
治 35～昭和 50 年)を総責任者、親類で盛岡高等農林卒業のＳｎ(明治 19～昭和 48
年)を現場責任者とし、咸鏡北道(最北部のロシア国境付近)に主にカラマツ 5 万町
歩の造林を行った （ 9）。また、Ａ家の朝鮮経営を担うＡ農林合名会社の本社を京城
(ソウル)に置き、最初はＡの次女の娘婿Ｓｔ(明治 33～昭和 17 年)をＡ農場責任者
として、南朝鮮の京畿道(現在の金浦空港一帯周辺)に 1,000 町歩の水田を開拓し
た。しかし、昭和 17 年にＳｔが亡くなり、その後Ａの次男が農場責任者になり終
戦を迎えた。当主Ａの親族を中心とするブレーンは、Ｈｅの時代の貸金業と太物商
を中心とするものと違い、専ら農林業に専従する人たちであった。国内山林のほか、
朝鮮半島経営に分担して当たっていた。株式の売買も山種証券高崎支店を通して
盛んに行い、その売買利益も大きかった (10)。当主Ａは、戦前は大正 8 年大日本山林
会評議員、大正 10 年朝鮮山林会理事、大正 12 年群馬県山林会副会長、戦後、昭和
24～25 年碓氷郡原町町長、24～27 年前橋の前橋共愛学園の理事長を務めた (11)。 
当主Ａをサポートした一族幹部は、前述した北朝鮮植林責任者の 5 代目Ｒｙ、親
類の盛岡高等農林卒業で北朝鮮植林における現場責任者のＳｎ、当主Ａの次女の
夫で昭和 17 年まで南朝鮮の農場責任者Ｓｔ、その後を引き継いだ当主Ａの次男で
あった。その他、国内山林の見巡りを担った大番頭Ｎｋ (明治 23～昭和 38 年、安
中市在住)、昭和 13 から 18 年の一時期であったが経理担当のＴｓ(生没年不詳)が
森林経営部門では重要である。また、下仁田町上小坂の作業班長であり、北朝鮮へ
の植林事業に参加し、昭和 19 年に日本に帰国したＯｒ(大正元～平成 4 年)や同町
大字東野牧字落沢の作業班長Ｔｓ(明治 39～昭和 55 年)がいた。 
 
(3) 戦後期 
5 代目Ｒｙ(明治 35～昭和 50 年)は、大正・昭和戦前期には北朝鮮の造林事業の
責任者(現場は既述した親類のＳｎ)であり、Ａ家朝鮮本社の京城市朝日町に住ん
でいた。戦後は国内森林経営を中心とした転換期を生き、安中市内の宅地、畑も購
入した。先代当主Ａの時代に比べ、国内の田畑は無く小作金、小作米販売金も入ら
ず、国内山林の明治期、大正・昭和戦前期に植林した立木を売却し、生計を立てた。
株式投資も活発に行わず、晩年は青倉山や軽井沢山の一部売却を始めた。  
6 代目Ｊｙ(昭和 3～平成 5 年)は、膨大な不動産所有の相続税納付に苦しみ、縮
小期の昭和 40 年以降、山林の大量処分と有価証券、預貯金といった金融資産への
資産転換を行った。5 代目Ｒｙと 6 代目Ｊｙの代には経営をサポートする大番頭Ｔ
ｈ(明治 33～平成 2 年、下仁田町在住)がいた。Ｔｈは、第 3 章で述べる上野入日
向山の前所有者Ｔｍの孫であった。5 代目Ｒｙと 6 代目Ｊｙの代の経理担当者は、
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4 代目当主Ａ時代の山巡りの大番頭Ｎｋの甥で、昭和 33 年より従事していたＮｓ
(昭和 12 年生まれ、安中市在住)である。また、下仁田町上小坂の元作業班長Ｏｒ
の長男Ｏｄ(昭和 20 年生まれ)や同町大字東野牧字落沢の元作業班長Ｔｓの三男Ｔ
ｙ(昭和 18 年生まれ)が、最後までＡ本家山林の造林事業に携わった （ 12）。 
7 代目現当主Ｍｔ(昭和 33 年生まれ)は、最近まで 25 年間病院事務局に勤務して
いた。現在は病院勤務を辞め、金融資産(株式や預金)、安中市郊外の宅地、130 町
歩の山林を管理している。平成 20 年頃まで前述の経理担当者Ｎｓがいたが、今は
退職して従業員はいない。 
Ａ本家の国内山林の造林事業は、地区ごとにＡ家専属の作業班がおり、山林巡回
専門の番頭数人が見回り、作業指示と支払いを行った。明治期から平成 7 年頃まで
の植林・保育労働力は地元雇用で、最終的には立木販売により収入を得た。  
4 代目当主Ａの次男(大正 2～平成 14 年)家では、昭和 16 年 5 月に朝鮮へ渡り、
当主Ａの次女の夫Ｓｔ(明治 33～昭和 17 年)が行っていたＡ農場の経営を引き継
いだ。20 年 11 月 30 日まで朝鮮に滞在し、日本に帰国した。戦後は群馬郡榛名町
(現高崎市)榛名山御料地に昭和 30 年に群馬県と水源林分収造林契約を結び、施業
面積 44 町歩にスギ、アカマツを造林した。その他、上記榛名山御料地にスギ、カ
ラマツ、アカマツを中心に自力造林を行い、吾妻郡旧坂上村(現東吾妻町)、甘楽郡
下仁田町西野牧にもそれぞれ 50 町歩山林を所有し、次男はその造林の監督を行っ
た。作業人夫は、地元の農民を日雇いで雇用していた (13)。 
4 代目当主Ａの三男家は、三男(大正 4～平成 15 年)が京都の同志社大学を卒業
し、兵役につき朝鮮事業には携わらなかった。多野郡日野村(現在の藤岡市)の御荷
鉾山の戦後のカラマツ、スギの造林事業を行い、地元の農民を日雇いの作業人夫と
した。三男家は、現在も安中市の坂本町(2 筆 2 町 5 反歩)、九十九村(4 筆 8 反歩)、
細野村(3 筆 5 反歩)も三男の妻Ｂｉ(大正 12～平成 26 年)名義で所有している。三
男は、昭和 48 年 9 月から 52 年 3 月まで地元新島学園高等部・中等部の教師を勤
めたが、生涯の職業は林業である。 
以上、明治期の初代Ｕ、2 代目Ｔｋ、3 代目Ｈｅまでは、当主を中心に店員は番
頭、小僧の 10 人程度で貸金業と太物商を営んだ。大正・昭和戦前期の 4 代目当主
Ａの時代は、一族中心で朝鮮半島の経営では長男Ｒｙ、次男、次女の夫Ｓｔ、親戚
Ｓｎ、国内森林経営では大番頭Ｎｋ、経理担当者Ｔｓと国内外の農林業経営に当た
る各部署の責任者を配置した。戦後期は朝鮮半島の事業放棄、農地改革、山林の次
男家、三男家への管理の移管で経営規模を大幅に縮小し、5 代目Ｒｙ、6 代目Ｊｙ
の時代には、番頭Ｔｈ、経理責任者Ｎｓのみの少人数となった。特徴としては、あ
くまで経営組織は一族経営であり、朝鮮半島経営ではＡ農林会社と法人組織とし
て設立当初は安中町Ｙ家、当主Ａの実家の同町Ｎ家も参加していたが途中から抜
けて、資金面からみても外部資本を排除したＡ家の個人経営であった。 
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第 2 節 地主経営の展開と不動産の集積処分 
 
1 地主経営の展開過程 
 
(1) 明治期  
Ａ家の創設者は、当主Ａより 3 代前のＵであり、Ａ家は形成期においては、表 1-
2 に示すように居村の碓氷郡内の農地経営に加え、明治 29 年に北甘楽郡青倉村山
林を集積する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Ａ家は、表 1-3 に示すようにこの時期、群馬県の貴族院多額納税者議員互選人
15 人に入っていない。明治政府設立後間もない形成期の税体系は地租中心であり、
Ａ家はまだ不動産所有における県内トップグループに属していない。  
単位：円
国税
総納額 町村数 金額 土地 商業 工業
明治23年 - - - - - - - -
同 30年 - - - - - - - -
同 37年 13 677 8 496 50 96 34 -
同 44年 6 2,451 14 1,475 171 607 198 0.42
吾妻郡進出期 大正7年 4 3,627 15 1,962 140 1,308 217 -
同 14年 6 6,215 16 1,510 221 3,272 1,212 -
昭和7年 8 2,691 15 942 139 809 801 -
 資料：安良城盛昭編『貴族院多額納税者議員互選人名簿　第9巻　群馬県』御茶の水書房、 1971年、3～171頁
 注：「-」は該当なしである。後出の各図表も同様である。
484 -
形成期
告示年 営業税
展開期
朝鮮進出期
同 14年 6 4,819 4,076 259
表1-3　貴族院多額納税者議員互選人名簿のＡ家の国税納税額推移
時期区分 順位
地　　租 所得税額
15投資拡大期 -
単位：町歩
吾妻郡 朝鮮
進出期 進出期
明治17 明治35 大正4 大正9 昭和10 昭和21 昭和41
～34年 ～大正3年 ～8年 ～昭和9年 ～20年 ～昭和40年 ～平成7年
貸金業 … - - - - -
太物商 太物商 太物商 長女夫婦へ - - -
農地地主 農地地主 農地地主 農地地主 農地地主 農地改革 -
山林一部取得 森林経営 森林経営 森林経営 森林経営 森林経営 山林大量処分
- - 朝鮮経営 朝鮮経営 敗戦により放棄 -
田畑 33 117 6 3 9 0 1
集積 宅地 2 5 1 0 1 0 0
面積 山林 342 900 951 28 801 42 31
計 376 1021 959 31 811 42 32
田畑 -3 -5 -23 -50 -22 -65 -1
処分 宅地 0 -1 -2 -2 -1 -1 -1
面積 山林 -1 -3 -24 -106 -30 -97 -1,915
計 -4 -9 -48 -158 -53 -163 -1,917
資料：群馬県A家所蔵「買入帳」、「名寄帳二号」、「名寄帳四号」、「名寄帳五号」、「名寄帳六号」、「元帳Ⅱ」、「出納帳」より作成。
注 1：「－」は事業をしていない、「…」は不明。
　  2：転換期については、昭和21～26年のデータのみの集計である。
　  3：Ａ家は、昭和23年に農地改革により田畑62町歩を解放した。
A家事業
表1-2　Ａ家の事業と各期別不動産の集積・処分面積
形成期 展開期 投資拡大期 転換期 縮小期時期区分の名称
時期
時代区分 明治期 大正・昭和戦前期 戦後期
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展開期には、金融業を縮小し、農地および山林の集積を進め、太物商と農地経営、
森林経営が経営の中心となる。明治 37 年の県内多額納税者名簿 13 位に 4 代目当
主Ａの先代の 3 代目Ｈｅ名が記載され、直接国税総納額 677 円の内訳は、地租 8 町
村 496 円、その他に営業税 50 円、所得税は土地につき 96 円、商業につき 34 円の
計 130 円である。 
同 44 年に同じく 3 代目Ｈｅ名で県内第 6 位となり、直接国税総納額は 2,451 円
となった。内訳は地租 14 町村 1,475 円、営業税 171 円、所得税は土地につき 607
円、工業につき 0.42 円、商業につき 198 円の計 805 円である。同期にＡ家は県内
多額納税者の仲間入りを果たし、土地の所得税は、明治 37 年 96 円より 607 円に
急増している。日露戦争前後での急激な不動産集積と小作料収入の増加が納税状
況から窺える。 
形成期と続く展開期の農地・山林の集積メカニズムは、前述Ｕの創業から時間が
経過し、貸金業と太物商の事業により財産の蓄積もかなりあったが、先代（ 3 代目）
と当主Ａ(4 代目)の時代においては、後掲表 1-6、表 1-7 より推測すると購入資金
は、家業の太物商の利益、貸金の受取利息、株式配当金、農地からの小作米販売金・
小作金を農地、山林へ投資したと考えてよい。  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
単位：円
品名 端数 直附 価盛(時価）
大判 3枚 34 101
文小判 1枚 7 7
小判 11枚 7 75
保小判 24枚 5 127
新小判 4枚 2 6
古一分 50両 142 71
新一分 197両 127 120貫80
1朱 150両 121 180
金貨 844円 122 1,030
銀貨 紙幣直通 1,559
潤澤社 50株 100 5,000
碓氷銀行 10株 100 1,000
資本会社 30株 25 750
鉄道株 7株 回払込 350
同上新株 7株 2回払込 70
金札引替公債 6葉 6分之利 300
公債 7分之利 1,225
公債 7分之利 1,350
計 18,312
仲仙道鉄道公債 3,000円 107 3,210
鉄道株 118株 第1発行　48 5,864
同上株 1株 24 24
潤澤社 13株 100円券 1,300
協農社 358円 内150取 208
甲何某 160
乙何某 40
丙何某 30
丁何某 20
品物代 6,339円 是ハ掛 5,072
本居預ヶ 3,000
19,582
37,099
資料：群馬県Ａ家所蔵「財産目録」より作成。
 注1：計算上合わない箇所もあるが、原資料の通り記載した。
　  2：協農社の残額は、（「田」にて回収の旨の記載有り)
計
合計
品物（太物）
表1‐4　明治19年2月初代・Ｕ死去につき店卸の控表
現金
有価証券
貸金
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展開期の明治 43～45 年の太物商の経営状況をみると、1 年間の金銭出入は 5 万
円から 5 万 2 千円である。入金出金とも 10 月と 12 月が多く、1 月、2 月と 8 月、
9 月が低調である。「仕入」の総出金に対する比率は、54％～66％である。店頭に
よる「小売」が「特定人売」を常に上回り、表 1-6 より明治 30 年前後と異なり明
治末期は不景気のためか、太物商の収益も減少していた。  
明治 16 年以前の同家は、山林を所有せず、竹林や藪地を 2 筆 1 反 1 畝 29 歩し
か所有していなかった。形成期の明治 29 年にＡ家は、北甘楽郡青倉村（現甘楽郡
下仁田町）の山林 330 町歩を集積した。そのほかにも、居村周辺の碓氷郡内の原市
町、後閑村、九十九村、磯部村、安中町の小規模な山林を集積していた。有価証券
は表 1-4 にみるように明治 19 年初代Ｕ死去の時点において、既に現金 3 千円、有
価証券 2 万円、貸金 460 円、品物（呉服）8 千円の計 3 万 2 千円であり、日本鉄道
会社株式、銀行株式、公債が 63％を占め、有価証券を大量に保有していた。 
Ａ家所有の明治期の銀行株は、地元の碓氷銀行と原市銀行、第三十九国立銀行の
みであった。碓氷銀行は、明治 16 年私立銀行として設立され、本店を安中町、支
店を原市村、出張所を松井田町に置き、営業期間 15 年の満期を迎え、営業不振に
陥った訳ではないが 31 年に解散した。原市銀行(前身は原市生産会社)は、明治 26
年碓氷郡原市町に開業し、Ａ家先代 3 代目Ｈｅが取締役となり、開業以来営業成績
は良好で年配当は 9～10％であった (14)。Ａ家が明治 22 年頃から所有する第三十九
国立銀行は、明治 11 年に前橋藩の士族就産のための金融機関として創業し、資本
金 35 万円で前橋に本店を置き、明治 31 年に三十九銀行として普通の商業銀行と
なり、大正 7 年群馬銀行と合併した (15)。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
単位：円
科目 種類・銘柄 明治22年 27年 31年 34年 37年
　有金（現金） 510 165 ‐ ‐ ‐
　玄米代 ‐ 648 ‐ ‐ 3,450
流動資産 　物品代ハ掛 5,840 10,307 8,975 13,925 13,151
　同之価代 5,566 ‐ ‐ ‐ ‐
　貸与金 6,032 14,032 5,416 12,809 15,133
　見世貸 ‐ 857 ‐ ‐ ‐
　小計 17,948 26,008 14,391 26,734 31,734
　三十九銀行株式 1,500 2,100 2,025 750
　碓氷銀行株式 1,100 1,300 ‐ ‐
  原市銀行 900 4,620 7,896 9,450
投資資産 　高崎潤澤社出資金 6,300 ‐ ‐ ‐ ‐
(株式債券） 　日本鉄道会社株式 47,900 90,872 122,400 123,986 134,523
　永続社 ‐ 1,000 1,320 1,300 ‐
　農工銀行債券 ‐ ‐ ‐ 50 50
　赤心社 ‐ ‐ ‐ 300 300
　岩越鉄道株式 ‐ ‐ 1,570 2,000 2,000
　京釜鉄道株式 ‐ ‐ ‐ ‐ 500
　小計 57,700 98,192 133,310 137,557 147,573
　借入金 ‐ ‐ 9,620 ‐ ‐
流動負債 　預り金 ‐ 370 ‐ ‐ ‐
　小計 ‐ 370 9,620 ‐ ‐
計 75,648 123,830 138,081 164,291 179,307
資料：群馬県A家所蔵「財産目録」より作成。
注：明治27年の碓氷銀行株6,320円とは、第三十九銀行株と原市銀行株も合わせた評価額である。
表1-5　明治期の財産目録
6,320
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明治 20 年前後のＡ家は、表 1‐5 に示すように鉄道株の日本鉄道会社、地元金
融機関株を所有し、地方の資産家として典型的な財産構成であった。株式所有は、
明治 37 年時点では当主Ａの先代（3 代目）が取締役を務めた原市銀行株 126 株、
同家の所有株式の中心をなす日本鉄道会社旧株は 1,480 株・新株 663 株であり、
明治 19 年時点では所有しなかった赤心社株 (16）、福島県の岩越鉄道、朝鮮半島の京
釜鉄道、第三十九銀行、群馬農工銀行債券も新たな財産になった。  
明治期における入金動向をみると、表 1-6 に示すように明治 30 年の 7 万 3 千円
のうち、金融資産に基づく入金 66％、Ｎ家より等の他部門からの入金 27％であり、
地主・土地経営に基づく入金 8％、森林経営収入 0％と明治 30 年代初頭に金融資
産に基づく入金が 66％を占めていた。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
明治 40 年の 8 万 6 千円のうち、金融資産に基づく入金 75％、他部門からの入金
15％、地主・土地経営に基づく入金 9％、森林経営に基づく入金１％と貸金元本返
済、銀行預金払戻(借入金)、受取利息、株式配当金・株式国債等売却償還金の金融
資産に基づく入金が 75％に増加した。 
Ａ家は、貸金業と太物商を営み、現金･有価証券をまず資産として所有し、次に
田畑を集積し、小作金・小作米販売収入により、現金・有価証券を蓄え、明治 42
年には所有田畑が 100 町歩を超えた。田の集積の結果、米販売収入金額 2 千～5 千
円（2～6％）と株式配当金国債等利子 1～2 万円（14～20％）が増加し、こうした
資金が明治末期に山林集積に投下された。 
株式配当金・国債利子が明治 37 年以降は 1 万円を超える。明治 35～39 年の有
価証券の所有銘柄は、日本鉄道会社、京釜鉄道、岩越鉄道、第三十九銀行、原市銀
行、原市倉庫の株式と国債、群馬農工銀行債券であった。明治 28～35 年までは太
物商より 4 千～1 万円の入金があり、明治 34～42 年受取利息 1 千～2 千円ある。
単位：円
小作金(含 米 クワ販売 家賃 竹 薪・ 貸金元 銀行預金払 受取 株式配当金 株式国債等 太物 Ｎ家 その
延滞利子） 販売 養蚕製糸 (含地代） 販売 立木 本返済 戻(借入金) 利息 国債等利子 売却償還 店より より 他
明治28年 3,984 779 9 11 22 3 2,012 122 160 4,708 4,201 9,500 721 3,473 29,705
29 3,026 798 455 6 4 ‐ 2,152 22,760 270 5,754 100 6,750 ‐ 2,687 44,762
30 4,046 1,450 30 28 22 ‐ 11,904 28,063 809 6,845 60 7,470 1,650 10,159 72,536
31 3,397 1,699 246 9 ‐ ‐ 3,080 19,403 387 4,214 ‐ 4,250 628 2,056 39,369
32 2,054 1,324 155 56 48 ‐ 6,209 46,900 683 7,678 409 5,250 ‐ 3,990 74,756
33 1,262 1,755 251 48 12 42 6,453 21,479 600 9,470 ‐ 6,350 ‐ 3,879 51,601
34 1,760 1,923 130 118 60 11 13,414 25,724 1,319 9,537 ‐ 7,803 ‐ 8,072 69,871
35 705 2,480 339 213 6 ‐ 10,772 22,381 1,415 9,721 ‐ 5,220 1,000 4,280 58,532
36 1,582 2,447 413 324 32 75 6,864 26,232 1,613 9,760 ‐ 1,852 480 10,567 62,241
37 1,947 3,200 415 264 7 164 6,776 16,838 1,002 10,025 456 560 3,120 5,028 49,802
38 2,126 2,978 443 288 22 245 3,675 26,292 681 11,451 4,790 1,120 10,450 7,968 72,529
39 1,993 541 337 426 60 165 7,149 33,606 1,210 13,883 10,862 130 17,360 6,170 93,892
40 2,960 3,017 1,170 520 204 653 9,175 36,495 2,160 11,887 4,836 ‐ 4,000 9,335 86,412
41 3,589 5,237 1,332 518 ‐ 425 10,182 36,523 1,158 14,027 675 300 6,302 7,729 87,997
42 4,241 3,318 1,271 725 5 290 44,222 59,732 1,826 20,516 ‐ 75 4,754 9,072 150,047
資料：群馬県Ａ家「奥出入帳」より作成。
 注1：勘定科目は、主要13科目より集計した。
　 2：上記帳簿において、「銀行預金払戻」と「借入金」の区別ができないので、銀行預金払戻（借入金）と便宜上記載した。
表1-6　明治期の入金科目別入金額
年度
農地地主・土地経営 森林経営 金融資産 他部門から
計
22 
 
上記の太物商と貸金業の商人としての活動とそれに続く地主経営とともに明治 30
年段階では、金融資産に基づいた入金が 66％を占めていた。 
明治期の出金動向は、表 1-7 に示すように明治 30 年 7 万 1 千円のうち、金融資
産投資 78％、他部門への出金 21％、土地投資 1％であり、金融資産投資が大半を
占めていた。Ａ家の明治 40 年の出金額 8 万 6 千円のうち、金融資産投資 49％、他
部門への出金 32％と土地投資 19％、金融資産への投資とともに土地投資が明治 30
年の１％から 19％へ増加し、田畑が集積されていく。  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
明治期を通じて個人貸付金と株式投資は盛んであり、特に株式投資は形成期の
単位：円
山林 宅地 地代 貸付 預貯金 支払 有価 太物 土工 租税 用水費 登記 支払 その
経費 建物 家賃 積金 (返済） 利子 証券 店へ 費 公課 (堰費) 費 手数料 他
明治28年 2,780 ‐ ‐ ‐ ‐ 3,901 ‐ ‐ 11,345 8,895 30 9 324 ‐ 700 ‐ 160 10 1,443 29,597
29 990 1,811 49 ‐ ‐ 4,990 14,167 272 8,774 10,500 89 ‐ 469 ‐ ‐ 4 27 1 2,607 44,750
30 575 ‐ 196 ‐ ‐ 4,626 31,850 951 17,920 8,340 ‐ 4 664 ‐ ‐ 10 41 35 6,064 71,276
31 ‐ ‐ 59 ‐ ‐ 6,276 14,498 523 7,418 4,670 ‐ ‐ 621 ‐ 2,725 34 8 ‐ 4,832 41,664
32 ‐ ‐ 55 ‐ ‐ 10,271 50,577 145 325 9,950 19 5 864 ‐ ‐ 22 10 2 2,483 74,728
33 470 ‐ 107 ‐ ‐ 8,850 30,569 9 1,808 6,136 ‐ ‐ 959 10 1,000 96 ‐ ‐ 6,190 56,204
34 3,497 70 79 ‐ 1,952 14,363 35,700 145 3,208 5,571 9 5 847 41 ‐ 25 62 16 4,875 70,465
35 3,330 ‐ 215 90 2,838 10,745 22,126 225 ‐ 5,417 34 7 1,179 248 574 43 131 25 10,590 57,817
36 5,941 1,347 56 2,026 ‐ 13,172 18,818 269 250 7,000 2 8 1,116 1 1,013 37 164 27 10,693 61,940
37 2,041 3,420 88 ‐ 1,800 6,675 19,504 551 6,938 ‐ 59 25 1,450 47 5,030 44 55 50 3,138 50,915
38 2,732 3,589 318 62 150 5,809 27,193 835 14,140 3,773 202 116 1,838 134 5,050 41 24 10 6,674 72,690
39 6,487 606 390 550 4,304 8,395 28,614 813 19,173 100 148 129 1,915 212 5,643 69 69 32 8,470 86,119
40 7,685 1,347 495 487 6,591 12,542 28,627 852 ‐ 220 480 376 2,440 672 15,656 85 217 130 6,904 85,806
41 6,529 7,385 799 31 1,380 19,050 25,900 1,552 2,173 88 340 466 3,698 515 4,250 75 299 82 8,722 83,334
42 17,417 20,276 1,443 950 1,380 24,871 61,149 1,873 2,337 105 770 197 5,008 391 141 41 742 54 11,244 150,389
資料：群馬県A家所蔵「奥出入帳」、「山林出入帳」より作成。
 注1：上記金融機関「預貯金預入」と同「借入金返済」の区別ができないので、預貯金（返済）と便宜上記載した。
　　2: 「雇人」は、桑畑造りの農作業人夫賃や女中の支払い。
  　3：「堰費」は水田の灌漑用水確保にかかる費用、「支払手数料」は山林田畑宅地の購入時の司法書士への手数料である。
田畑 山林 雇人 修繕 Ｎ家
表 1 - 7 　 明 治 期 の 出 金 科 目 別 出 金 額
年度
土地投資 金融資産投資 他 部 門 へ の出 金 ・ 管 理 費
計
株 数 額 面
・ 口 数 金 額 町 反 畝
　 本 金 1 6 , 6 0 0
　米 4,375
　商品 23,888
　次金 1,750
　什器衣類共 2,000
小計 48,613
　山林 544 1 3 54,500
　田 32 5 8 61,940
　畑 56 8 2 68,185
　宅地 2 4 6 10,570
小計 635 9 9 195,195
　日本鉄道株式 2,547 275,040
　岩越鉄道 100 2,000
　旧京釜鉄道 2,000 1,756
　原市銀行 132 10,296
　三九銀行 64 525
　原市倉庫 12 17.5 210
　末広座 25 1 50
　碓氷社 25 25
　原市組 78 78
　農工銀行債券 5 14 50
　貯蓄銀行債券 3 5 12
　勧業銀行債券 1 10 10
　5歩利公債 3 50 132
　水電 162 12.5 2,025
　配当四口 6,985
小計 299,194
計 544,002
15,357
合計 528,645
資料：群馬県Ａ家所蔵「財産目録」より転記した。
注1：「末広座」等については計算が合わないが、原資料の記載のままとした。
　 2：「本金」とは金のこと、「次金」とは銀・銅のことである。
　 3：「水電」とは、「西毛電気株式会社」のことである。
内 預 り借 用 金 貸 ト 差 引 分
表 １ - 8 　 財 産 目 録 　 　 　（ 明 治 4 2 年 1 月 3 1 日 時 点  ）
単 位 ： 株 、 口 、 町 反 畝 、 円
  　 　 　 科 目 区 分
土 地 面 積
資 産 額
流動資
産等
固定資産
(土地）
投資その他
の資産（投
資有価券）
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明治 28～31 年 7 千～1 万 8 千円（18～38％）、展開期の明治 37～39 年 7 千～1 万 9
千円（14～22％）を占めた。同家の資産は、形成期初期は現金・預貯金、日本鉄道
会社・公債等の有価証券、個人貸金債権、太物商品が主体であったが、次第に不動
産に拡大する。この明治期両期に太物商、貸金業を通じ現金や有価証券を取得し、
受取利息、株式配当金を入手し、不動産は形成期の最初に畑、次の展開期に田や山
林という順番で取得し、展開期後半の明治末期より山林の造林事業のため山林経
費も拡大する。Ａ家が明治期に太物商、貸金業の収益や株式配当金、農地地主とし
ての小作金、小作米販売金収入を資金として投資した。  
有価証券の主要銘柄である日本鉄道会社は、明治 14 年設立され東京～青森間の
鉄道建設を目的に華族・一部上層士族によって計画された日本では最初の私有鉄
道である。日本鉄道の創業株主には地方の小株主も相当いたと思われるが、資金的
中心は華族と三菱であった。日本鉄道の場合、政府の利子補給は創業株主にとって
決定的に有利な材料であり、日本鉄道株はほとんど安全資産ともいえる確実性を
持っていた。株価がどうであれ株式を保有してさえいれば 8％近い配当が獲得でき
たのであり、その意味でリスクは存在しなかった (17)。 
明治 42 年１月末の財産状況は、表 1-8 に示すように株式・債券 29 万 9 千円、
不動産・動産類 24 万 4 千円であり、株式債券が不動産・動産を 5 万 5 千円ほど上
回っている。不動産は田畑、宅地、山林で面積 636 町、資産価格 19 万 5 千円であ
る。山林は、北甘楽郡西牧村、同郡小坂村、長野県北佐久郡東長倉村（現軽井沢町）、
碓氷郡坂本町等遠方に進出し、山林 900 町歩を購入した。山林の資産額は 5 万 5 千
円で土地資産額の 28％、総資産の 10％を占めていた。 
 
(2) 大正・昭和戦前期 
吾妻郡進出期、朝鮮進出期には貸金業を縮小し、太物商と国内農地経営、森林経
営のほか、大正 8 年には朝鮮半島北部の国有林での借地造林事業を開始する。  
吾妻郡進出期の大正 7 年には前掲表 1－3 に示したようにＡ家は当主Ａ名で多額
納税者県内 4 位、直接国税総納額 3,627 円となり、内訳は地租 15 町村 1,962 円、
営業税 140 円、所得税は土地につき 1,308 円、商業につき 217 円、計 1,526 円と
土地に関する所得税額が急増し、明治 44 年から直接国税総納額が 1,176 円増加し
ている。地租も同 44 年 14 町村 1,475 円から 15 町村 1,962 円に増加している。小
作金収入である土地の所得税は、607 円から 1,308 円に 2 倍に増えた。 
朝鮮進出期の大正 9 年に現在の韓国ソウル市南部での農地経営を開始した。大
正 14 年 12 月に当時の当主Ａの長女に、滋賀県蒲生郡八幡町より近江商人である
婿Ｈｔを取り分家させ、太物商の経営を移譲し、国内の農地経営、森林経営と朝鮮
半島の経営に専念した。 
大正 14 年には前掲表 1-3 より県内多額納税者の中で 6 位、直接国税総納額は
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6,215 円であり、7 年の 2 倍近くになった。地租は減少しているが、土地からの小
作米販売収入、小作金収入に対する所得税が 2 倍以上増加し、太物商営業の商業の
課税が 5 倍以上になった。昭和 7 年は県内 8 位、直接国税総納額 2,691 円で 3,524
円程大幅に減少した。この時期は朝鮮半島経営の原資としての国内田畑山林の売
却による地租、小作米販売収入、小作金額の減少がみられた。投資拡大期は、朝鮮
経営も軌道に乗り、国内山林を買い増す。昭和 14 年の多額納税者の順位ではＡ家
は県内 6 位であり、直接国税総納額 4,819 円と昭和 7 年に比べ 2,128 円増えてい
る。内訳は地租が 458 円下がり、所得税は土地が 3,267 円増え、商業が 542 円程減
少している。Ａ家は、同期に国内山林 800 町歩を増加したが、山林の地租評価は低
く、朝鮮半島での籾米販売金収入や薪炭用立木の売却が所得税の増加に結びつい
ている。 
朝鮮進出期後半と次の投資拡大期のＡ家の入金状況を表 1-9 に示した。投資拡
大期と吾妻郡進出期、朝鮮進出期前半との相違点は、第 1 に大正 7 年に朝鮮に渡
り 8 年より朝鮮半島北部で国有林の造林を始め、9 年に朝鮮半島南部の水田経営を
創業し、特に昭和 10 年から朝鮮半島からの水田経営の収入がＡ家の入金額の中に
加わった。第 2 は形成期、展開期に入金総額の 1％以下でしかなかった森林経営か
らの入金が、吾妻郡進出期、朝鮮進出期の後半から昭和 10 年からの投資拡大期に
は 20～30％を占めるようになった。第 3 に株式売却金が形成期や展開期には 14％
以下であったが、投資拡大期には 30～70％を占める年も出現した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Ａ家の朝鮮進出は、国内田畑、山林、宅地売却金と太物商（大正末に長女夫婦へ
経営移譲）の利益、山林立木売却金と株式売却金が原資となり可能になった。朝鮮
進出期の昭和 6年の入金 7万 2千円のうち、土地売却代金等の農地・土地経営 46％、
森林経営 29％、金融資産 15％、他部門 10％であり、投資拡大期の 16 年では 57 万
単位：円
森林経営 他部門より
戻入(主 土地売却代 立木 受取 株式 株式
に朝鮮） (地代含） 売上 利息 配当金 売却金
昭和3年 6,710 8,892 … 4,500 17,694 18,666 1,182 29,706 127,280 4,471 219,101
4 6,257 9,835 … 8,351 8,701 19,992 652 16,552 179,347 5,718 255,406
5 4,655 9,585 … 6,271 15,581 11,843 321 12,979 31,942 9,023 102,201
6 6,386 6,494 4,620 5,187 10,462 20,732 196 10,487 … 7,430 71,994
7 4,843 7,248 8,214 4,105 7,189 16,365 157 8,781 … 13,105 70,008
8 5,794 6,324 5,045 4,482 23,001 16,646 280 7,445 … 11,007 80,024
9 3,239 7,903 24,879 4,312 46,660 17,964 235 8,734 … 10,071 123,997
10 4,866 5,200 147,564 4,349 6,340 36,850 57 9,840 48 13,122 228,237
11 5,727 5,607 88,000 5,081 8,207 35,375 210 8,136 32,515 16,095 204,954
12 5,963 10,101 33,407 4,902 14,055 44,604 37 18,474 20,073 20,523 172,137
13 6,179 10,423 39,020 5,658 4,266 45,586 158 15,152 20,365 12,211 159,018
14 8,059 17,551 142,500 5,394 19,426 120,381 267 17,130 154,314 14,510 499,531
15 7,549 6,123 166,697 6,625 7,935 77,317 356 24,246 164,377 31,979 493,204
16 6,277 11,758 17,303 7,516 25,993 105,134 360 30,197 352,672 14,060 571,270
17 6,967 10,262 42,017 6,646 49,204 41,229 864 30,894 139,714 14,884 342,681
18 10,550 11,948 ‐ 12,995 54,763 11,078 770 24,112 279,825 6,083 412,124
19 6,435 11,124 ‐ 14,203 33,650 31,359 1,594 23,735 8,630 10,515 141,245
20 9,117 12,856 ‐ 7,744 19,761 41,037 511 14,806 … 8,809 114,641
資料：群馬県Ａ家所蔵「仕訳帳」、「元帳Ⅱ」より作成。
　注1：「仕訳帳」は入金科目12科目、「元帳Ⅱ」では13項目であるが、主だった9項目を記載した。
  　　　2：「仕訳帳」には、「戻入（主に朝鮮）」という科目は存在しない。
表1-9　大正・昭和戦前期の入金科目別入金額
年度
農地地主・土地経営 金融資産
計
小作金 米販売 家賃 その他
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1 千円のうち、金融資産 67％、森林経営 18％、農地･土地経営 12％、他部門 3％と
10 年間余りで入金が 8 倍に増えた。金融資産が農地・土地経営を上まわるように
なり、形成期・展開期は 1％以下であった森林経営が 20～30％を占めている。農
地･土地経営に基づく入金は、16 年を除外すると朝鮮からの戻入が加わり、明治期
の 15～25％から同期は 45～74％に増加している。株式売却金は、昭和 3 年 12 万 7
千円、4 年 17 万 9 千円であり、その大半は朝鮮開発に使われた。  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
昭和 3～20 年のＡ家の出金状況を表 1-10 に示した。昭和 6 年と 16 年の出金額
を比較すると 10 年間余りで出金額が 8 倍に増え、昭和 6 年の金融資産投資額が 3
万 5 千円(47％)から 16 年は 13 倍の 44 万 5 千円(77％)になっている。株式・債券
投資は、昭和 17 年を除き 15～20 年には毎年 20 万円以上が投資された。それに比
べ土地投資は、昭和 18～20 年は全く行われていない。 
昭和 3～5 年は株式・債券を中心に購入しているが、昭和 9 年、10 年は山林以外
の不動産も購入し、昭和 9～17 年には山林を購入している。特に昭和 12 年の山林
購入費は 1 万 8 千円で、同年の株式・債券、山林、土地（山林以外）計の購入費 2
万 1 千円の 86％を占めている。昭和 3～20 年の山林投資は 17 万 1 千円で 817 町歩
の山林を集積した。有価証券投資は山林投資の 10倍の 165 万 8千円が投資された。
金額的には山林や土地（山林以外）に比べて、有価証券への投資が圧倒的に優位だ
った。 
投資拡大期の昭和 16 年では、長野電業、東信電業、梓川電力、日本発送電（東
京電力）、上毛電力、信越化学 (18)、東京電燈を保有し、同年配当額 3 万円のうち、
昭和 13 年にＡ家居村近くに磯部金属試験所（現群馬事業所、当時本店長野市）を
設置した信越化学が 1 万 1 千円で 35％を占めている。Ａ家の保有銘柄は、朝鮮進
出期後半の昭和初期の地方株長野電燈から、昭和 10 年代の投資拡大期には日本発
単位：円
貸付 支払 返済 株式 保険 土工 租税 用水費 登記費 その
購入 経費 預金 利子 預り金 債券 料 費 公課 （堰費） 手数料 他
昭和3年 29 4,624 4,172 4,683 ･･･ 32,164 2,449 1,817 17,322 765 14,474 ･･･ 21 11,536 94,057
4 5,575 3,269 3,682 11,347 ･･･ 85,491 1,869 2,167 20,004 630 14,601 ･･･ 83 12,885 161,602
5 330 1,459 3,321 24,729 ･･･ 17,214 1,440 2,413 20,503 1,020 13,668 ･･･ 490 4,306 90,893
6 217 978 316 32,862 2,000 ‐ 2,958 437 14,919 85 10,501 356 341 8,391 74,359
7 ‐ 1,401 1,271 27,256 4,396 ‐ 3,730 428 18,833 145 10,173 112 133 11,969 79,847
8 14 2,395 404 26,405 11,000 ‐ 3,004 330 16,641 141 9,232 423 871 6,045 76,905
9 7,973 1,287 1,307 26,754 36,058 223 2,069 576 15,326 615 8,956 324 1,455 7,599 110,522
10 26,101 1,816 299 21,766 96,239 7,762 2,465 641 17,297 2,588 10,837 232 794 28,093 216,929
11 8,269 3,788 5,190 22,332 48,250 79,853 1,625 626 17,210 4,583 12,342 800 1,363 29,711 235,942
12 18,785 6,758 5,050 19,747 90,349 2,694 1,696 798 16,182 2,191 13,598 1,027 1,992 18,350 199,216
13 15,605 7,371 900 20,048 46,204 24,252 3,490 685 14,699 1,781 11,320 871 779 18,139 166,144
14 27,970 14,914 6,445 15,785 281,747 93,841 3,780 857 17,294 520 14,618 315 6,075 25,549 509,711
15 5,335 14,948 6,943 9,363 154,000 236,743 4,051 857 16,795 578 24,992 825 1,620 30,419 507,469
16 35,964 16,284 17,127 4,056 173,168 250,681 4,343 1,409 19,063 334 21,063 967 152 31,006 575,616
17 23,255 23,997 27,803 10,093 166,042 78,527 3,674 2,179 19,923 42 25,428 710 608 22,316 404,598
18 ‐ 36,942 28,969 1,130 550 212,401 5,724 1,906 21,394 380 32,658 540 146 25,804 368,543
19 ‐ 7,235 13,468 319 217 314,628 4,937 518 21,954 560 37,959 271 32 36,322 438,420
20 ‐ 4,931 4,184 727 ‐ 221,856 3,388 771 20,150 ‐ 46,103 641 126 17,724 320,601
資料：群馬県Ａ家所蔵「仕訳帳」、「出入帳Ⅰ」、「元帳Ⅱ」より作成。
注1：「元帳Ⅱ」では、出金勘定科目は28項目であるが、主だった上記13項目を記載した。
 　2：「元帳Ⅱ」では、「株式・債券、土地」は1項目で一括記載されているが、ここでは「株式・債券」、「土地」と分けて記載した。
　 3：「元帳Ⅱ」においては「返済・預り金」、「用水費（堰費）」という科目はあるが、「仕訳帳」においては存在しない。
計
給料
表1-10　大正・昭和戦前期の出金科目別出金額
雇人
年度
土地 山林
金融資産投資 他部門・管理費への出金
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送電等の中央株の比重が高まり、電力会社株式とともに信越化学が加わったこと
も特徴である。 
朝鮮半島からの水田経営収入、昭和 14 年から 18 年の株式売却金（最高時昭和
16 年 35 万 3 千円）、立木売上金（昭和 14 年 12 万円、16 年 10 万 5 千円）は、有価
証券投資と 800 町歩以上の再度の国内山林投資に使われた。形成期や展開期と比
較し、太物商や小作金の商人・高利貸資本による収入から、株式売却金や朝鮮進出
による収入に中心が移り、昭和 10 年代には立木売上も 20％に増加する。明治期の
形成期の商人・高利貸資本から昭和 10 年代の投資拡大期にはますます金融資産家
としての性格を強めた。 
 
 (3) 戦後期 
戦後の転換期は、昭和 23 年に農地改革で農地を失い、朝鮮の事業も敗戦により
放棄し、スギ人工林の主伐を拡大する。当主Ａの次男家、三男家名義の所有山林は、
各家の管理となる。 
縮小期は、昭和 40 年前後より 4 代目Ａ、5 代目Ｒｙ、5 代目Ｒｙの妻Ｎｂの相続
税納付と燃料革命により価値が低下した雑木山を大幅に処分し、森林経営を縮小
する。これは山林を１つの資産と考え、管理し易い場所のみを残し、銀行預金・株
式に大きく転換を図ったためである。  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Ａ家の昭和 20 年代と昭和 40 年前後の入金状況の対比を表 1-11 に示した。戦前
の投資拡大期との相違点は、戦後期に森林経営に基づく入金の構成比が大幅に増
加した点にある。大正・昭和戦前期の立木販売は毎年の入金額の 10～25％であっ
たが、昭和 21～26 年は 26～88％、昭和 39～41 年は 74～87％に増加している。同
家は昭和 23 年に農地改革で田畑 62 町歩を失い、昭和 21 年、22 年は小作金・米販
売収入の入金があるが、終戦直後同家の経営を支えたのは山林の立木売上であり、
特に昭和 40 年前後は 750～900 万円と多額である。縮小期の昭和 41 年の土地の地
代と売却金は 163 万 4 千円（土地地代 23 万 7 千円、山林売却 33 万円、田売却 4 千
単位：円
森林経営 他部門から
土地売却 立木 預貯金 受取 株式 株式
・地代 売上 払戻 利息 配当金 売却
昭和21年 8,639 16,731 7,487 40,650 950,662 ‐ 902 179 382,061 46,287 1,453,598
22 15,080 16,392 33,478 32,393 1,089,577 ‐ 1,428 … 2,967,053 35,383 4,190,784
23 ‐ ‐ 55,802 1,758,348 2,693,472 ‐ 321 6,520 4,137,111 48,065 8,699,639
24 ‐ ‐ 44,960 100,508 1,336,620 ‐ 2,149 18,808 145,000 36,611 1,684,656
25 ‐ ‐ 127,906 145,405 968,500 ‐ ‐ 25,484 ‐ 136,208 1,403,503
26 ‐ ‐ 119,800 86,059 3,873,430 ‐ ‐ 274,434 ‐ 27,192 4,380,915
39 ‐ ‐ 315,177 471,248 8,179,760 189,780 42,859 298,773 480,000 185,555 10,163,152
40 ‐ ‐ 177,591 649,078 7,544,895 17,673 673 280,573 ‐ 45,061 8,715,544
41 ‐ ‐ 195,884 1,634,397 9,130,000 ‐ 4,401 234,017 ‐ 1,181,070 12,379,769
資料：群馬県A家所蔵「元帳Ⅱ」、「出納帳」：362～363参照、「出入帳Ⅴ」より作成。
　注：昭和21年、22年の「雑収入」は、「貸金回収」、「報酬」、「保険会社利用」を含む。
表1-11　戦後期の入金科目別入金額
年度
地主・土地経営 金融資産
計
小作金 米販売 家賃 雑収入
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円、宅地売却 14 万 6 千円、貸家売却 91 万 7 千円）である。この頃を境に不動産売
却が始まる。 
同様の出金状況の対比を表 1-12 に示した。山林経費の支出額と構成比が展開期
では 1％以下、投資拡大期では 10％以内であったが、昭和 25、26 年は 27～28％、
昭和 39、40 年では 30～32％である。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
終戦直後は、人件費が 100～300 円/日と安く、この時期にＡ家は造林事業に力を
注いだ。株式投資も終戦直後の昭和 21～23 年から再開し、各年の出金額の 44～
65％を占める。主要銘柄は東京急行、中部配電、三越本店、小野田セメント、日本
セメント、島津製作所、日本発送電（東京電力）であり、戦前期の地方株式銘柄か
ら日本を代表する中央株に移行している (19)。日本発送電(東京電力)ばかりか、電
力株の中部配電も購入し、戦後の日本復興の建設土木工事の中心となるセメント
株を所有した。当主Ａの昭和 27 年の安中市原市教会堂建設の寄付金は、日本セメ
ント株式売却金 700～800 万円を充当した (20)。縮小期の株式配当は、入金額の 2～
3％程度で、富士製鉄、八幡製鉄、王子製紙、トヨタ自工、東京電力等の株式を所
有していた (21)。東京電力を除き転換期と株式銘柄は違うが、転換期同様、東京証
券取引所一部上場の超一流企業株式を保有していた。高度成長期の象徴的企業で
ある製鉄会社と、旺盛な個人消費需要と高い伸びを示した輸出の中心商品の自動
車製造会社株式を所有していたことが注目される。  
 
2 田畑、宅地、山林の集積処分過程  
 
(1) 明治期 
明治 16 年以前の同家は、田畑はわずか１町歩の所有であった。形成期の明治 17 
年から図 1-3、図 1-4 に示すように田畑・宅地の集積が始まり、居村の群馬県碓氷
郡内を中心に田畑 33 町歩と宅地 2 町歩を購入した。形成期の明治 29 年に北甘楽
郡青倉山の山林を購入し、山林原野と雑種地の累計面積は 342 町歩になった。 
単位：円
山林 森林 貸付 支払 株式 租税 登記費
経費 組合 預金 利子 購入 公課 手数料
昭和21年 49,338 7,140 708,638 5,876 1,470,074 9,780 1,658 75,578 67,987 598 1,960 672 68,646 2,467,945
22 94,766 20,396 2,044,785 743 3,581,529 20,969 4,595 27,677 2,097,594 4,478 1,683 2,032 214,859 8,116,106
23 167,720 7,947 ‐ 476 5,564,657 45,575 92,720 6,814 590,347 266,989 6,920 12,077 1,824,781 8,587,022
24 397,759 16,041 ‐ ‐ 274,866 84,600 305,600 119 1,233,032 11,321 5,589 1,100 615,643 2,945,669
25 535,195 13,307 ‐ ‐ ‐ 127,960 171,895 27,990 624,779 14,114 10,029 33,600 365,472 1,924,340
26 472,478 28,206 ‐ ‐ ‐ 75,640 149,450 750 745,782 7,476 85,427 1,609 207,585 1,774,403
39 1,995,395 115,844 ‐ 21,292 450,000 ‐ ‐ 53,344 2,385,693 53,911 142,897 367,549 1,001,703 6,587,628
40 2,585,905 108,321 ‐ ‐ 0 ‐ ‐ 3,167 1,485,236 343,819 25,310 670,868 2,865,755 8,088,381
41 1,746,580 246,585 3,606,494 ‐ 1,963,000 ‐ ‐ 98,736 903,060 814,705 87,352 96,940 1,953,753 11,517,205
資料：群馬県Ａ家所蔵「元帳Ⅱ」、「出納帳」、「出入帳Ⅴ」より作成。
 注1：「元帳Ⅱ」では出金勘定科目は28科目、「出納帳」は21科目、「出入帳Ⅴ」は23科目である。主要科目を記載した。
　 2：「出入帳Ⅴ」では、現金支払勘定科目は23項目であるが、主要10科目を記載した。 
交際費 その他
表1-12　戦後期の出金科目別出金額
年度
森林経営費 金融資産投資 他部門･管理費への出金
計
給料 雇人 保険料 修繕費
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図 1-3 年度末山林、田畑、宅地の累計面積  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 1-4 年度別山林の集積処分過程と時期区分  
資 料 ：群 馬 県 Ａ家 所 蔵 「買 入 帳 」、「名 寄 帳 一 号 」、「名 寄 帳 二 号 」、「名 寄 帳 四 号 」、「名 寄 帳 五 号 」よ
り作 成。  
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北甘楽郡青倉山以外は形成期に取得した山林は小面積であったが、次の展開期
は、表 1-13 に示したように明治 41～45 年に 750 町歩の山林を集積した。取得形
態は、銀行の競落物件や日露戦争後の水害で困窮する養蚕農民であり、山林を 5 年
間で 750 町歩取得した。山林所在地は、北甘楽郡西牧村、小坂村、長野県北佐久郡
東長倉村（現軽井沢町）である。この時期に田畑の地主経営と森林経営の比重が逆
転し始める。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
展開期は、表 1-2 に示したように碓氷郡内を中心に田畑 117 町歩を集積し、集
積した宅地は 5 町歩であった。Ａ家は明治 40 年代から大正初めにかけて山林と田
畑の集積を行い、明治 42 年には田畑所有面積は 100 町歩を超えた。不動産の集積
は、明治 28 年に碓氷郡の居村周辺の田 14 町歩、畑 11 町歩、宅地１町歩、山林原
野雑地 3 町歩の計 29 町歩を集積し、35 年には田 17 町歩、畑 16 町歩、宅地 2 町
歩・山林原野雑地 343 町歩の計 377 町歩になる (22）。Ａ家の財産は、37 年 17 万 9 千
円、42 年 52 万 9 千円と増えていく。田（42 年 33 町歩）、畑（同 57 町歩）、宅地
（同 2 町歩）、山林（同 544 町歩）の不動産投資（計 636 町歩、19 万 5 千円）も、
表 1-8 に示したように明治 30 年代から 40 年代になされた。 
 
(2) 大正・昭和戦前期 
 大正・昭和前期の吾妻進出期は、山林を前掲表 1-2 に示したように長男名義で群
馬県北西部の吾妻郡旧坂上村、旧太田村を中心に 950 町歩集積した。朝鮮進出期は
後述するように朝鮮半島への進出資金の捻出のため、当主Ａの妻の妹夫婦の新宅
へ 30 町歩財産分与したものを除いて 70 町歩処分した。これも全国の朝鮮半島へ
進出した地主が国内田畑を処分して原資としたのに比べ、Ａ家の大きな特徴であ
る。投資拡大期は、朝鮮半島南部の水田からの収益と株式売却金をもとに、国内山
林の再集積を行い、当主Ａの長男名義の吾妻山、次男名義の榛名山御料地、三男名
　　　　　　　　　　　　　　単位：町歩、円
集積 購入
面積 金額
 北甘楽郡西牧村大字西野牧字上野入日向 65.4 1,907  地元事業家(養蚕、麻、漆栽培)
 同郡小坂村大字上小坂字松倉 15.4 1,060  地元農民
 北甘楽郡西牧村大字西野牧字上野入日向 93.6 2,777  萬世銀行（東京市神田区）外4行の競落物件
 同郡小坂村大字東野牧字落沢 12.1 650  事業家（碓氷郡東横野村）
 長野県北佐久郡東長倉村大字軽井沢 87.2 12,112  第十九銀行（長野県上田町）の競落物件
 北甘楽郡西牧村大字西野牧字高石 41.1 2,400  地元農民と事業家（北甘楽郡新屋村）
 同郡同村大字南野牧字相澤 27.6 920  地元農民
 北甘楽郡小坂村大字中小坂字赤根沢 33.7 1,800  大林区署（国有林）
 同郡同村大字上小坂字三本木 39.8 1,425  地元農民
 北甘楽郡西牧村大字西野牧字大塩川入 21.7 820  地元西牧村金融業者
 同郡同村大字南野牧字ウトロ 16.7 1,020  地元農民
 同郡小坂村大字東野牧字西ノ入外 22.3 1,521  事業家（北甘楽郡小幡村）
計 748.6 476.5 28,412
資料：群馬県Ａ家所蔵「山林原簿」、「名寄帳一号」、「買入帳」より作成。
注 1：上記5年間の主だった集積山林の、総集積面積に対する割合は約63.7％である。
　  2：明治45年北甘楽郡小坂村大字東野牧字西ノ入外の前所有者は、妻の実家の負債整理 でこの山林をＡ家に売却した。
   　　 (当事業家の直系 ひこ孫から聞取り調査）
明治41年 139.5
表1-13　明治41から45年の主な集積山林の面積・購入金額
年度 主な集積山林 面積 前所有者
45 112.3
42 131.0
43 230.9
44 134.9
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義の多野郡御荷鉾山、Ａ会社名義の北甘楽郡額部山を 800 町歩集積した。 
吾妻郡進出期は、田畑 6 町歩、宅地１町歩を購入するが、田畑 23 町歩と宅地 2
町歩を処分した。Ａ家の田畑集積のピークは、大正 4 年の 144 町歩であり、これを
境に大正 7 年に朝鮮半島に渡り、海外においても買収した農地の経営を大正 9 年
より開始した。 
同期は、既述のように主にＡ家当主Ａの長男の 5 代目Ｒｙの名義で、山林を中心
に 951 町歩を集積したが、処分山林面積も 24 町歩ある。投資拡大期は、表 1-2 に
示すように田畑 9 町歩、宅地１町歩を購入しているが、それを上回る田畑 22 町歩、
宅地 1 町歩を処分した。農商務省農務局の大正 13 年 6 月調査報告によると、Ａ家
は「五十町歩以上ノ大地主」とされ、所有耕地は田 39 町歩、畑 63 町歩の計 102 町
歩、自作 2 反歩、小作人 450 人と記載されている (23)。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
写真１-１ Ａ家の南 朝鮮 京城 近郊のＡ農場 排 水ポンプ  
                 (大正 14 年 完成、現 在 の金浦空 港付 近 )  
      資料：当主Ａ家の親戚提供  
 
朝鮮進出期は、土地利回りのよい朝鮮経営への投資の時期で、朝鮮南部の京畿道
富川郡素砂において、大正 14 年に田 538 町歩、畑 171 町歩、その他 163 町歩の計
871.8 町歩、昭和 4 年に田 600 町歩、畑 350 町歩、その他 500 町歩の計 1,450 町
歩、同 6 年に田 855 町歩、畑 257 町歩、その他 114 町歩の計 1,226 町歩の農地経
営を行い (24)、籾米を生産した。朝鮮半島南部の水田開発地は湿地帯であり、排水
ポンプで排水する必要があった(写真 1-1、巻末参考史料 史料-1「大正 14 年元旦
のＡ農林会社の年賀状」)。 
この朝鮮進出期の朝鮮半島での朝鮮森林令 7 条による造林事業は、国有林の造
林のため内地民間資本を導入し、造林成功の上は国有林の所有権を無償譲渡する
ものであった (25)。  
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朝鮮進出期は、第 1 次世界大戦後の大不況から昭和恐慌までの時期である。国内
山林は表 1-2 に示したように 28 町歩を集積する一方で、106 町歩の山林を処分し
ている。朝鮮での造林事業は、現在の北朝鮮の北東部のロシア国境にも近いハムギ
ョン山脈周辺の咸鏡北道で、昭和 4 年 3 月末日時点で貸付中 1 万 7,228 町歩（山
林所有権は国にあり、国有林をＡ家が借用）、成功譲与済 3,515 町歩(既に造林が成
功し、Ａ家が所有権を取得)、昭和 10 年 12 月末で、貸付中 2 万 9,412 町歩、成功
譲与済 1 万 2,385 町歩であった (26)。造林樹種は、当主Ａ次男の長男とＡ家親類（大
正 6 年生まれ、高崎市倉渕町在住）からの聞き取り調査と所蔵史料よりチョウセン
マツとカラマツの混交林であった(巻末参考史料 史料-2 当主Ａの専用用紙「造林
ニ対スル方針並其ノ計画概要他」より)（ 27）。 
投資拡大期は、朝鮮経営が軌道に乗り、Ａ家が経営するＡ会社名義で北甘楽郡額
部村の山林を取得し、当主Ａの次男（大正 2～平成 14 年）名義で群馬郡室田村、
吾妻郡の山林、当主Ａの三男（大正 4～平成 15 年）名義で多野郡日野村等、800 町
歩を超える山林を集積した。山林の処分もこの時期に 30 町歩なされた。投資拡大
期の山林購入先は、地元住民（昭和 10～15 年吾妻郡坂上村）、質商・糸繭商（昭和
11～12 年北甘楽郡額部村）、御料地借地権譲受（第 2 次世界大戦後正式払下げ、昭
和 14～16 年群馬郡室田町榛名山御料地）、旧士族（昭和 16～17 年多野郡日野村御
荷鉾山)等で、昭和 17 年に国内山林所有は 2,879 町歩とピークを迎えた。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
第 1 次世界大戦後の戦後不況から昭和恐慌までの時期は、全国では激しい小作
争議も起こり、国内の農地地主制衰退第１期にあたる (28)。朝鮮進出期は、表 1-14
に示すように農地とともに山林と宅地も処分され、特に前半の大正後期の処分が
著しい。 
第 1 次世界大戦後の大正 9 年の戦後不況時、米価や繭価が暴落し、農地経営の
利回りが悪いとき、転身可能な大地主は所有耕地を売却し、その売却益を有価証券
集積 処分 集積 処分 集積 処分
大正9年 0 -25 0 -5 0 0
10 1 -35 0 -16 0 -1
11 0 -1 0 -3 0 0
12 8 -6 0 -2 0 0
13 0 -14 1 -4 0 0
14 1 -9 0 -2 0 0
15 0 -3 0 -2 0 0
昭和2 1 -2 0 -1 0 0
3 0 0 0 -3 0 0
4 5 -1 0 -1 0 0
5 2 0 0 -3 0 0
6 0 -3 0 -2 0 0
7 0 -5 0 -2 0 0
8 4 -1 0 -2 0 0
9 6 -1 2 -2 0 0
計 28 -106 3 -50 0 -2
資料：群馬県Ａ家所蔵「買入帳」、「名寄帳二号」より作成。
注：大正10年2月に当主Ａ妻の妹夫婦の新宅へ田畑210筆、15町歩、宅地19筆、 1 町歩、山林24筆、33町歩を
　　 財産分与したが、これも同家の処分とした。
表1-14　朝鮮進出期の山林、田畑、宅地の集積処分面積の推移
年度
山林面積 田畑面積 宅地面積
単位：町歩
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所有や宅地、山林、植民地の土地に投資する傾向が強まった (29)。当主Ａ次女の長
男（大正 15 年韓国ソウルにて出生、父と共に昭和 11 年まで朝鮮在住、現在安中市
在住）からの聞き取り調査によると表 1-14 に示すように、朝鮮進出期に家業の太
物店の利益とともに山林と田畑、宅地の売却益が朝鮮経営の原資として注ぎ込ま
れた。明治 43 年に当主Ａ(4 代目)の実弟がＡの妻の妹と結婚し、同時にＡ家の婿
養子となり大正 10 年に当主Ａの弟新宅に財産分与された。この新宅への財産分与
は、山林が 24 筆 33 町、田畑 210 筆 15 町歩、宅地 19 筆 1 町歩であった。これ以
外に山林 70 町歩余りが処分された。田畑の処分は 519 筆 34 町歩であり、自宅周
辺の碓氷郡内の所有農地を売却した。宅地は 25 筆 1 町歩が処分された。 
朝鮮産米増殖計画が樹立された大正 9 年前後、国内地主の 1 人としてＡ家は朝
鮮へ進出した。浅田喬二は著書で「この産米増殖期に、朝鮮での小作制農場創設に
のりだした地主は、本国での地主的土地所有の危機を、朝鮮への転進によって回避
しようとしたものであろう」と述べている (30)。Ａ家のある群馬県は、大正 9 年の
戦後恐慌により繭価は暴落したが小作争議の波が際立って起こるという事態はな
かったが (31)、朝鮮総督府から朝鮮国有林の貸付造林事業を行うように要請され、
当主Ａが朝鮮半島進出の有利性を判断し、国内の田畑、山林を売却し、朝鮮半島の
農地と山林に投資した。そして、山林の貸付造林事業による朝鮮国有林の所有権集
積により、大面積の山林が集積できた。  
Ａ家の朝鮮半島北部の貸付造林で注目しなければならないことは、当主Ａの現
地の朝鮮の人達への思いやりである。Ａ家所蔵「戸籍謄本」に所収されている、(六) 
管理及び保護機関の箇所に「尚ホ朝鮮ニ於テハ、保護組合ヲ組織シテ、地元民ト共
ニ共同ノ保護ニ努メ且ツ融和ヲ計リツヽアリ、」と当時当主Ａが承知していたこと
だけしか書かない専用の用紙に記されている(巻末参考史料 史料-2 当主Ａ専用
用紙「造林ニ対スル方針並其ノ計画概要他」より全文掲載 )。これは当主Ａの朝鮮
での貸付造林事業の考え方を最もよく表している。造林は不可能と思われていた
朝鮮半島北部の裸山において、地元民に造林技術を伝授し、地元民と一緒に無理の
ないスピードで造林を進めていたようである。朝鮮半島南部の水田経営も地元民
とともに融和を図るのが当主Ａの朝鮮での経営の基本姿勢であった。  
 
(3) 戦後期  
転換期、縮小期は、昭和 20 年 8 月 15 日敗戦による朝鮮半島南部の田畑 1,200 町
歩の事業の放棄、昭和 23 年に農地改革により田畑計 62 町を失い、同年度末に小
作地１町歩、自作地 2 町歩の計 3 町歩の所有となった (32)。 
第 2 次世界大戦直後の昭和 21～24 年は、Ａ家が集積後植林した多くの山林の立
木が伐採期を迎え、また、戦後復興のため人工林主伐材の需要が拡大したため、人
工林主伐材が販売金額 854 万 8 千円、構成比 83％を占めている。インフレが進み、
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戦前との金額の比較には注意を要するが、年間 110～330 万円の立木販売が行われ
た (33)。 
縮小期の昭和 38～43 年の立木販売は、人工林主伐材 70％、間伐材 28％であり、
年間販売金額は昭和 42 年 620 万円を除き 900 万～1,800 万円であった (34)。この時
期は燃料革命により雑木山の価値が低下する時期であり、高度経済成長期当初、薪
炭需要が落ち込む中、Ａ家は人工林主伐材と間伐材の販売に完全に切り替えた。転
換期・縮小期における立木販売先は、朝鮮進出期や投資拡大期と異なり、同郡下仁
田町のＹｓ等の大手材木業者に加えて、下仁田町のＴｉ、Ｔｕといった地域の中堅
材木業者であった。転換期は、昭和 21 年～40 年までに 42 町歩の山林を集積して
いるが、同時に 100 町歩の山林を処分している。縮小期の昭和 40 年代からは本格
的な山林処分を開始し、平成 7 年までの 30 年間に 1,900 町歩を超える山林の処分
を行った。 
 
注及び引用文献  
(1) 額部山Ⅰの前所有者は、大正 5 年に設立されたＨｕ土地植林合名会社 (本店 北甘楽郡
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員を昭和 6～11 年、富岡町会議員を昭和 11～ 21 年、富岡町町長を昭和 21～26 年、上信
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年、696～700 頁、上信エージェンシー編『上信電鉄百年史』上信電鉄株式会社、1995 年、
250 頁、前橋地方法務局高崎支局平成 20 年 5 月 9 日発行の閉鎖登記簿謄本参照。  
(2) 福本和夫『日本の山林大地主』青銅社、 1954 年、165～166 頁  
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き揚げてまいったわけであります」『山林』 No.1018、1969 年、27～29 頁。その他渡邊
為吉「朝鮮の植林事業」『大日本山林会報』大日本山林会、393 号、1915 年、39～41 頁、
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22 年)や原市中学校 (現安中市立第 2 中学校)新設、京都の同志社大学へも多大な寄付を
した。現在安中市立第 2 中学校南門には、Ａの胸像が建っている。前掲『原市教会百年
史』310～311 頁、前掲『群馬県人名大事典』 434 頁、『群馬県百科事典』上毛新聞社、
1979 年、773 頁、安中市市史刊行委員会編『安中市史第一巻近代現代資料編 2(教育・文
化・宗教)』安中市、2000 年、385～386 頁。 
(12) 最後まで残った作業班は、下仁田町東野牧落沢地区と同町上小坂地区の 2 つの作業
班であり、東野牧落沢地区は平成 6 年 9 月まで、上小坂地区は平成 14 年 7 月までの支
払いの作業記録が残されている。群馬県Ａ家所蔵『昭和五十一年度ヨリ作業日誌東野牧
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年まで活動した。また、次男は狩猟が趣味で、安中市猟友会会長も昭和 35～50 年頃ま
で務めた。現在は次男の長男 (昭和 12 年生まれ)が家業の林業を継いでおり、赤心幼稚
園の園長も平成 3 年から 13 年まで勤めた。  
(14) 安中市市史刊行委員会編『安中市史第二巻通史編』安中市、 2003 年、718～719 頁 
(15) 萩原進『群馬縣金融史―群馬大同銀行を中心としたる―』群馬大同銀行、 1952 年、
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(21) 群馬県Ａ家所蔵「出入帳Ⅴ」参照。但し「出入帳Ⅴ」は ,現金のみの出入を記載した
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(31)  農民運動史研究会編『日本農民運動史』東洋経済新報社、 1961 年、915 頁  
(32) 安中市市史刊行委員会編『安中市史第二巻通史編』安中市、 2003 年、827 頁 
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第２章 森林経営の展開過程 
 
第１節 明治期における立木販売と育林投資 
 
1 薪炭材の販売 
 
明治期の立木販売は、前述のように薪炭用の雑木や竹販売が中心であった。本地
域は養蚕地帯のため、竹は蚕のクワくれ台用竹棚や籠、建築用資材として使用され
た。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 2-1 明治期の年度別立木販売金額と山林経費の推移  
資 料 ：群 馬 県 Ａ家 所 蔵 「山 林 出 入 帳 」、「小 作 台 帳 」、「立 木 売 上 帳 Ⅰ」、「立 木 売 上 帳 Ⅱ」、  
「山 林 原 簿 」より作 成 。  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
期区分
年度 金額 比率 金額 比率 金額 比率 金額 比率 金額 比率 金額 比率
形成期
明治29～34年
展開期
明治35～大正3年
吾妻郡進出期
大正4～8年
朝鮮進出期
大正9～昭和9年
投資拡大期
昭和10～20年
転換期
昭和21～24年
縮小期
昭和38～43年
資料：群馬県Ａ家所蔵「小作台帳」、「立木売上帳Ⅰ」、「立木売上帳Ⅱ」、「小作金・小作米」、「出納帳」、「当座帳.3」、「当座帳.4」より作成。
注１：「その他」は、ケヤキ・クリ・クワ、樹種不明、人工林主伐・間伐区別不可能のもの、風倒木等である。
　2：明治期の「形成期」、戦後期の「転換期」、「縮小期」はデータの入手できる年度のみを分析した。
100.01,461,000 1.9 53,067,000 70.0 21,228,000 28.0 ‐ ‐ ‐ ‐ 75,756,000
100.01,361,157 13.2 8,548,247 83.0 336,287 3.3 8,880 0.1 38,920 0.4 10,293,491
100.0143,669 21.1 492,662 72.2 39,754 5.8 462 0.1 5,572 0.8 682,119
100.0119,372 45.2 98,882 37.4 40,054 15.2 3,243 1.2 2,509 1.0 264,060
100.052,282 68.8 20,773 27.3 127 0.2 2,366 3.1 411 0.5 75,959
100.015,830 85.2 1,484 8.0 4 0.0 940 5.1 324 1.7 18,582
100.030 25.9 ‐ ‐ ‐ ‐ 86 74.1 ‐ ‐ 116
表2-1　各期別の立木の販売比較
単位：円、％
　雑木（薪炭材） 人工林主伐材 人工林間伐材 竹 その他 計
明
治
期
戦
前
期
大
正
・
昭
和
戦
後
期
0
500
1,000
1,500
2,000
2,500
3,000
3,500
4,000
4,500
明
29 30 31 32 33 34 35 36 37 38 39 40 41 42 43 44 45 大
2 3
雑木販売金額
人工林間伐材販売金額
人工林主伐材販売金額
山林経費
単位：円
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明治期は 40 年代より雑木が主に販売され、大正期に人工林の間伐が始まり、昭
和戦前期に人工林の主伐材が中心に販売された。一方山林経費は、明治期には立木
販売金額を上回る年も多かった。しかし、明治 45 年以降大正・昭和戦前期は、昭
和 18 年を除き山林経費は、常に立木販売金額を下回っていた。  
立木販売は、図 2-1 と図 2-2、表 2-1 に示すように明治末期から増加した。人工
林主伐材の販売は、明治 38 年 118 円（構成比 26％）、40 年 145 円（12％）であっ
た。昭和 14 年に 12 万円と戦前期のピークを迎え、ピーク時には人工林主伐材が
82％、雑木 18％であった。昭和 8 年から立木販売の 70～80％を人工林主伐材が占
めるようになる。形成期、展開期は、地元製炭農民や一部の事業製炭者への雑木の
販売が中心であった (1)。 
時期区分別に立木販売の比較を検討してみると、表 2-1 に示すように形成期で
は竹 74％、雑木 26％、展開期は雑木 85％、人工林主伐材 8％と明治期の立木販売
は、竹や製炭用の雑木が販売された。明治期はスギ、ヒノキの販売できる人工林立
木がほとんどなかったと推測できる。明治期の拡大期から戦後期の縮小期までの
全期間を通じたＡ家の森林経営の特徴として、補助金や固定資産税免除の有利性
を考慮し、山林集積後直ちに普通林を保安林に指定し、人工林植林は将来の主伐・
間伐時に搬出費があまりかからず、土壌が植林に適した場所のみ植栽し、その他は
雑木のままにした。 
 
2 育林投資の展開 
 
山林経費は、表 2-2 が示すように明治 38 年から苗木代、下刈り等の保育費が 100
円を超え、苗木代は明治 45 年に 1,800 円とピークとなる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
単位：円
時期 下刈等 旅費 その
区分 保育 等 他
明治29年 49 ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ 49
30 17 ‐ 15 104 60 ‐ 196
31 9 ‐ ‐ ‐ 50 ‐ 59
32 5 ‐ ‐ 19 10 21 55
33 83 ‐ ‐ ‐ 10 14 107
34 34 15 ‐ ‐ 10 20 79
35 72 13 ‐ 94 10 26 215
36 ‐ ‐ ‐ 46 10 ‐ 56
37 ‐ ‐ 33 40 15 ‐ 88
38 100 ‐ 57 102 60 ‐ 318
39 94 2 48 204 40 2 390
40 203 ‐ ‐ 229 40 23 495
41 384 ‐ 108 262 45 ‐ 799
42 660 ‐ 212 521 50 ‐ 1,443
43 872 ‐ ‐ 1,168 52 5 2,097
44 617 3 40 894 77 30 1,660
45 1,775 ‐ 20 1,452 57 ‐ 3,304
大正2年 506 3 2 1,082 73 8 1,674
3 753 ‐ 171 2,306 ‐ 16 3,246
資料：群馬県Ａ家所蔵「山林出入帳」より作成。
注1：「運賃」は、山行き苗木を植付地まで運ぶ経費である。
　 2：「旅費等」は、山林巡視のA家従業員の費用である。
   3：「その他」は、食料費、山林会費、現地山林内での製材費用・運賃、見舞金、
　　　佐藤竹三郎の給料、山林砂防工事人夫代金、林道費等である。
年度 苗木 運賃 植付 計
表2-2　明治期の森林経費明細 (明治29～大正3年)
形
成
期
展
開
期
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形成期は、太物商の利益、地主経営の小作金、展開期の太物商の利益、貸金利息、
地主経営の小作金、小作米販売金、株式配当金、クワ販売金等により、明治 40 年
前後から薪炭材を販売した青倉山や明治 40 年代に取得した西牧村や小坂村の山林
で育林投資を本格化させた。 
明治期の山林の造林の例として北甘楽郡青倉山をみると、地元の農民を造林作
業に雇用し、Ａ家の番頭が見廻りを行った (2）。苗木は居村の碓氷郡内の苗木屋から
入手し、青倉山の入口まで運搬し、人の背や馬で植林地まで運んだ (3)。青倉山では、
地元農民を雇用し、山林内の雑木を使用し、製炭も行った。作業人夫が山林内で宿
泊し、作業を何日か連続で行うため、食料も支給した (4)。炭焼き用に立木を伐採し、
地元製炭農民と一部事業製炭者へ雑木を売却し、地元農民を雇用し造林を進めた。 
 
 
第２節 大正・昭和戦前期における金融投資と森林経営 
 
1 金融投資の拡大と朝鮮開発収入の運用 
 
(1) 吾妻郡進出期 
立木販売金額は吾妻郡進出期の大正 4 年から増加し、第１次世界大戦が終結し
た大正 7 年に 3 万 6 千円となった。同年の立木代の内訳は雑木 60％、人工林主伐
材 35％であった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 2-2 大正・昭和戦前期の年度別立木販売金額と山林経費の推移  
      資 料：群馬 県 Ａ家 所 蔵「山 林 出 入 帳」、「仕 訳 帳」、「元 帳Ⅱ」、「小 作 台 帳」、「立 木 売 上Ⅰ」、  
「立木 売 上 帳Ⅱ」、「小 作 金・小 作 米」、「山 林原 簿」より作 成。  
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最初は雑木販売が主体である。大正・昭和戦前期の吾妻郡進出期は雑木 69％、
人工林主伐材 27％、朝鮮進出期は雑木 45％、人工林主伐材 37％、人工林間伐材
15％と徐々に製炭用雑木販売が減少し、スギ、ヒノキの人工林主伐材が増えて来て、
Ａ家の植林した人工林の間伐も朝鮮進出期に始まった。 
吾妻郡進出期において、Ａ家は大正 5 年に第 3 章で詳説する群馬県北東部の吾
妻郡の元衆議院議員Ｓi(文久 3～大正 7 年)が所有した旧太田村ユーシン山など 90
町歩、大正 6、8 年に水力発電所建設に私財を投じたＩt(明治 6～大正 10 年)、県
会議員Ｋo(明治 12～昭和 3 年)、埼玉県大宮町の甘藷、肥料、製茶の仲買販売業の
Ｓn(安政 4～昭和 6 年)より取得した旧坂上村水無、朝碓宿山 590 町歩などをこの
期に合計 950 町歩集積した。 
これらの資金は、農地地主経営の小作金、小作米販売金、太物店の収益、貸金業
の利息収入などが充てられた。当時の所有有価証券は、大正時代の総勘定元帳等の
家計全体の資産や経営状況が判明する経営帳簿が存在しないため確定的なことは
言えないが、前掲表 1-8 の明治 42 年 1 月の財産目録より推測すると、明治 39 年
の鉄道国有化法により日本鉄道株式は所有しない。しかし、日露戦争のための軍事
国債、農工銀行債券、勧業銀行債券、原市銀行、三十九銀行などの地元銀行株、組
合製糸碓氷社株、地元の電気会社の西毛電気株式会社株などを所有していたと考
えられる。これらの有価証券の投資資金も農地地主収入、太物店や貸金業の収益、
株式配当金が充てられた。 
 
(2) 朝鮮進出期 
大正中期から人工林主伐材（大正 7 年 35％、10 年 66％、12 年 63％）と間伐材
（大正 7 年 4％、10 年 2％、12 年 11％）の立木販売が始まる。 
大正 8 年から間伐材も増え、戦後恐慌時の大正 9 年には 4 千円(35％)になった。
大正 12～昭和 8 年に間伐が進み、これらの間伐林分が戦後の人工林主伐に結びつ
いた。大正 12 年は関東大震災の復興建築材需要が伸びたことを背景に人工林主伐
材が販売され、立木販売額も 4 万 5 千円になった。昭和 5 年より昭和恐慌に襲わ
れ、Ａ家もその影響から前年の立木販売 1 万 8 千円より 9 千円に急落し、人工林
主伐材は前年の 2 千円から 521 円に減少した。 
朝鮮進出期末期の販売先は、北甘楽郡富岡町（現富岡市）の材木業者Ｎｇであり、
投資拡大期の主伐材の販売先は、大手業者は高崎市の材木業者Ｎｍ、同郡下仁田町
の材木業者Ｙｓで、その他は山林周辺の小規模な材木業者、雑木は地元製炭農民や
一部の事業製炭者が対象であった。 
 
(3) 投資拡大期 
800 町歩以上の国内山林の購入資金は、朝鮮からの戻入金と株式売却金、立木販
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売による収入が充当された。昭和 10 年代の国内集積山林 800 町歩の名義と所在地
は、当主Ａの長男名義（吾妻郡坂上村 62 町歩・栃木県飛駒村 11 町歩）、次男名義
（吾妻郡坂上村 49 町歩、群馬郡室田町 251 町歩）、三男名義（多野郡日野村 296 町
歩）及びＡ会社名義（北甘楽郡額部村 82 町歩）に分割された。次男名義の群馬郡
室田町榛名山御料地や三男名義の多野郡日野村御荷鉾山（カラマツ植林地 5 箇所
24 町歩を除き）は、集積時は全山ほぼ雑木山だった。  
大正・昭和戦前期のＡ家の海外への金融投資についてみよう。日本人経営企業の
外地進出は、満州鉄道株式会社、日本窒素肥料株式会社、満州重工業開発株式会社、
東洋拓殖株式会社、台湾拓殖株式会社等がコアになる国策会社であった。Ａ家も大
正・昭和戦前期に満州重工業開発株式会社への株式投資がみられ、昭和 13 年に配
当金が 6 月と 12 月に各々9 円の入金がある。Ａ家が大正中期に進出した直轄植民
地朝鮮は、明治 43 年 8 月韓国併合後朝鮮総督府の統治が進んだ。日中戦争期に朝
鮮鉱山投資は拡大を続け、戦時工業化が推進された。それに伴い多数の法人が設立
され、日本政府出資の朝鮮銀行、朝鮮殖産銀行等もあった。  
Ａ家が大正中期に進出した直轄植民地朝鮮の植民地企業投資は、朝鮮林業開発
株式会社 (5)と朝鮮興行株式会社 (6)の 2 社で、配当金をみると朝鮮林業開発株式会社
は、昭和 17 年 864 円、18 年 4 千円、19 年 6 千円、20 年 1 万 1 千円で、最初はＡ
農林合名会社だけが株主であったが、20 年には当主Ａの家族全員が株主になった。
昭和 20 年のこの会社の持ち株状況は、Ａ農林合名会社 3,000 株、当主Ａ8,000 株、
長男Ｒｙ1,000 株、次男 300 株、三男 200 株、三女から七女まで各々100 株であっ
た。朝鮮興行株式会社は、当主Ａのみが 100 株の株主で昭和 17 年 616 円、18 年
616 円、19 年 496 円、20 年配当金無しであった (7)。 
しかし、これらも昭和 20 年 8 月 15 日の敗戦により、連合国総司令部覚書によ
り外地企業は閉鎖指令が出され清算処理され、Ａ家の植民地企業への金融投資は、
北朝鮮の貸付造林事業、南朝鮮の水田経営事業と共に失敗に終わった (8)。 
 
2 人工林主伐の拡大と山林集積 
 
吾妻郡進出期、朝鮮進出期に比べ、投資拡大期では、人工林主伐材販売金額が 7
割以上を占め、形成期や展開期に比べ人工林の立木販売が大きなウェートを占め
た（前掲表 2-1）。吾妻郡進出期、朝鮮進出期、投資拡大期の立木販売の主な事例
を表 2-3 に示した。吾妻郡進出期の大正 7 年（販売金額の構成比人工林主伐材 35％、
人工林間伐材 4％、雑木 61％）の事例で、番号 1、2 の人工林主伐は、Ａ家居村の
碓氷郡内の山林である。北甘楽郡の西牧村や小坂村が取得される以前の明治 37、
38 年に当主Ａの先代の生前中に入手されたものである。この人工林主伐材の販売
先は、山林近隣の小規模材木商であった。この年の立木販売金額の 61％を占める
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雑木販売の例は、番号 3 の北甘楽郡青倉村（明治 29 年取得）と番号 4 の吾妻郡坂
上村（大正 5 年取得）がある。 
朝鮮進出期昭和 6 年の事例は、人工林主伐材が立木販売金額の 50％、間伐材が
13％、雑木が 37％に変化し、次の投資拡大期への過渡期となる。人工林主伐事例
は、番号 5 のスギ主伐の吾妻郡中之条町（大正 5 年取得）と、番号 6 スギ主伐の北
甘楽郡小坂村内の 2 箇所（明治 41 年、大正 5 年）である。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
伐採林齢が 30～40 年生であり、主伐林齢が比較的低い。また、大正 7 年の事例
と違い、高崎のＮｍや北甘楽郡富岡町のＮｇといった大規模木材商へ販売されて
いることも特徴である。番号 7 は北甘楽郡小坂村内のスギ間伐の事例であり、この
時期にＡ家の所有山林において間伐が進み、戦後の人工林主伐に結びついた。番号
8 の長野県軽井沢町（明治 43 年取得）は、カラマツ間伐が行われ、碓氷郡内の間
伐を行う小規模木材商へ販売された。  
投資拡大期の昭和 14 年には、人工林主伐材が販売金額構成比の 82％を占め販売
の中心になり、人工林間伐材は構成比１％、雑木材は構成比 17％である。人工林
主伐の事例は、番号 9 と 10 の吾妻郡太田村（大正 5 年取得）で販売金額は合計 2
件で 1 万 2 千円、伐採林齢 40～50 年生であり、双方とも高崎の大木材商Ｎｍが販
売先である。番号 11 は下仁田町の大手業者Ｙｓへ北甘楽郡小坂村(明治 42 年取得)
の山林をスギ・カラマツの主伐 7 千円で売却した。Ａ家の戦前戦中の主伐は、購入
時の前所有者が植栽した人工林のスギ・ヒノキを伐採するのが通常であった。しか
し、番号 12 の昭和 14 年北甘楽郡小坂村の事例は、Ａ家が自ら植栽した立木を自
ら主伐した特別な事例である。Ａ家が取得後明治 44、大正元年に植林し、28 年経
過したスギを短伐期で主伐することにし、1 万 7 千円で富岡町の材木商Ｎｇへ立木
を売却した。これは例外的事例であり、大正期と昭和初期の吾妻郡進出期、朝鮮進
出期と昭和 10 年代の投資拡大期を通じ人工林主伐は、明治末期から大正期初期に
単位：年、年生、円
時期 伐採方法 伐採 販売
区分 ・樹種 林齢 金額
1 　スギ主伐 不明 　碓氷郡九十九村  明治37 1,350 　森林近隣材木商Ni
2 　スギ主伐 不明 　同郡細野村  同38 2,050 　森林近隣材木商Ki
3 　雑木 不明 　北甘楽郡青倉村  同29 4,000 　事業製炭者
4 　雑木 不明 　吾妻郡坂上村  大正5 2,900 　事業製炭者
5 　スギ主伐 40 　吾妻郡中之条町  大正5 3,000 　高崎市材木商Nm
6 　スギ主伐 28～32 　北甘楽郡小坂村  明治41、大正5 1,275 　富岡町材木商Ng
7 　スギ間伐 不明 　同上  不明 90 　富岡町材木商Ng
8 　カラマツ間伐 不明 　長野県軽井沢町  明治43 435 　安中町周辺材木商Su
9 　スギ主伐 32～48 　吾妻郡太田村  大正5 5,950 　高崎市材木商Nm
10 　スギ主伐 38～39 　同上  大正5 5,550 　高崎市材木商Nm
11 　スギ･カラマツ主伐 不明 　北甘楽郡小坂村  明治42 6,800 　下仁田町材木商Ys
12 　スギ主伐 28 　同上  明治43 17,000 　富岡町材木商Ng
資料：群馬県Ａ家所蔵「小作台帳」、「立木売上帳Ⅰ」、「立木売上帳Ⅱ」、「山林原簿」より作成。
注1：図2-2において突出した販売金額を示す大正７年・昭和14年や、昭和期一桁代事例の昭和6年の事例を表2-3に示した。
   2：雑木に関しては、地元製炭農民への販売事例が多いが、金額の大きい事業製炭者への販売事例を示した。
大正7
昭和6
昭和14
表2-3　大正・昭和戦前期の立木販売の主な事例
販売年 番号 所在町村 取得年 販売先
進
出
期
吾
妻
郡
進
出
期
朝
鮮
拡
大
期
投
資
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入手した前所有者が植林した立木を販売したものであった。 
投資拡大期は吾妻郡進出期、朝鮮進出期に比べて、人工林主伐金額が大きいこと
も特色である。投資拡大期は遂に人工林主伐材 72％、雑木 21％と人工林主伐材が
雑木の販売金額の 3 倍以上を占めるようになった。これは明治末から大正初期に
かけて集積した山林の前所有者の植林した立木が伐採期に入り、昭和 14 年に 12 万
円と戦前期のピークを迎え、人工林主伐材が 82％、雑木 18％であった。昭和 8 年
から立木販売の 70～80％を人工林主伐材が占めるようになる。  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
保育への投資は、表 2-4 に示すように吾妻進出期の大正 7 年には苗木代が 4 千
円、下刈り等保育費も 2 千円で、同年は山林経費計 7 千円であり、意欲的な森林経
営がみられた。朝鮮進出期は、Ａ家の資金は朝鮮半島への投資に充てられていたが、
下刈り保育費 1 千～3 千円あり、年度ごとに山林経費の合計は 1 千～5 千円と違う
が、国内所有山林への森林造成事業へも資金は投資されていた。日中戦争、第 2 次
単位：円
時期 下刈等 旅費 森林 その
区分 保育 等 組合 他
大正4年 ‐ ‐ 84 1,655 15 ‐ 34 1,788
5 53 1 638 1,417 105 ‐ 33 2,246
6 700 1 505 1,414 35 ‐ 9 2,663
7 3,643 115 409 2,330 80 ‐ 221 6,798
8 1,316 43 940 1,926 17 ‐ ‐ 4,242
9 1,392 16 36 1,087 110 ‐ 133 2,774
10 147 9 171 998 243 ‐ 131 1,699
11 627 98 426 1,008 175 ‐ 9 2,343
12 1,019 44 181 1,330 139 ‐ 161 2,875
13 1,051 48 483 1,491 126 ‐ 140 3,338
14 795 19 12 1,845 119 ‐ 346 3,137
15 795 55 414 2,832 275 ‐ 156 4,527
昭和2 ‐ ‐ ‐ 122 16 ‐ ‐ 138
3 326 23 798 2,559 238 ‐ 679 4,624
4 639 37 784 1,160 177 ‐ 472 3,270
5 385 2 43 629 111 ‐ 290 1,458
6 408 10 73 378 61 ‐ 48 978
7 177 22 108 621 183 ‐ 289 1,401
8 258 82 338 1,635 94 ‐ 7 2,415
9 487 2 20 686 23 ‐ 69 1,287
10 507 4 24 1,150 104 ‐ 27 1,816
11 2,254 22 297 846 115 ‐ 254 3,788
12 1,896 15 403 1,220 162 ‐ 3,061 6,758
13 3,578 19 966 2,490 208 ‐ 110 7,371
14 8,973 ‐ 1,638 3,688 367 41 206 14,914
15 5,063 50 2,403 6,822 210 ‐ 400 14,948
16 5,320 48 2,496 7,718 279 141 281 16,284
17 4,817 40 2,738 12,805 186 1,799 1,638 24,023
18 5,230 565 1,466 12,794 42 2,041 14,809 36,947
19 1,482 345 79 4,953 ‐ 152 24 7,035
20 746 211 413 2,677 ‐ 594 ‐ 4,641
資料：群馬県Ａ家所蔵「山林出入帳」、「仕訳帳」、「元帳Ⅱ」より作成。
注1：昭和2年は、同年1月12日から4月2日までのデータである。
　 2：「運賃」、「旅費等」、「その他」は、表2-2と同様である。
　 3: 森林組合は、賦課金と立木販売手数料と考えられる。
表2-4　大正・昭和戦前期の山林経費明細(大正4～昭和20年)
年度 苗木 運賃 植付 計
吾
妻
進
出
期
朝
鮮
進
出
期
投
資
拡
大
期
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世界大戦中の投資拡大期における国内山林再集積時も、山林集積ばかりか造林事
業投資も盛んであり、昭和 14～18 年には各年度の山林経費には 1 万 5 千～3 万 7
千円が投下された。Ａ家は、明治期の展開期から大正・昭和戦前期中のほぼ全ての
期間、間断なく森林造成事業は継続されていた。  
 
 
 
大正・昭和戦前期の投資拡大期の主な人工林主伐を示したのが表 2-5 である。大
正・昭和戦前期の年度別立木販売金額が人工林主伐販売代金の伸びにより増加し
た昭和 10、12、14、16 年をみると、碓氷郡坂本山Ⅰ、吾妻郡太田山、北甘楽郡小
坂山Ⅰが主伐対象であることが明らかになる。昭和 12 年は軽井沢山カラマツ 1 件
4 万 2 千円、16 年は碓氷郡後閑山スギ 3 件 3 万 7 千円が金額的には 1 位になって
いる。 
販売先は表 2-6 に示すように高崎市のＮｍ  (9)、北甘楽郡下仁田町Ｙｓ、碓氷郡
安中町のＮｕが大口の販売先になっているが、Ａ家と親類関係でもある高崎市の
大手材木業者Ｎｍが 44 件、27 万 9 千円とずば抜けて多い。北甘楽郡富岡町の大手
単位：件、円
年度 場所 件数 樹種 金額
 坂本山Ⅰ 4 スギ 24,285
 太田山 3 スギ 14,450
 小坂山Ⅰ 4 スギ 6,854
 太田山 2 スギ 13,280
 坂本山Ⅰ 4 スギ 10,210
 軽井沢山 1 カラマツ 42,000
 太田山 1 スギ 12,745
 小坂山Ⅰ 2 スギ 9,425
 太田山 3 スギ 15,800
 東村山 1 スギ、マツ 8,000
 坂本山Ⅰ 1 スギ 4,420
 上野入日向山 1 スギ 4,215
 小坂山Ⅰ 3 スギ、カラマツ　(一部) 28,300
 坂本山Ⅰ 7 スギ 16,830
 軽井沢山 1 カラマツ 12,000
 額部山Ⅰ 1 スギ 10,300
 太田山 1 スギ 8,650
 軽井沢山 2 カラマツ 19,300
 上野入日向山 1 スギ 15,400
 西野牧山 1 スギ 9,100
 後閑山 3 スギ 36,520
 太田山 5 スギ 19,170
 小坂山Ⅰ 2 スギ 8,400
 坂本山Ⅰ 3 スギ 8,200
 上野入日向山 1 スギ 7,050
 坂本山Ⅰ 3 スギ 27,600
 額部山Ⅰ 1 スギ 5,000
 小坂山Ⅰ 1 スギ 2,900
18  額部山Ⅰ 1 スギ 6,150
 太田山 1 スギ 11,200
 不明 1 スギ 3,500
 額部山Ⅰ 1 スギ 1,000
 不明 1 スギ 25,217
 坂上山Ⅰ 1 スギ、ヒノキ、カラマツ 18,800
 坂本山Ⅰ 1 スギ 1,842
 南野牧山 1 スギ 1,218
資料：Ａ家所蔵[立木売上帳Ⅱ」、「小作金・小作米」、「山林原簿」より作成。
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表2-5　投資拡大期の主な人工林主伐の場所、樹種、金額
昭和10
11
12
13
14
15
16
17
19
45 
 
材木業者Ｎｇは、投資拡大期は第 6 位であるが、表 2-7 に示すように朝鮮拡大期
末期には、投資拡大期以上にＮｇの出身地の小坂山Ⅰを中心に件数と金額も多く、
スギ主伐の立木販売先となる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
木材統制法が昭和 16 年に施行され、木材統制が行われ、中央の日本木材株式会
社(以下、日木社)や地方木材株式会社(以下、地木社)の全国的な機構整備がなされ
た。地木社設立は群馬県でも時間を必要とし、経過的措置として昭和 17 年に 3 つ
の中核体会社が成立して、西部地域では表 2-8 のＳｍ会社(本店高崎市、資本金 300
万円)が設立された (10)。ＮｕとＮａは、木材統制中も素材生産業者として今までの
実績から活動することを許可されていたと考える。  
昭和 19 年、20 年になると素材生産分野に労働力の調達に有利性を持つ森林組合
が、Ａ家の人工林主伐においても販売先になっていた (11)。昭和 18 年 10 月に木材
統制整備要綱の次官通牒が出て、翌年 4 月より群馬県でも中核体会社が統合され
群馬県地木社(本店前橋市、資本金 600 万円)ができた (12)。第 2 次世界大戦終了直
前の 20 年 7 月の人工林販売先は、表 2-8 に示すように中核体会社や森林組合でな
く群馬県地木社である。 
 
単位：円
年度 樹種 森林名 金 額 備　考
スギ主伐 　南野牧山 205  字西中丸
スギ主伐 　小坂山Ⅰ 2,415  大字東野牧字落沢
スギ主伐 　西野牧山 885  字高石
スギ主伐 　小坂山Ⅰ 975  大字東野牧字小助沢
スギ主伐 　小坂山Ⅰ 995  大字東野牧字小助沢
スギ主伐 　小坂山Ⅰ 225  大字上小坂字杉ノ木
スギ主伐 　南野牧山 3,500  字横畑、西高畑、ウトロ、天神平、関口
スギ主伐 　小坂山Ⅰ 2,877  大字東野牧字東小助沢、切目沢
スギ主伐 　坂本山Ⅰ 2,560  碓氷郡坂本町字大林
9 スギ主伐 　後閑山 2,150  碓氷郡後閑村字長源寺
資料：Ａ家所蔵「立木売上帳Ⅱ」、「山林原簿」より作成。
表2-7　朝鮮進出期の富岡町Ｎｇへの販売状況
昭和7年
8
単位：件、円
順位 販売先 販売先住所 件数 金　額
1  Ｎｍ 高崎市 44 279,179
2  Ｙｓ 北甘楽郡下仁田町 13 48,150
3  Ｎｕ 碓氷郡安中町 14 35,915
4  Ｓｍ会社 高崎市 2 28,750
5  Ｓｚ 不明 3 21,820
6  Ｎｇ 北甘楽郡富岡町 2 17,038
7  Ｉ ｋ 同郡下仁田町 7 11,050
資料：Ａ家所蔵「立木売上帳Ⅱ」、「小作金・小作米」、「山林原簿」より作成。
表2-6　投資拡大期の販売先
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以上、戦時中の人工林販売山林と販売先をみたが、立木の譲渡を強制され、立木
価格が指定された供木は、3,000 町歩近くの所有山を持つＡ家一族としては少なく、
大径木の大部分が温存された。これが戦後の農地改革を経て、小作金・小作米販売
収入を失った農地地主と違い、大径木の立木がある山林を大面積保有する大規模
森林経営のＡ家を特色付けた。 
 
 
第３節 戦後における経営展開と山林処分 
 
１ 転換期における人工林主伐と山林経費 
 
Ａ家は、後掲表 2-16 に示すように山林原野を昭和 20 年代に 188 筆、80 町歩、
30 年代に 57 筆、18 町歩を処分した。昭和 20 年代のうち面積的に大きいものを挙
げると、昭和 23 年の多野郡上野村 6 筆、10 町歩、同年北甘楽郡額部村 17 筆、4 町
歩、昭和 26 年の碓氷郡後閑村の 2 筆、11 町歩がある。売却先はいずれも地元住民
と考えてよい。 
昭和 30 年代は、同 35 年の碓氷郡坂本町の 3 筆、4 町歩が高崎のＩ工業株式会社
へ売却され、同 39 年に北甘楽郡額部村（現富岡市）の 9 筆、5 町歩が地元住民へ
売却された。しかし、次に述べる昭和 41 年以降の処分に比べ、その規模は小さい。 
雑木販売金額は、戦前戦中の吾妻郡進出期、朝鮮進出期や投資拡大期にはそれぞ
れ 69％、45％、21％を占めていたが、第 2 次世界大戦後の転換期には大幅に減少
し 13％になり、昭和 20 年代前半には人工林主伐材が 83％に達した。戦後復興で
木材需要が拡大し、人工林主伐が中心になった(前掲表 2-1 参照)。 
単位：円
販売年月 販売先 所在場所 樹種 金額 備　考
昭和17年1月 Ｎｕ 小坂山Ⅰ スギ 2,900 大字上小坂字新井
17年3月 Ｙｓ 坂本山Ⅰ スギ 3,600 大字原字赤土
17年3月 Ｙｓ 坂本山Ⅰ スギ 1,400 大字原字赤松沢
17年3月 Ｙｓ 額部山Ⅰ スギ 5,000 大字野上
17年9月 Ｓｍ会社 坂本山Ⅰ スギ 22,600 大字原字三石
18年5月 Ｓｍ会社 額部山Ⅰ スギ 6,150 大字野上字瀬早
19年1月 太田村森林組合 太田山 スギ 11,200 字ユーシン他
19年4月 Ｎｕ 不明 スギ 3,500
19年12月 Ｎａ 額部山Ⅰ スギ 1,000 大字野上字宮城
20年3月 坂本町森林組合 坂本山Ⅰ スギ 1,842
20年5月 西牧村森林組合 不明 スギ 25,217
20年7月 坂上村森林組合 坂本山Ⅰ スギ他 18,800 大字大戸字大久保
20年7月 群馬県地木社 南野牧山Ⅰ スギ 1,218 西牧村字天神平
資料：Ａ家所蔵「立木売上帳Ⅱ」、「小作金・小作米」、「山林原簿」、桑田治『日本木材統制史』より作成。
注：Ｓｍ会社は中核体会社、ＮｕとＮａは素材生産業者。
表2-8　戦時中の木材統制時の人工林主伐
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第 2 次世界大戦直後の昭和 21～24 年は表 2-9 で示したように、小坂山Ⅰ(本家
保有)やＡ会社保有の額部山Ⅰの山林が伐採された。終戦直後の昭和 21～24 年の
人工林主伐の場所と件数、金額は、第 1 位は、北甘楽郡小坂山で 21 件、268 万円
である。続いてＡ会社保有の同郡の額部山の 14 件、82 万 6 千円である。現在の額
部山は、現地調査や森林簿の上からも戦後の植え付けであるが、上記データからも
大部分が拡大造林でなく再造林されたと考えてよい。同郡西牧村に関しては、南野
牧山、西野牧山、上野入日向山の 3 つの山林があるが、この 3 箇所を合計すれば
17 件、130 万 3 千円で小坂山に次いで 2 位になる。これから明らかになことは、戦
後直後の人工林主伐の大部分は、北甘楽郡の当時の富岡町、下仁田町周辺であった
ことである。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
戦後昭和 21～24 年の人工林主伐材の販売先の第 1 位は、表 2-10 に示したよう
に戦前と違い高崎のＮｍより、地元下仁田町のＴｉ (13)で 111 万 6 千円、2 位がＴｕ
で 98 万 2 千円である。大正・昭和戦前期に比べ、数多くの購入者が参加している
ことも特徴である。4 位のＨｙは 2 件の立木販売が符牒で記されており解読不能で
単位：件、円
順位 森林名 件数 金額 備考(主要伐採森林等)
1  小坂山Ⅰ 21 2,679,588   大字東野牧字岡澤
2  額部山Ⅰ 14 825,600   大字野上字日向小原
3  南野牧山 9 649,340   字境、西花
4  西野牧山 3 411,500   字和田、大久保
5  坂上山Ⅰ・Ⅱ・Ⅲ 6 248,500   大字大戸字大久保
6  上野入日向山 5 242,000   1件暗号のため金額不明
7  太田山 2 135,700   大字小泉字前山
8  坂本山Ⅰ・Ⅲ 2 86,000   1件当主Ａの次女の婿の森林有り
9  日野山Ⅰ 3 72,525   字大平、Ａ・Ｎ・Ｙ家の共有森林
10  細野山Ⅱ 2 72,500   三男家の森林
資料：群馬県Ａ家所蔵「小作金・小作米」より作成。
注：昭和21～24年のテータである。
表2-9　終戦直後の主な人工林主伐
単位：件数、円
順位 販売先 件数 金額 主要主伐山林 主要主伐森林詳細
1 Ｔｉ 5 1,116,000  小坂山Ⅰ  大字東野牧字岡澤、大字中小坂字赤根沢
2 Ｔｕ 7 982,388  小坂山Ⅰ  大字東野牧字西小助澤、大字上小坂字臼久保
3 Ｙｓ 5 541,500  小坂山Ⅰ  大字上小坂字中之岳、同字向
4 Ｈｙ 5 397,000  西野牧山  西牧村字大久保
5 Ｔｍ 4 348,725  額部山Ⅰ  大字野上字笛取、高崎のＮｍの関連会社
6 Ｙｋ 2 299,500  額部山Ⅰ  大字野上字日向小原
7 Ｏｓ 1 280,000  西野牧山  西牧村字和田
8 Ｏｄ 1 215,000  額部山Ⅰ  大字野上字日向小原
9 Ｓｚ 4 210,500  坂上山Ⅰ  大字大戸字大久保　俗称女石
10 Ｉｋ 2 164,800  小坂山Ⅰ  大字上小坂字松倉
資料：群馬県Ａ家所蔵「小作金・小作米」より作成。
注：昭和21～24年のデータである。
表2-10　終戦直後の人工林主伐材の販売先
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あるが、金額が判明すれば 1 位か 2 位になる。高崎市のＮｍが昭和 21 年に吾妻郡
太田山の 1 件、3 万 6 千円、富岡市のＮｇが昭和 22 年に主伐場所は不明であるが
1 件、1 万 9 千円で戦前の投資拡大期とは状況が違う。しかし、販売先 5 位のＴｍ
は、高崎市のＮｍの関連会社と考えられる。大正・昭和戦前期のＹｓも含め、戦後
直後は下仁田町内の材木業者Ｔｉ、Ｔｕ、Ｈｙ等を中心に人工林主伐のため、販売
された。 
 
 
 
 
 
 
 
 
昭和 20 年代の山林経費明細を表 2-11 からみると、昭和 21～22 年は低調だが昭
和 23 年より積極的な植林、保育事業を行っている。昭和 23 年は苗木代金 12 万円
のみが支出され、運賃植え付け下刈等保育に該当する支出がない。これは拡大造林
の際、1 年目のみ地元製炭農民に雑木立木代金は無償にするのと引き換えに植林と
下刈りを行ってもらう約束をしていたとみてよい (14)。 
 
２ 縮小期における森林経営 
 
戦後転換期末期から縮小期初期の立木の人工林主伐場所を明らかにしたのが、
表 2-12 である。転換期末期の昭和 38～40 年は、第 1 位下仁田町大字下小坂の森
沢山で、樹種はスギ、ヒノキ 4 件、798 万円である。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
第 2 位は同じく下仁田町小坂山Ⅰであり、樹種は主にスギであり、大字上小坂字
松倉、番田川、三本木、大字東野牧上落澤等で 15 件 584 万 3 千円、第 3 位吾妻郡
単位：件、円
順位 森林名 件数 金　額 順位 森林名 件数 金　額
1 森沢山 4 7,980,000 1 栃木県飛駒山 9 8,325,000
2 小坂山Ⅰ 15 5,843,000 2 森沢山 2 5,200,000
3 坂上山Ⅰ、Ⅱ 7 4,975,000 3 軽井沢山 3 2,100,000
4 太田山 7 3,621,000 4 西野牧山 1 1,800,000
5 栃木県飛駒山 5 2,160,000 5 小坂山Ⅰ 9 1,745,200
6 西野牧山 5 2,080,000 6 坂上山Ⅰ、Ⅱ 3 1,635,000
7 額部山Ⅰ 4 1,763,000 7 坂本山Ⅰ 6 1,268,348
8 坂本山Ⅰ 4 1,485,456 8 上野入日向山 3 1,145,000
- - - - 9 太田山 4 1,032,200
資料：群馬県Ａ家所蔵「当座帳No．3」、「当座帳No．4」より作成。
注：販売金額が100万円以上を記載した。
表2-12　昭和40年前後の主要人工林主伐
昭和38～40年 昭和41～43年
単位：円
年次 苗木 運賃 植付 下刈等保育 旅費 その他 計
昭和21年 3,406 145 3,189 42,327 217 23,194 72,478
22 5,643 1,152 21,996 64,491 ‐ 21,880 115,162
23 119,554 ‐ ‐ ‐ ‐ 79,041 198,595
24 213,517 1,420 132,560 99,894 ‐ 26,039 473,430
25 108,961 ‐ 147,316 172,595 ‐ 6,973 435,845
26 110,087 7,087 39,216 302,858 ‐ 13,230 472,478
資料：群馬県Ａ家所蔵『元帳Ⅱ』、『出納帳』より作成。
注：「運賃」、「旅費等」、「その他」は表2-2、表2-4と同様である。
表2-11　転換期の山林経費明細
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坂上山Ⅰ、Ⅱで樹種スギ、カラマツで、場所的には当主Ａの長男 5 代目当主・Ｒｙ
名義で投資拡大期の昭和 10 年取得の大字本宿字六郎平等 7 件 497 万 5 千円であ
る。 
縮小期初期(昭和 41～43 年)においては、同表が示すように第 1 位がスギ、ヒノ
キを販売した栃木県安蘇郡飛駒山(現在の佐野市)である。この山林は、投資拡大期
の昭和 12 年に地元Ｎ( 生没年不詳)と取得した共有山林で、各持分 1/2 の全体面
積 23 町歩である。この山林も居村から遠距離であることと、地元において購入希
望者が出てきたため、昭和 47 年から 56 年にかけて 6 回にわけて処分された。 
立木の伐採時の林齢が 42～43 年生であるから、大正末から昭和初期に植林され
たと考えられ、販売件数 9 件、832 万 5 千円である。第 2 位が下仁田町大字下小坂
のスギ、ヒノキ、アカマツを販売した森沢山で 2 件、520 万円、第 3 位長野県軽井
沢山で、カラマツ販売の 3 件、210 万円である。軽井沢山は、別荘地開発を優先し、
造林事業は戦前においては間伐を中心に行われていたが、カラマツが成長し主伐
できるようになり、金額的に第 3 位になっている。 
販売先をみてみると、表 2-13 が示すように転換期末期の昭和 38～40 年におい
ては、Ｔｉが第 2 次世界大戦直後と同じく第 1 位で 9 件、1,427 万円で主に下仁田
町大字下小坂の森沢山や吾妻郡坂上山Ⅱ、第 2 位下仁田町大字上小坂のＯｋ(大正
12～平成 8 年) (15)で 16 件、453 万 3 千円で主に同町大字上小坂字番田川、三本木
等、第 3 位が吾妻郡の材木業者のＡb(生没年不詳)で 10 件、405 万 1 千円で太田山
等である。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
縮小期初期(昭和 41～43 年)の販売先は、同表より栃木県の現在の佐野市の材木
業者と思われるＭｓが第 1 位で主伐場所は、飛駒山で樹種はスギ、ヒノキで 4 件、
593 万円、第 2 位はＴｉで主伐場所は、森沢山で樹種はスギ、2 件 520 万円、第 3
位はＯｋで主伐場所は大字西野牧字大久保等で樹種スギ、ヒノキ、5 件、販売金額
は 254 万 6 千円である。 
以上、昭和 40 年前後の主伐は、森沢山、小坂山Ⅰの大字上小坂字松倉、同字三
単位：件、円
順位 販売先 件数 金額 主な主伐山林 順位 販売先 件数 金額 主な主伐山林
1 Ｔｉ 9 14,270,000 森沢山 1 Ｍｓ 4 5,930,000 栃木県飛駒山
2 Ｏｋ 16 4,532,500 小坂山Ⅰ 2 Ｔｉ 2 5,200,000 森沢山
3 Ａｂ 10 4,051,000 太田山、坂上山Ⅰ・Ⅱ 3 Ｏｋ 5 2,546,000 西野牧山字大久保
4 Ｓｒ 4 2,550,000 小坂山Ⅰ、坂本山Ⅰ 4 Ｍｈ 5 2,395,000 栃木県飛駒山
5 Ｓｈ 2 1,560,000 小坂山Ⅰ 5 Ｍｔ 1 1,500,000 軽井沢山
6 Ｍｈ 2 1,150,000 栃木県飛駒山 6 Ｋｈ 2 1,235,000 坂上山Ⅰ・Ⅱ
7 Ｋｔ 3 1,010,000 栃木県飛駒山 7 Ｓｒ 6 1,205,000 坂本山Ⅰ
8 - - - - 8 Ａｓ 3 1,078,200 太田山
資料：群馬県Ａ家所蔵「当座帳No．3」、「当座帳No．4」より作成。
注：販売金額が100万円以上を記載した。
表2-13　昭和40年前後の主要人工林主伐材の販売先
昭和38～40年 昭和41～43年
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本木、大字東野牧上落澤のスギ、ヒノキ、坂上山Ⅰ、Ⅱの大字本宿字六郎平のスギ、
ヒノキ、カラマツ、そして、栃木県飛駒山のスギ、ヒノキ、長野県軽井沢山のカラ
マツ販売であった。販売先は、大正・昭和戦前期の上位販売先であった高崎市のＮ
ｍ、富岡町のＮｇ、下仁田町Ｙｓ、安中町原市のＮｕ(後のＫｎ建設)等はすっかり
姿を消した。下仁田町のＴｉは別にして下仁田町大字上小坂のＯｋ、吾妻郡の材木
業者のＡｂ、栃木県の製材業者Ｍｓ、同じくＭｈが入れ替わり登場してきているこ
とが分かった。 
戦後の転換期、縮小期の特徴は、明治期の形成期、展開期や大正・昭和戦前期の
吾妻郡進出期、朝鮮進出期、投資拡大期の雑木（薪炭材）販売に変わり人工林主伐
材の販売が 70～80％に増加することである。Ａ家は、昭和 40 年頃から燃料革命に
よる雑木林の価値の低下と資産の管理が容易な金融資産への転換を目指し、2,000
町歩の山林を処分した。 
Ａ家は戦後 4 回の相続を経験し、台帳面積 130 町歩のみ残し、大幅に森林経営
を縮小し、現在では地元森林組合に施業を委託し、国の補助金事業により施業を行
っている。Ａ家は平成 14 年まで甘楽郡下仁田町で森林造成事業を行うため、常雇
いの作業班 2 班を抱え賃金を支払っていた。その支払額は昭和 59 年に 900 万円を
超え、平成 5 年も 700 万円を超えていた。しかし、Ａ家の方針で今後は森林組合の
作業班による国県の補助事業以外、山林保育事業への投資はしないという理由に
より、平成 14 年を最後に作業班への支払いはなくなった (16)。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Ａ家本家の最近の国の補助事業に対する間伐、作業道開設事業は、表 2-14、表
開設年度 路線名 施工場所 幅員 延長 事業費
平成20年  大玉北1号線  富岡市大字野上地区内 3 590 330.0
21  大玉線  富岡市大字野上地区内 3 300 114.0
21  田村線  下仁田町大字下小坂字田村 3 624 850.0
22  田村線  下仁田町大字下小坂字袖萱 3 758 750.0
22  立沢線  富岡市大字野上地区内 3 400 120.0
23  岡沢口線  下仁田町大字下小坂字岡沢 3 510 770.0
計 3,182 2,934.0
資料：下仁田町森林組合、鏑川東部森林組合より提供。
注：延長の距離、事業費等は、Ａ家だけでなく隣接山林所有者全体の山林へも開設された距離、
     事業金額である。
単位：ｍ、万円
表2-15　森林組合の委託作業道開設事業
実施 事業
年度 種類 町 反 畝
平成14年  下仁田町大字西野牧字上野入日向 間伐 6 6 ヒノキ 65 25
14  同上 間伐 2 3 7 スギ 626 36
18  同上 間伐 1 0 ヒノキ 11 27
18  同上 間伐 2 0 ヒノキ 34 30
19  下仁田町大字下小坂字大谷 間伐 3 2 7 スギ 455 40～49
19  同町同大字字田村 間伐 9 7 スギ 133 42
19  同町大字西野牧字上野入日向 間伐 1 0 2 スギ 139 42
20  富岡市大字野上字大玉 間伐 1 2 1 スギ 182 不詳
22  同市同大字字立沢 間伐 2 1 6 スギ 442 不詳
計 11 9 6 2,087
資料：下仁田町森林組合、鏑川東部森林組合より資料提供。
表2-14　森林組合への間伐委託
単位：町反畝、千円、年生
造林地
面積
樹種 事業費 林令
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2-15 に示したように間伐 9 件・面積 12 町歩、作業道開設 6 路線・延長 3,182ｍで
ある。また、第 3 章で後述するようにその他補助事業ではないが、下仁田町内の大
字下小坂森沢山で平成 22～25 年度事業としてのスギ、ヒノキの主伐を計面積 2 町
歩、730 ㎥(2,628 石)の委託事業を行った。 
縮小期は、前掲表 2-1 に示したように転換期の昭和 20 年代に比較し、雑木販売
が 13％から 2％に減少し、雑木の販売と跡地造林のサイクルは完全に崩壊する。昭
和 38～43 年の同家の年間立木販売額は 1,000～1,500 万円であり、間伐材売上の
シェアも昭和 20 年代の 3％から 28％に増加している。この時期までＡ家は、小規
模化したものの所有山林で間伐を実施し、山林施業を継続していた。  
Ａ家所蔵「出入帳Ⅴ」によると昭和 39～41 年の森林経営収支（ 17）は 500～700 万
円の黒字である (18)。これは所有山林の人工林の林齢が高いために、立木販売金額が
高いことによる。 
 
３ 縮小期における山林の大量処分 
 
現当主の父 6 代目Ｊy は、祖父 4 代目Ａ(昭和 27 年)、父 5 代目Ｒｙ(昭和 50 年)、
母Ｎｂ(昭和 51 年)の相続税納付において苦労した経験から、自分の代で長野県軽
井沢町の山林をはじめ遠隔地や地質が悪く、林道、作業道がない地域の山林を売却
した。 
昭和 20 年代～30 年代と違い昭和 40 年代以降、表 2-16 に示すようにＡ家は大量
に山林原野を処分した。①昭和 41 年～50 年、②同 51 年～60 年、③昭和 61 年～
平成 7 年に区分し、その内容をみる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
①昭和 41 年～50 年 高度経済成長、第 1 次ゴルフ場造成ブーム、第 1 次オイル
ショックと続く時期である。Ａ家は、昭和 42 年 8 月に長野県北佐久郡軽井沢町 15
筆・10 町歩の山林を林地ごとＳ開発株式会社に売却した。同じく 44 年 7 月にも、
軽井沢町の同箇所一帯を同会社へ 2 筆・29 町歩売却した。また、同年 2 月には富
岡市の不動産業者Ｔｋへゴルフ場用地として、甘楽郡下仁田町（旧青倉村）の山林
3 筆・314 町歩を売却した。昭和 48 年 3 月にも下仁田町 33 筆 92 町歩を東京都青
単位：筆、町歩
筆数 面積 筆数 面積 筆数 面積 筆数 面積 筆数 面積 筆数 面積
原野 20 13.8 5 0.1 18 2.2 24 8.9 2 0.3 69 25.2
山林 146 46.9 49 17.5 137 146.7 96 99.2 65 125.0 493 435.4
保安林 22 18.8 3 0.4 162 537.1 174 856.6 58 139.3 419 1,552.1
計 188 79.5 57 18.0 317 686.0 294 964.7 125 264.5 981 2,012.7
資料：群馬県Ａ家所蔵「名寄帳五号」167～190頁、193～202頁より作成し、「名寄帳四号」の関係箇所を追加した。
　　　  但し、昭和51年10月9日の旧吾妻郡坂上村大字本宿の山林寄付は、「寄付採納願」（安中市提供）を参照した。
注：この表についてのみ、不動産登記法上の原野、山林、保安林の区分による。
表2-16　戦後各期地目別の山林処分　
昭和21～30年 昭和31～40年 昭和41～50年 昭和51～60年 昭和61～平成7年 計
地目
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梅市のＨｉ外 2 名へ売却した。 
②同 51 年～60 年 日本経済は低成長期に入る。Ａ家では、昭和 50 年に当主の
5 代目Ｒｙと翌年その妻Ｎｂ(明治 40～昭和 51 年)が相次いで亡くなり、それを契
機に昭和 51 年 10 月に相続人が旧吾妻郡坂上村の 1 団地 8 筆・587 町歩を安中市へ
寄付した。同山林は標高 850ｍ～1,340ｍの北西斜面でスギ・ヒノキ生育の適地で
なく、現在安中市により公団造林によりカラマツの植林がなされている。昭和 35
年前後からの燃料革命により雑木による薪炭の販売収入が無くなり、個人所有と
して維持ができなくなり、地方自治体に寄付された。昭和 53 年 7 月にはＫa 建設
株式会社へ、下仁田町の山林 16 筆・35 町歩を売却した。同 55 年 3 月同町の製材
業者Ｆへ同町（旧西牧村）14 筆・54 町歩を売却し、同年同じく同町の製材業者Ｔ
ｕへも同町（旧小坂村）17 筆・49 町歩を売却した。 
また、Ａ家の山林処分の特色ある事例として、下仁田町の表 2-17 に示した 4 箇
所の山林を、昭和 42～56 年の縮小期に採石山として 20 筆、62 町歩を処分し(売却
金額 1 反歩約 10～15 万円程度)、預金、有価証券化した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
③昭和 61 年～平成 7 年 昭和 60 年代のバブル経済期とバブル崩壊後の平成不
況期である。バブル期の昭和 61 年にＮｒ設計株式会社へ長野県の軽井沢町の山林
4 筆・75 町歩を売却した。Ａ家にとって、この軽井沢町の山林原野売却と他のゴル
フ場用地の売却は、1 反歩 100 万円～200 万円の高額な売買であった。平成 2 年に
Ａ本家当主Ａの孫で 6 代目Ｊｙの意思により下仁田町経由で下仁田町森林組合へ
町内の山林 3 筆・57 町歩を寄付し、同人の亡くなる直前の平成 5 年に同じく下仁
田町経由で下仁田町森林組合へ同山林 3 筆・13 町歩を寄付した。5 代目Ｒｙの相
続(昭和 50 年)を経験し多額の国税を納付した 6 代目Ｊｙが自らの相続を間近に控
単位：筆、町
採石事業者名
(本店所在地) 大字 字
　昭和42年 　上小坂 　観音山 1 1.1 　As個人 　稼動中
同上 　同上 　観音山 2 1.0 　As個人 　稼動中
As商事 同上 　同上 　杉ノ木 3 1.1 　As個人 　稼動中
(甘楽郡南牧村) 53 　同上 　新井 4 8.3 　Ａs商事 　稼動中
54 　同上 　同上 5 0.2 　Ａｓ´個人 　稼動中
49 　同上 　松倉 1 1.4 　Ａs商事 　現在群馬県所有
同上 　西野牧 　高石 2 5.6 　Ａs商事 　現在Ｓa所有
同上 　同上 　同上 3 1.5 　Ａs商事 　現在Ｓa所有
同上 　同上 　同上 4 2.0 　Ａs商事 　現在Ｓa所有
Ｙ鉱業 47 　中小坂 　赤根沢 1 1.0 　Ｍｏ 　昭和60年転売 現稼動中止
（埼玉県深谷市) 59 　中小坂 　赤根沢 2 16.0 　同上 　昭和60年転売 現稼動中止
53 　西野牧 　上野入日影 1 5.8 　Ｋａ建設 　昭和56年転売 現稼動中止
53 　西野牧 　上野入日影 2 6.5 　Ｋａ建設 　昭和56年転売 現稼動中止
Ｉ建設 53 　西野牧 　上野入日影 3 2.3 　Ｋａ建設 　昭和56年転売 現稼動中止
（富岡市) 53 　西野牧 　上野入日影 4 0.4 　Ｋａ建設 　昭和56年転売 現稼動中止
53 　西野牧 　上野入日影 5 5.1 　Ｋａ建設 　昭和56年転売 現稼動中止
56 　東野牧 　落沢 1 2.3 　Ｋａ建設 　現稼動中止
Ｋａ建設 56 　東野牧 　落沢 2 0.1 　Ｋａ建設 　現稼動中止
（下仁田町） 56 　東野牧 　落沢 3 0.3 　Ｋａ個人 　現稼動中止
56 　東野牧 　落沢 4 0.5 　Ｋａ個人 　現稼動中止
計 20 62.3
資料：群馬県Ａ家所蔵「名寄帳四号」、「名寄帳五号」より作成。
注１：As商事の事業地は、SaのためＡs商事がＡ家より上記代替地を購入し、Saの山林と交換し事業地を確保した。
   　 2：ＡｓはＡｓ商事先代社長で、Ａｓ´は社長婿(現社長)、Ｍｏは下仁田町の某建設会社先代社長、Ｋａ個人はKa建設前社長。
同上代替地
表2-17　甘楽郡下仁田町内の採石山林売却
売却年月
山林所在地
筆数 面積 売却相手名 備　考
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え、価値の低く管理しづらい財産になった山林は地方公共団体等へ処分し、相続税
の軽減を図ったものである。 
明治期以降、平成期までのＡ家の森林経営と山林集積処分について一気通観し、
昭和 40 年代以降の山林の大量処分について言えることは、燃料革命による雑木山
の価値の低下、木材の輸入自由化によるスギの材価低迷、年々の人件費高騰で所有
資産と投資の有用性の判断より、確実にこの昭和 40 年前後が一つの分岐点となっ
た。将来、個人で山林を所有することの経済的困難さを見通し、その結果、ゴルフ
場、別荘地造成の開発行為の売却以外は、相手を選ばず値段は関係なく山林を売却
し、それができないものは地方公共団体へ大面積寄付を申し出た。  
 
４ 現段階における山林所有と経営 
 
 Ａ家本家は、現在、甘楽郡下仁田町内 3 箇所、富岡市 1 箇所の計 4 箇所 138 町歩
の山林を所有している。 
当主Ａの次男家は、群馬郡榛名町（現高崎市）に 61 筆 211 町歩所有している。
次男家の長男は、平成 14 年に当主次男の相続を契機に同所山林 6 筆 53 町歩を群
馬郡旧榛名町（現高崎市）に寄付した (19)。次男家はその他に吾妻郡旧坂上村（現東
吾妻町）70 筆 49 町歩、甘楽郡下仁田町に 10 筆 49 町歩、利根郡旧新治村（現みな
かみ町）に 1 筆 7 町歩の計 316 町歩を所有している。 
三男家は、多野郡旧日野村（現藤岡市）の山林を所有していたが、平成 16 年に
三男妻が 17 筆 203 町歩を群馬県へ寄付し、現在、三男家は 4 筆 60 町歩を所有し
ている。その他に安中市坂本町、旧九十九村、旧細野村にも 4 町歩弱の山林を所有
している。 
Ａ本家が現在所有する 4 箇所の森林資源構成を表 2-18 に示した。スギが 109 町
歩、ヒノキが 13 町歩、雑木が 10 町歩、マツ 5 反歩である。Ａ本家の所有山林のス
ギの高い齢級は、19 齢級で 10 町歩、17 齢級が 2 町歩、15 齢級が 3 町歩である。
ヒノキは 15 齢級 1 町歩、14 齢級 8 反歩である。下仁田の下小坂森沢山、同町西野
牧の上野入日向山に高齢級の人工林が集中し、スギの最高齢級は下小坂森沢山の
19 齢級 10 町歩である。同町中之岳・三本木や富岡市野上山は、戦後の植林である。
全体的には、スギ 10～13 齢級が面積 83 町歩、63％、雑木 10 町歩、8％である。完
全に人工林針葉樹のスギ中心の山林になっている。  
Ａ家一族は地方自治体に以下の寄付をした。Ａ本家は昭和 51 年の吾妻郡の山林
588 町歩を安中市へ、平成 2 年と同 5 年に下仁田町上野入日向山 70 町歩を下仁田
町経由で下仁田町森林組合へ、次男家は平成 14 年に旧榛名町の山林 6 筆 53 町歩
を現高崎市へ、三男家は平成 16 年に多野郡旧日野村山林 17 筆 203 町歩を群馬県
へ行った。 
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所有山林は雑木林が多く、取得時所有山林立木状況は、データとして判明するも
のでも展開期のスギ等の植林山林 119 町歩に対して、雑木林 189 町歩、雑木・スギ
混交 119 町歩である。雑木林は昭和 35 年頃から燃料革命により薪炭林として価値
が低下し、人工林も材価の低下と人件費高騰が経営収支を圧迫した。Ａ家一族は、
相続を契機に山林を処分し、山林は最低限管理し易い場所のみを残し、銀行預金や
株式投資で資産を運用している。 
前述したようにＡ家本家当主 7 代目は最近まで安中市内の病院事務員として勤
務し、サラリーマン生活をしていた。現在は病院も退職し、上記山林の管理、銀行
預金、有価証券の管理を中心に家産を運営している。それ以外には国道 18 号線沿
いの安中市郷原に 4 反 9 畝（昭和 43 年に購入）の宅地を所有し、農業肥料、農業
資材を販売する店舗と食堂、食料品販売の「食の駅」の経営者に土地を賃貸してい
る。 
 
注及び引用文献   
単位：町歩
樹種 齢級 中・三 野上 森沢 上野入 計
3 - 0.6 - - 0.6
4 - - - - 0
5 - - - 1.0 1
6 - - - - 0
7 - - - 1.1 1.1
8 0.3 0.3 - 0.3 0.9
9 - 0.2 - 4 4.2
10 - 3.8 16.0 11.1 30.9
11 1.0 4.3 6.2 2.2 13.7
12 0.8 0.2 4.2 7.4 12.6
13 2.9 17.5 1.2 3.1 24.7
14 - 0.5 - 3.4 3.9
15 - - 2.2 0.8 3
16 - - - 0.2 0.2
17 - - - 1.7 1.7
18 - - - - 0
19 - - 10.2 - 10.2
計 5.0 27.4 40.0 36.3 108.6
5 - - - 0.5 0.5
6 - - - 0.1 0.1
7 - - - 3.9 3.9
8 0.3 0.2 - 4.2 4.7
9 - - - - 0
10 - 0.4 - - 0.4
11 - - - - 0
12 - 1.1 - - 1.1
13 - - - - 0
14 - - 0.8 - 0.8
15 - - 1.0 - 1
計 0.3 1.7 1.8 8.7 12.5
12 - 0.5 - - 0.5
計 - 0.5 - - 0.5
6 - - - 0.5 0.5
7 0.9 1.3 - - 2.2
8 - - 0.1 - 0.1
9 - - - - 0
10 - - - 0.2 0.2
11 - - - - 0
12 - 0.5 0.5 - 1
13 - 2.4 - - 2.4
14 - - - 0.5 0.5
15 - 0.5 3.0 - 3.5
計 0.9 4.7 3.6 1.2 10.3
合計 6.2 34.3 45.4 46.2 131.9
資料：下仁田町森林組合、鏑川東部森林組合提供資料より作成。
注1：「中・三」は、下仁田町大字上小坂字中之岳・三本木、「野上」は、
       富岡市大字野上額部山、 「森沢」は、下仁田町下小坂森沢山、
       「上野入」は下仁田町大字西野牧の上野入日向山。  
   2：平成26年1月9日現在
表2-18　Ａ本家現在の各所有山林の資源構成表
ス
ギ
ヒ
ノ
キ
雑
木
マ
ツ
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(1) 赤羽武『山村経済の解体と再編』日本林業調査会、 1970 年、76 頁を参照。  
(2) Ａ家所蔵「山林原簿」 171～172 頁、「山林出入帳」 1～12 頁による。  
(3) 前掲「山林出入帳」 6 頁を参照。  
(4)「明治 32 年 4 月 30 人分 21 円、33 年 33 人 14 円、34 年 48 人 20 円」の記載がある。
前掲「山林出入帳」 4～ 7 頁を参照。  
(5) 朝鮮林業開発株式会社は、京城日報 昭和 12 年 6 月 26 日付け記事では、「朝鮮林業開
発株式会社令制定に就て」矢島農林局長語るとして、「朝鮮に於ける治水事業の完成は
朝鮮統治上最重要なる国策の一でありまして之と不可分の関係に在り而も其の根源を
為す所の治山事業の全面的促進を必要とするは今更贅言を要しない所であります、殊に
最近各種工業の異常なる躍進に伴い之が資材の需要は益旺盛を極めて居りまするのみ
ならず、友邦満洲国の進展は更に一段の需要激増を招致するの現況に在りまして、 (中
略 ) 併しながら右の如き国策的大事業は事業の性質上個々の営林会社の経営に委する
よりも公共性を有する一大特殊会社を設け政府の保護監督下に経営せしむるが妥当で
あって」として、国が関与した林業関連の株式会社が昭和 12 年に朝鮮にでき、本社を
京城に置き造林事業の実行に当らせた。  
(6) 朝鮮興行株式会社は、「明 37 年 9 月、朝鮮半島の農業改良事業を目的に渋沢栄一ら実
業家の提唱により韓国興業が設立された。 1909 年(明 42)韓国倉庫を合併し倉庫業に進
出、明 43 年には同様の拓殖事業を行っていた韓国拓殖を合併し事業を拡張する。同年
の韓国併合により韓国興業は大正 2 年朝鮮興業と改称。各地に農場を配置し安定した農
業経営にあたる。昭 20 年北緯 38 度線以南の耕作地は新韓公社が接収、それ以外の消息
は不明」。浅田喬二、前掲書、 146～166 頁、Ａ家所蔵「元帳Ⅱ」 79～80 頁を参照。  
(7) 群馬県Ａ家所蔵「元帳Ⅱ」 79～80 頁 
(8) 柴田善雅「外地への進出と清算」柴隆夫・岡崎哲二編著『制度転換期の企業と市場 1937
～1955』ミネルヴァ書房、 2011 年、221～248 頁 
(9) 群馬郡榛名町に生まれ、明治 42 年 2 代目Ｎｍを襲名。先代からの木材、生糸を横浜
で取引し、明治 34 年高崎市へ本店移転、佐野の渡しより出荷した。大正時代本業の製
材業を初め 20 の会社を創設し社長となった。製材三団体の長を務め、商工会議所の議
員、役員として在職 45 年間、業界発展の中枢をなした。『群馬県人名大辞典』上毛新聞
社、1982 年、385 頁参照。  
(10) Ｓｍ会社の社長は高崎市のＮｍの社長、専務は下仁田町のＹｓの初代社長Ｙｔであ
った。桑田治『日本木材統制史』林野共済会、1963 年、259 頁。下仁田町史刊行会『下
仁田町史』群馬県甘楽郡下仁田町、 1971 年、 407～409 頁参照。  
(11) 大日本山林会『日本林業発達史』編纂委員会編『日本林業発達史』大日本山林会、
1983 年、513 頁 
(12) 桑田治 、前掲書、257 頁、274 頁参照。  
(13) 株式会社Ｔｉ製材所の初代社長Ｍｇ (明治 22～昭和 37 年)は、昭和 22 年から 8 年間
56 
 
県会議員を務め、昭和 30 年町村合併促進法の施行で下仁田町が誕生した時には初代町
長(昭和 30 年 4 月～36 年 2 月)になった。家業は米穀商であったが、大正 12 年 9 月の
後製材業を創業した。前掲書『群馬県人名大事典』 342 頁、前掲『下仁田町史』 639 頁
参照。  
(14) 前掲「小作金・小作米」の 11 頁に昭和 21 年 5 月 18 日群馬郡室田町大字榛名山御料
地字釜穴、仁田谷津の事例だが、スギ・立木販売金 9 千円で、「下刈植え付け費用トス」
の記載有り。  
(15) Ｏｋは、Ｏｋ林業として造林と素材生産の請負会社を運営していた。小坂村の下仁
田町合併前の昭和 26～ 30 年小坂村村会議員、合併後は昭和 62～平成 3 年まで下仁田町
町会議員を務めた。  
(16) 前掲史料「昭和五十一年度ヨリ作業日誌東野牧落沢地区作業班 No.１」、「昭和六十
一年度ヨリ作業日誌東野牧落沢地区作業班 No.2」、「昭和五十八年ヨリ昭和六十三年マ
デ作業日誌上小坂地区作業班 No.１」、「平成元年ヨリ作業日誌上小坂地区作業班 No.2」
を参照。  
(17) 森林経営収支とは、立木売上金より山林経費を差引いた毎年の現金収支を指す。  
(18) 表 2-1 の立木販売金額と群馬県Ａ家所蔵「出入帳Ⅴ」の金額は違う。同家所蔵「当
座帳 Nｏ3(昭和 37 年 12 月～41 年 5 月)」、「当座帳 Nｏ4(昭和 41 年 1 月～43 年 12 月)」
は立木売上金額であり、立木売上全てが書かれているが、「出入帳Ⅴ」は現金出入りの
みを記載した帳簿のためである。  
(19) 当主Ａ次男の長男への聞き取り調査では、「相続税の面でも代々所有することは負担
が大きい。また、個人で所有することは困難である。所有山林の中でも管理上、経営上
不利な所から一部を寄付した」と山林寄付の理由を述べている。  
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第３章 主要山林の経営展開と処分過程 
  
第 1 節 集積山林の沿革と特徴 
 
１ 主要山林の集積処分過程  
 
群馬県Ａ家の昭和 24 年当時の所有山林を図 3-1 に示す。所有山林の分布は、群
馬県西部、北部の碓氷郡坂本町、北甘楽郡下仁田町、吾妻郡旧坂上村を中心する群
馬県内を主体として、長野県軽井沢町、栃木県飛駒村にも所有していた。  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 3-1 各期集積の主要山林（昭和 24 年当時）  
資料：群馬県Ａ家所蔵「買入帳」、「名寄帳二号」より作成。  
注：茶 色 文 字 高 額 売 却、黒 文 字 現 在も保 持 (一 部 売 却、寄 付 )、緑 文 字 寄 付 又は一 部 寄 付、赤 文 字処 分  
  
取得山林の特徴は、取得時においては吾妻郡旧太田村ユーシン山、碓氷郡坂本山、
北甘楽郡額部山、小坂山、上野入日向山、栃木県飛駒山のように前所有者が人工林
群馬県Ａ家の主要山林所在地
吾妻郡旧坂上村
水無・朝碓宿山（現吾妻町）
面積：600町歩
碓氷郡旧坂本山
（現安中市）
面積：120 町歩
長野県北佐久郡
軽井沢山
(現軽井沢町)
面積：90 町歩
北甘楽郡西牧村上野入日向山
(現下仁田町）面積：160 町歩
北甘楽郡森沢山
（現下仁田町）
面積：42 町歩
北甘楽郡青倉山
（現下仁田町）面積330 町歩 多野郡旧日野村
御荷鉾山（現藤岡市）
面積：300 町歩
北甘楽郡額部山
(現富岡市）
面積：80 町歩
群馬郡旧榛名町
榛名山御料地
（現高崎市）
面積：250 町歩
吾妻郡旧太田村
ユーシン山（現東吾妻町）
面積：15 町歩
栃木県安蘇郡
飛駒山（共有）
持分1/2
（現佐野市）
面積：23 町歩
北甘楽郡小坂山Ⅰ
(現下仁田町)面積357 町歩
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を植林していた山林もあったが、吾妻郡旧坂上村水無、朝碓宿山、群馬郡榛名山御
料地、多野郡旧日野村御荷鉾山のような薪炭林が多かった。 
山林集積の特徴は、北甘楽郡旧小坂村、西牧村などの山林は、明治 38 年の大凶
作、日露戦争後の農村不況、明治 43 年の台風後の組合製糸下仁田社傘下の各製糸
揚げ返し工場の被害を受けた養蚕農民からの購入であった。しかし、明治 29 年の
北甘楽郡青倉山の元所有者の石灰採掘業者Ｏｈ(330 町歩)、明治 43 年の長野県軽
井沢山の元所有者の蚕種業、別荘開発業者のＷ(90 町歩)、大正 5 年の吾妻郡の吾
妻山、太田山所有者の元衆議院議員Ｓｉ（90 町歩）、昭和 16、17 年の多野郡御荷
鉾山の所有者の旧甘楽社小幡組組長Ｍｏ家(300 町歩)のように特定の家の財産整
理で一挙に大面積を取得した事例も多く、国有林の払い下げはごく稀であった。  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
本章では主要山林の集積の経緯と経営展開、処分過程について、その取得時期別
にその戦後期における保持・処分対応とその特徴を分析する。具体的には表 3-1 に
示すように明治期、大正・昭和戦前期、戦後期に集積されたＡ家一族の 8 つの主要
山林を取り上げ、山林集積の経緯と経営展開、処分過程を検討する。  
 
2 主要山林の沿革と特徴 
 
明治期の集積山林では、青倉山(下仁田町)、上野入日向（日影）山(同町)と長野
県東長倉村軽井沢山(軽井沢町)を取上げる。 
形成期に集積した青倉山は、Ａ家が貸金業、太物商の経営と田畑所有の小作金、
小作米販売収入を資金源に日清戦争後に木材価格が高騰し、私有林の森林経営が
　　　　　　　　　　　　　　　単位：町歩
 集 積 時
 期 区 分
 昭 和 4 4 年 ゴル フ 場 用 地 として 処 分 。 保 安 林 解 除 が
 さ れ ず 、  現 在 購 入 者 経 営 の医 療 法 人 の所 有 山 林 。
 昭 和 4 2 年 より 平 成 ７年 頃 迄 、 別 荘 地 として 処 分 。
 現 在 字 中 村 Ｍ ホ テ ル 近 く 自 家 用 別 荘 のみ 所 有 。
　　上野入  上野入日影昭和53、54年計39町歩処分、
　　日向  上野入日向 70町歩 平成2、5年下仁田町に寄付、
　　(日影)山   2、7年森組へ15町歩売却。現在55町歩保有。
 吾妻郡  昭和32年地元在住者へ1筆売却し、他は
 進出期  昭和50年代に渋川市在住者に売却。
　　水無、朝  昭和51年相続時にＡ本家は、5代目相 続
　　碓宿山  人の兄弟が、この山林を安中市へ寄付。
　　榛名山御料地  投資  昭和14、  昭和47年11町歩、60年4町歩ゴルフ場へ売却。
　　（次男家所有）  拡大期 　15、16  平成14年高崎市 へ53町歩寄付、現在236町歩保有。
　　御荷鉾山  平成16年に群馬県へ203町歩寄付、
　　(三男家所有）  現在寄付した残り60町歩を保有。
 昭和50、52年一部同町在住者へ売却。
 現在明治末期からの集積隣接山林と41町歩保有。
資料：Ａ家所蔵「山林原簿」、「名寄帳四号」、「名寄帳五号」、「閉鎖登記簿謄本」、聞き取り調査等参照し作成。
表3 -１　主要山林の集積処分時期と概況
時 代 区 分 山 林 名 集 積 年 面 積 処 分 時 期
　　青倉山  形 成 期  明 治 2 9 年 338
　　軽井沢山  展 開 期  同 4 3 88
296
 同 上  同 4 1 、 4 2 151
　 　 ユー シ ン山  大 正 5 15
　　森沢山  転 換 期  同 2 3 、 2 4 11
 同 上  同 6 ～ 8 587
248
 同 上  同 1 6 、 1 7
戦後期
明治期
大 正 ・ 昭 和
戦 前 期
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盛んになった時に集積された。青倉山は、昭和 44 年時点ではスギ、カラマツの齢
級は低く、戦後の植林である。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
第 2 章で検討した人工林の主伐後の明治末期から大正初期のスギ、ヒノキ、カラ
単位：町歩
青倉山 ユーシン山 水無、朝碓宿山 森沢山
某病院 Ａ本家 森組 渋川在住者 安中市 次男家 高崎市 三男家 群馬県 Ａ本家
昭和44 平成5年 昭和51年 平成14 平成16 昭和24年
年売却 売却、寄付 寄付 年寄付 年寄付 買増保持
1 - 1 - 0.1 0.2 - - - - 1.2
2 3.3 0 - - - - - - - -
3 0.6 1.1 - 2.0 - - - - - 2.2
4 6.2 0.3 0.1 3.9 - - - - - 0.6
5 1.8 4 1.6 1.4 - - - - - -
6 - 11.6 0.6 0.8 - 0.8 - 0.5 - -
7 - 2.2 3.7 1.8 - 1.7 - 2.9 1.7 11.3
8 - 7.4 - 2.4 - 14.5 1.2 6.3 5.5 -
9 - 3.1 0.7 - - 21.7 - 6 8.0 -
10 - 3.4 - 0.2 - 10.6 1.6 2.2 9.6 -
11 - 0.8 - - - 0.8 - 0.7 7.3 -
12 - 0.2 - - - 1.2 0.1 2.9 4.3 -
13 - 1.7 - - - 2 - 5.1 2.2 -
14 - - - 0.3 - - - - - -
15 - - - - - - 10.5 - -
16 - - - - 0.2 0.1 - - -
計 11.9 36.8 6.7 12.9 0.8 53.5 3 37.1 38.6 15.3
1 - 0.5 1.1 - 0.4 - - - - -
2 - 0.1 2.7 - - - - - - 1.8
3 - 3.8 0.3 - - - - - - 1
4 - 4.2 1.1 - - - - - - -
5 - - 3.6 - - - - - - -
6 - - 0.5 - - 5.5 - 1.7 - -
7 - - - - - - - - - -
8 - - - - - - - - - -
9 - - - - - - - 0.3 -
10 - - - - - - - -
11 - - - - - - 0.1 -
12 - - - - - - - -
13 0.2 - - - - - - - -
14 - - - - - 1 0.3 - - -
15 - - - - - 2.6 1.2 - -
16 - - - - - 0.5 0 - - -
計 0.2 8.6 9.3 - 0.4 7.0 2.9 2.9 0.4 2.8
1 1 - - - 1 - - - - -
2 - - - - 0.8 - - - - -
3 9.6 - - - 3.4 - - - - -
4 34.8 - - - 29.4 - - - - -
5 11.7 - - - 54.4 - - - - -
6 - - - - 12.5 - - - - -
7 - - - - 12.2 - - - 3.9 -
8 - - - - 2.4 1.8 - - 2.9 -
9 - - - - 4.6 - - 0.1 12.1 -
10 - - - - - 0.5 0.1 - 12.3 -
11 - - - - - 1.8 0.6 4.0 6.3 -
12 - - - - - 13.8 1.8 2.0 6.3 -
13 - - - - - 9.6 - 2.5 8.2 -
14 - - - - - - - - 0.0 -
15 - - - - - - - - 17.6 -
16 - - - - - - - 3.8 6.0 -
計 57.1 - - - 84.7 27.4 2.5 12.3 75.6 -
合計 69.2 45.4 16 12.9 85.9 87.9 8.4 52.3 114.6 18.1
資料：下仁田町森林組合、吾妻森林組合、烏川流域森林組合、群馬県藤岡森林事務所,多野東部森林組合提供資料により作成。
注1：上野入日向山は、平成2年5町6反歩、平成7年9町歩売却、平成5年寄付13町歩であるが、表上の時点記載のみ平成5年とした。
   2：吾妻郡旧太田村ユーシン山の時点記載は、売却が昭和51、56、58年と数回に亘るが、齢級計算は昭和55年で行った。
　 3：下仁田町森沢山は、昭和23、24年の2年に亘る買増であるが、表上の時点記載は昭和24年とした。
表3-2　主要山林の売却時、寄付時、買増時点の齢級構成
売却、寄付
買増、時点
保持 昭和55年 保持 保持
現所有者名
山林名 上野入日向山 榛名山御料地 御荷鉾山
ス
ギ
ヒ
ノ
キ
カ
ラ
マ
ツ
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マツ植林は大部分が失敗し、戦後改植されたが、昭和 44 年にゴルフ場用地として
売却された。当時のスギ、カラマツ人工林の齢級は低く、スギ、カラマツとも 5 齢
級以下であった(表 3-2)。 
展開期に集積した上野入日向(日影)山と軽井沢山は、日露戦争後の日本国内の
農村不況と台風による水害により、明治 40 年の 5 年間で 750 町歩を集積した代表
的山林である。上野入日向山は、標高 900ｍ南西斜面で寒風害も受けず、スギ、ヒ
ノキの適地である。平成 2 年の寄付と売却、5 年寄付、7 年売却時点の立木の状況
は、スギ 10 町 7 反歩、ヒノキ 9 町 3 反歩であり、スギ 9 齢級 7 反歩が一番林齢が
高く、5 齢級 5 町 6 反歩が面積的に多く、ヒノキは同 6 齢級 5 反歩、5 齢級 3 町 6
反歩である。 
第 3 節では大正・昭和戦前期の集積事例として、吾妻郡進出期の元衆議院議員 S
ｉ所有の太田村字ユーシン山(以下ユーシン山と略記)と薪炭林であった旧坂上村
字水無、朝碓宿(以下水無、朝碓宿山と略記)を取上げる。ユーシン山は、大正・昭
和戦前期はスギを中心に主伐が数多くなされ、昭和 55 年でスギ 14 齢級 3 反歩が
一番林齢の高い林分であり、スギ 8 齢 2 町 4 反歩、7 齢級 1 町 8 反歩は戦前に主伐
され、戦後に再造林した山林である。水無、朝碓宿山は、雑木とカラマツしか育た
ない山林であり、昭和 51 年Ａ家から吾妻郡水無、朝碓宿山が安中市に寄付された
が、当時の立木は表 3-2 に示すようにカラマツの 9 齢級以下であった。大正末期
から昭和初期にかけて、スギ 5,000 本とヒノキ 7,800 本を植林したが、造林に失
敗している。 
投資拡大期に集積された山林は、当主Ａの次男家名義の群馬郡旧榛名町 (現高崎
市)の榛名山御料地と、三男家の多野郡旧日野村(現藤岡市)の御荷鉾山を取上げる。
次男家と榛名山御料地と三男家の御荷鉾山は、戦後、スギの植林が行われた。次男
家の旧榛名山御料地を高崎市へ寄付した山林は、ヒノキ 15 齢級 2 町 6 反歩と林齢
も高く、人工林面積も比較的広い。三男家が現在所有している山林は、スギ 15 齢
級 10 町 5 反歩であり、群馬県に寄付した御荷鉾山のカラマツ 15 齢級 17 町 6 反歩
も林齢が高く、面積も広い。 
第 4 節では転換期に集積された下仁田町下小坂の森沢山を取り上げる。森沢山
は、昭和 23、24 年の 2 年間に 11 町歩が取得され、取得時の林相はスギ人工林であ
り、現在も 41 町歩を保持している。立木は、スギ 15 町 3 反歩とヒノキ 2 町 8 反
歩であり、買い増し分の山林はスギ 7 齢級 11 町 3 反歩が最高の齢級であった。明
治末期から大正期にかけて、森沢の西奥に 31 町歩の山林を集積し、大正 10 年前
後にスギの植林が行われた。 
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第 2 節 明治期の集積山林 
 
1 最初の大面積取得山林青倉山(売却) 
 
青倉山は、下仁田町中心市街地より南方 6.3 ㎞に位置する（図 3-2）。Ａ家は、
閉鎖登記簿より明治 29 年に室田村下室田（現高崎市下室田町）のＯｈ（明治 8～
同 38 年）から青倉村の山林 3 筆 338 町歩を 1,800 円で取得した。ＯｈとＡ家との
関係ははっきりしないが、Ｏｈ直系の孫（昭和 12 年生まれ、高崎市在住）への聞
き取り調査からＯｈは、「石灰」採掘事業を行っており、日清戦争後の不景気のた
め事業に行き詰まり、Ａ家に売却したものと考えられる。  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 3-2 青倉 山、森 沢山、上野 入日 向 山の位置  
資 料：平 成 2 年 10 月 群 馬 県 甘 楽 郡 下 仁 田 町 役 場 発 行 1/50,000 の地 図より作 成 。  
 
 青倉山の立木販売状況は、明治期の展開期 23 件 5 千円、大正・昭和戦前期の吾
妻進出期 8 件 1 万 1 千円、朝鮮進出期 100 件 1 万 6 千円、投資拡大期 25 件 2 千
円、戦後期の縮小期 3 件 41 万円であった。明治 35～39 年に萱が年 1 円ずつ計 5 円
販売された。他は全て雑木であるが、昭和 8 年地元石灰工場へカラマツ 2 千円を
売却し、戦後の 22 年 1 件のみがスギ、ヒノキ、カラマツの人工林主伐材でこれを
含めて縮小期の販売金額は 2 件 38 万円であった (1)。 
表 3-3 の森林資源構成表からもＡ家が明治 29 年に山林を取得した 118 年前の人
工林立木は確認できず、取得当時の山林は大部分が雑木であったと考えてよい。同
山林は昭和 44 年に富岡市の実業家Ｔｋへ売却されたが、森林資源構成表から判断
して、Ａ家所有時代に造林されたカラマツ、スギ、ヒノキが生育している。青倉山
の森林資源構成は、9 齢級以上のカラマツ、スギ、ヒノキはＡ家の所有時代の植林
 
 
森沢山 
青倉山 
上野入日向山 
下仁田町 
中心市街地 
御荷鉾スーパー林道 
妙義荒船スーパー林道 
大桁山： 
863ｍ 
妙義山： 
1,104ｍ 
荒船山： 
1,325ｍ 
神津牧場 
南牧村 
長野県 
軽井沢町 
富岡市 
道平川ダム 
妙義・荒船・佐久 
高原国定公園 
 
下仁田町 
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であり、標高も御荷鉾スーパー林道が通る日向山山頂は 1,447ｍあり、カラマツの
成育には適した山林である。雑木は 10～16 齢級が 213 町歩と多く、人工林はカラ
マツが 11～13 齢級を中心に 12 齢級が 35 町歩と最も多い。スギは、12 齢級が 6 町
歩と多く、10～13 齢級に 12 町歩が分布している。 
ヒノキは、林齢 103 年生 2 反歩のみであり、青倉山で一番高い林齢である。人工
林は、全てＡ家時代の植林である。ヒノキは、明治 29～大正 3 年に 7 万本を植林
しており、面積は 20 町歩（1 町歩 3,000 植えで 23 町歩、当時はこれよりも粗植で
あった。）を植林したが、標高 940～1,448ｍであり北東向き斜面で冬季は浅間おろ
しが吹き付け、ヒノキの植林は失敗した。雑木は薪炭用として、搬出し易いところ
は繰り返し伐採され、岩が多く足場が悪く作業道から遠い箇所が残され、天然林の
林齢が高い。スギ、カラマツも林齢から検討すると戦後直後の植林であり、明治末
期から大正初期の植林は大部分が失敗した。  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
現在は林内を林道七久保・橋倉線（工期昭和 50～63 年）が走り、山林の頂上尾
根部分には御荷鉾スーパー林道が昭和 58 年に竣工している。スーパー林道は、群
馬県鬼石町大字保美濃山から南牧村大字羽沢までの延長 67km に事業費 104 億円を
投じて建設され、林道七久保・橋倉線と連結している (2)。  
青倉山は、昭和 44 年に富岡市の実業家Ｔｋへゴルフ場用地として売却され、有
価証券、金融機関の預貯金、安中市内の市街地宅地 48 年 2 筆 246 坪を取得し、現
在はスーパーの駐車場として賃貸している。平成 5 年 7 代目当主Ｍｔの妹(昭和 36
年生まれ)が相続した。青倉山は簡単には保安林解除がなされず、現在はＴｋ一族
が経営する病院所有の山林になっている。  
 
２ 一部寄付した上野入日向(日影)山(寄付、保持) 
 
(1) 取得山林の沿革 
面積：町歩
齢級 雑木 カラマツ スギ ヒノキ 計
1 0.8 - - - 0.8
3 0.2 - - - 0.2
5 5.9 - - - 5.9
6 3.4 - - - 3.4
9 - 1.0 - - 1.0
10 18.7 - 3.3 - 22.0
11 13.1 9.6 0.6 - 23.2
12 9.2 34.8 6.2 - 50.1
13 70.6 11.7 1.8 - 84.2
14 17.8 - - - 17.8
15 43.2 - - - 43.2
16 28.6 - - - 28.6
18 1.1 - - - 1.1
21 - - - 0.2 0.2
計 212.6 57.1 11.8 0.2 281.7
資料：下仁田町森林組合提供資料より作成。
注：平成26年1月9日現在
表3-3　青倉山の森林資源構成表
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 この山林はＡ家が 55 町歩所有し、立木の林齢も後掲図 3-4 のように高く、現在
のＡ家を代表する所有山林である。下仁田町中心市街地から北西 9 ㎞に位置し、昭
和 60 年に林道中之岳線も林内に開設され、昭和 48 年度 17 億 6,000 万円を投じた
妙義荒船スーパー林道で、横川（国道 18 号線）から下仁田町南野牧（国道 254 線）
に接続している（ 3）。地元西牧村在住のＴｍ（安政 4～大正 6 年）が所有していた山
林であり、字上野入日向、上野入日影、大久保の 3 つの山林が明治末から大正初期
にかけて集積された。 
明治 41 年に集積した甲 4387 は、明治 31 年に前述のＴｍは、碓氷郡八幡村のＨ
ｒ(生没年不詳)から取得した。Ｔｍは 36 年に西牧村のＳａ貸金合資会社より 300
円の借入を起こし、39 年同村本宿の酒造業者Ｈｋより 1,050 円を借り替えて、Ｓ
ａ貸金合資会社の借入金 300 円を返済した。Ｔｍはこの酒造業者Ｈｋから 1,050 円
の借入金返済のため、明治 41 年にＡ家へ上野入日向 19 筆、上野入日影 11 筆、大
久保 3 筆の計 65 町歩を 1,907 円で当主Ａの先代名義で売却した(図 3-3)。Ｔｍは、
大きな養蚕農家であり近世からこの地域周辺特産の麻栽培を営み、石川県能登地
方から多くの労働者を雇い漆栽培も営んでいた。しかし、日露戦争での長男(明治
14～38 年)の戦死という精神的なショックと戦後の不況のため事業に失敗し、山林
を処分した (4)。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 3-3 明治 41、42 年、その他年度 集 積位 置図  
       資料：群馬県Ａ家所蔵「山林原簿」、下仁田森林組合提供資料より作成。  
 
明治 42 年集積の甲 4396-１は、図 3-3 に示すように地元のＴｙ（生没年不詳）
が所有した山林を明治 23 年に前述のＴｍが取得し、31 年に東京市大伝馬町のＡｒ
（生没年不詳）が 100 円で取得した。Ａｒは 33 年同市江川町の金融業者Ｈｚより
Ｎ
明治41年
集積山林
面積：65町歩
明治42年
集積山林
面積：94町歩
大正5年
集積山林
面積：15町歩
大正2年
集積山林
面積：１町歩
上野入日向山
上野入日影山
集積年度 配色
明治41年
同42
その他
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5,000 円を借用し、この債権は同年向島中之郷町の金融業者Ｔr に譲渡され、さら
に須田町の株式会社Ｍｎ銀行外 5 銀行に譲渡され、所有権は 35 年に株式会社Ｍｎ
銀行外 5 銀行が取得し、明治 42 年に上野入日向 29 筆、上野入日影 2 筆 94 町歩
2,777 円がＡ家 3 代目Ｈｅ名義で集積された。以上何れもＴｍやＡｒの日露戦争後
の不景気による事業の失敗による負債整理のため、売却された山林である。  
 
(2) 立木販売 
Ａ家の取得後の立木販売の状況を表 3-4 に示した。展開期は、データが大正元～
3 年の 3 ヵ年だけであるが、雑木販売 3 千円(98％)とほとんどである。戦前期大正
期・昭和初期の吾妻郡進出期は雑木 9 千円(95％)、朝鮮進出期は雑木 1 万 3 千円
(98％)と明治期に引き続き立木販売は雑木が 95％を超える。昭和 10 年代の投資拡
大期には、人工林主伐材 3 件 1 万 8 千円(74％)が 1 位となり、雑木は 45 件 6 千円
(26％)と雑木販売金額を人工林主伐材の販売金額が大きく上回る。明治末期から
大正期にかけて集積した山林の前所有者が植林した人工林が伐期に入ったのであ
る。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
戦後の転換期は、昭和 21～24 年だけのデータであるが、人工林主伐材 23 万 4 千
円(63％)が雑木 13 万 6 千円(37％)を上回り、Ａ家が大正 10 年代に植林した人工
林が伐期に入ったことを示す。立木の販売先は、雑木は全期間を通して地元の製炭
農民や製炭業者、人工林主伐材は投資拡大期には高崎市の大手材木商Ｎｍと地元
下仁田町の大手材木商Ｙｓ、安中市の製材業者Ｎｕ、戦後期は地元同町のＹｓや中
堅材木商Ｔｉ、Ｔｕ、Ｈｙへ販売された。  
 
(3) 植林と下刈り 
次にＡ家の植林状況を取得山林別に検討すると以下の通りである。  
単位：件、円、％
伐採方法 展開期 吾妻郡進出期 朝鮮進出期 投資拡大期 転換期
・樹種 大正元～3年 大正4～8年 大正9～昭和9年 昭和10～20年 昭和21～24年
件数 10 33 118 45 35
販売金額 2,960 8,567 13,148 6,222 135,650
構成比 97.7 94.5 97.5 25.6 36.7
件数 0 0 12 1 0
販売金額 0 0 200 200 0
構成比 0.0 0.0 1.5 0.8 0.0
件数 0 0 6 3 3
販売金額 0 0 101 17,895 234,000
構成比 0.0 0.0 0.7 73.5 63.3
件数 1 1 3 1 0
販売金額 70 500 30 25 0
構成比 2.3 5.5 0.2 0.1 0.0
件数 11 34 139 50 38
販売金額 3,030 9,067 13,479 24,342 369,650
構成比 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0
資料：群馬県Ａ家所蔵「山林原簿」、「立木売上帳Ⅱ」、「小作金・小作米」より作成。
注1：「その他」は、キリ、クワ、クリ、スギ・雑木混合、風倒木等である。
　　　　2：戦後の「転換期」の昭和23年に１件、人工林主伐材であるが販売金額が符牒で記載され解読不能のものがあった。
　　　　3：構成比とは、各期の全販売金額に対する各伐採方法・樹種の比率のことである。
表3-4 上野入日向・（上野入日影）山の立木販売状況
時期区分
計
雑木
人工林間伐材
人工林主伐材
その他
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①  明治 41 年の集積山林(上野入日向、上野入日影、大久保 3 筆)の植林は、明治 
42～44 年スギ 4,550 本、ヒノキ 50 本、クリ 100 本、大正元～2 年スギ 2,995 本、
ヒノキ 225 本、昭和 2～5 年スギ 2,500 本、ヒノキ 1,000 本、クヌギ 1,700 本、
6 年クヌギ 3 万 545 本、アカシヤ 300 本、クヌギ 7,000 本、同 1 万 4,000 本、1
万 2,250 本、9 年クヌギ 3,200 本と比較的植林は新しく、昭和に入り本格的にな
され、樹種はスギ、ヒノキと製炭原木として価値の高いクヌギを主体としている。
クヌギは天然更新により 10～20 年サイクルで伐採できた。スギ・ヒノキの植林
は、土壌の地味がよく、主伐・間伐時の搬出経費のかからない場所のみを選んで
行われた。下刈りは、明治 42～大正 2 年 30 円、大正 3～6 年 20 円、大正 8～昭
和 2 年 19 円支出され、スギ・ヒノキが中心でクヌギ・アカシヤの下刈りは不要
であった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 3-4 上野入日向山の森林資源構成 (平成 26 年 1 月 9 日現在) 
資料：下仁田町森林組合提供資料より作成。  
 
②  明治 42 年の集積山林（上野入日向・上野入日影）の植林は、明治 43～45 年 
にスギ 5 万 8,280 本・ヒノキ 9,515 本、大正 2～5 年スギ 7,385 本・ヒノキ 5,900
本、7～9 年スギ補植 3,009 本・ヒノキ補植 1,340 本、13 年スギ補植 275 本、15 年
スギ補植 3,333 本・カラマツ補植 1,750 本・マツ補植 800 本である。スギ、ヒノキ
の適地のため、①の明治 41 年集積山林よりスギ・ヒノキが多く植林された。下刈
りは、明治 41～大正 3 年 445 円、明治 41～大正 8 年 365 円、大正 5～昭和 5 年 243
円、大正 5～8 年 3 円と明治 41 年集積山林より下刈り経費が多く投下されている。 
現在の上野入日向の森林資源構成は、図 3-4 に示すようにスギの 17 齢級 1 町 7
反歩を最高に 10 齢級 11 町 6 反歩、12 齢級 7 町 4 反歩と高齢級の林分が多い。ヒ
ノキは、8 齢級 4 町 2 反歩、7 齢級 3 町 8 反歩とスギに比べて齢級は低い。上野入
日影山は、地元Ｋａ建設会社へ昭和 53 年 16 筆 35 町歩、54 年 10 筆 3 町歩が売却
され、その後 56 年に 4 筆 20 町歩が採石山として富岡市の I 建設会社へ転売され、
0.0
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4.0
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面積：町歩
齢級
スギ ヒノキ 雑木
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現在Ｉ建設会社所有になっている (5)。6 代目Ｊｙの亡くなる直前の平成 2 年、5 年
に残された上野入日向山の一部は、下仁田町を通し下仁田町森林組合へ寄付（無償
譲渡）された。 
 
(4) Ａ家より森林組合に寄付・売却された山林  
Ａ家は前述の通り 6 代目当主（現当主の父）が地域林業振興に役立てて欲しいと
いう趣旨で平成 2 年と 5 年に 70 町歩を下仁田町に寄付し、その後下仁田町森林組
合へその山林が無償譲渡された。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 3-5 Ａ家よりの寄付・売却山林の状況  
資料：下仁田森林組合提供資料により作成。  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 3-6 寄付・売却後の植林状況  
資料：同上  
①平成2年寄付地 面積：57町歩
②平成5年寄付地 面積：13町歩
①平成2年売却地
公社造林代替地
面積：5町6反歩
②平成7年売却地
面積：9町歩
林道中之岳線
既設作業道
妙義荒船スーパー林道
Ａ家の現在所有山林
面積：55町歩
下仁田町製材業者所有山林
富岡市Ok所有山林
Ｎ
平成18年度間伐事業
面積：8町歩
平成11年保安林改
良事業ヒノキ
面積：4町5反歩
平成10年保安林改良
事業ヒノキ
面積：3町6反歩
平成7年公社造林
ヒノキ
面積：6反歩
公社造林の代替地にて
公社造林契約地になる。
面積：5町歩
雑木立木をヒノキ植林した。
公団造林
ヒノキ
面積：30町歩Ｎ
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その他Ａ家は、公社造林のゴルフ場代替地として、平成 2 年に 6 町歩を売却し
た。平成 7 年に 6 代目Ｊｙが平成 5 年に亡くなった後、Ｊｙの妻(昭和 7 年生ま
れ)、7 代目Ｍｔ、その妹 3 人共有名義の山林を同組合に山林 2 筆 9 町歩を土地代
1,191 万円、立木代 1,172 万円の計 2,363 万円で売却した（図 3-5）。 
 
 
その寄付地や売却地には、図 3-6 に示すように公団造林によりヒノキを平成 3～
8 年に 30 町歩、平成７年に公社造林でヒノキ 6 反歩、保安林改良事業として、平
成 10、11 年にヒノキを 8 町歩植林された。平成 18 年には、林齢 30～49 年のスギ
間伐事業を 8 町 1 反歩実施し、新設作業道も平成 4 年 566ｍ、5 年度 230ｍ、平成
19、20 年度にそれぞれ 850ｍ、580ｍと 3 本造られた。 
上野入日向の寄付山林と売却山林部分は何れも所謂荒地であり、土壌も悪く立
木は雑木か林齢の低いスギの人工林であり、処分の真意は相続を目前に控えての
相続税軽減のための財産整理である(表 3-5)。 
 
３ 貸別荘地の軽井沢山(売却) 
 
(1) 取得山林の沿革 
明治 43 年に長野県神科村居住のＷ（文政 13～明治 45 年）から現在の軽井沢町
単位：町歩
平成2年  2年売却地 5年 　7年
寄付地 (公社造林地) 寄付地 売却地
1 28.7 1.2 2.6 -
2 12.1 - - 0.1
3 - - - -
4 - - - -
5 - - 0.8 -
6 - - - -
7 - 0.1 - -
8 - - - 1.0
9 16.1 - 2.0 -
計 56.9 1.3 5.4 1.1
1 - - - -
2 - - - -
3 - - - -
4 - 0.1 - -
5 - 0.2 4.9 0.5
6 - - 0.5 0.1
7 - 0.9 0.5 2.3
8 - - - -
9 - - 0.7 -
計 0 1.2 6.6 2.9
1 - 1.1 - -
2 - 2.0 - 0.7
3 - - - 0.3
4 - - - 1.1
5 - 0.0 1.1 2.5
6 - - - 0.5
計 0 3.1 1.1 5.1
56.9 5.6 13.1 9.1
資料：下仁田町森林組合提供資料より作成。
表3-5　上野入日向の寄付、売却時点の立木状況
樹種 齢級
合計
雑
木
ス
ギ
ヒ
ノ
キ
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の山林 21 筆 88 町歩を購入代金 1 万 2 千円で競売手続きにより入手した。Ｗは、
長野県小縣郡『神科村誌』によると幕末から明治にかけ養蚕、蚕種に取組み、秋蚕
の飼育に成功して財をなし、外国人向け別荘開発の先駆者として軽井沢の山林原
野を取得していた (6)。同山林の閉鎖登記簿によると明治 29 年にＷはこの山林を取
得した。しかし、Ｗは事業に行き詰り明治 41 年に甲銀行(本店長野県上田町)から
不動産競売開始決定の申し立てがなされた。明治 43 年に軽井沢の不動産をＡ家が
当主Ａ名義で落札し、この時に取得した不動産の中には畑 1 筆 1 反歩、宅地 5 筆 3
反 1 畝も含まれていたが、現況は全て山林原野とみてよい。  
取得時の立木の状況は、前掲『神科村誌』や『金剛寺区誌』の記載から前所有者
Ｗがカラマツの植林に熱心だった状況とＡ家所蔵「買入帳」の「落葉松四尺四方植
百十万雑木地七、八年以上十五、六丁」の記載から明治 43 年取得の長野県軽井沢
の山林原野台帳面積 88 町歩は、実測 158 町歩のカラマツ（1 町歩 6,944 本の密植）
と 16 町歩の雑木であったと考えられる。  
Ａ家は、明治 35 年にＡ家先代 3 代目Ｈe の時、初めて軽井沢の字中村に原野 5
反歩を購入した。その後 43 年当主Ａ名義で現在のＭホテル (7)近くの丸小山周辺の
字林ノ根、櫻ノ沢、中村、釜ヶ沢や重要文化財旧三笠ホテル南の三笠地区の深古屋、
深山を購入した。その後、大正 6 年に字唐松、丸小下を買い増した。  
Ａ家の所有した山林は、旧軽井沢と現在いわれる古くから別荘開発が行われた
地域である。Ａ家は、明治末期から大正期にかけて、軽井沢の一等地を 90 町歩集
積した。集積当時の山林は、図 3-7 に示した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 3-7 各軽井沢山の位置図  
資 料：軽 井 沢 町 役 場 発 行 2 万 分の 1 の地 図、Ａ家 所 蔵『買 入 帳』より作 成。  
 
軽井沢駅
県道旧軽井沢・軽井沢停車場線
熊野神社
下浅間隠：1筆、
2反歩
林ノ根：11筆、
28町7反歩
Mホテル
丸小山：1.030ｍ
櫻ノ沢：1筆
11町3反歩
城ノ尾根：1筆、
4町4反歩
釜ノ沢：１筆、
8町5反歩
碓氷峠：960ｍ
三度山：1,003ｍ
中村：1筆、
5反歩
離山：1,255ｍ
唐松：5筆、
8反歩
深山：6筆、
22町4反歩
重要文化財
旧三笠ホテル
深古屋：1筆、
12町4反歩
三笠通り
Ａ家山橋
愛宕山：1,174ｍ
北陸新幹線
Ｎ
丸子下：3筆
1反歩
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Ａ家の当主Ａは、明治末期から旧軽井沢地域で山林を取得し、大正期には主に外
国人相手に 38 町歩（11 万 5,119 坪）の土地を別荘地として分譲し（ 8）、15 軒の貸
別荘を経営し、昭和 9 年 3 千円、12 年 3 千円、16 年 5 千円の家賃を得ていた (9)。 
 
(2) 取得後の立木販売と土地利用 
集積後のＡ家の立木販売は、表 3-6 に示すように朝鮮進出期には、カラマツの間
伐材販売が 32 件 1 万 2 千円と盛んに行われ、投資拡大期には雑木 25 件 2 万 3 千
円、カラマツ間伐材 9 件 1 万 9 千円、カラマツ主伐材 6 件 6 万 7 千円が販売され、
雑木は事業製炭者相手に販売された。戦後の転換期はデータが少なく昭和 21～24
年のみであるが、雑木 2 件 26 万 3 千円、カラマツ間伐材 2 件 21 万円が確認でき
る。標高が高くスギ、ヒノキの植林適地でなく、雑木、カラマツ、モミの前所有者
からの立木を維持し、カラマツの間伐を行っていたものとみられる。  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
軽井沢山の所有は、植林事業というより将来の「別荘地」として、山林・原野の
所有をしていた。事実、Ａ家は昭和 40 年以降のリゾートブームと高級避暑地の開
発に際し、所有山林を手放し銀行預金、有価証券へ財産の転換を図っていく。昭和
42 年にＳ開発(本店 東京都港区)に字林ノ根等 17 筆 39 町歩の山林を処分したの
を手始めに次から次とリゾート開発ブームのなかで所有山林を処分し、有価証券
や預貯金で資産を運用し、安中市郊外の郷原字中原 284 番地外 5 筆の畑 4 反 9 畝
を昭和 43 年に取得し、平成 11 年にこれを「宅地」に地目変更した。安中市郊外の
土地に関しては、Ａ家 7 代目現当主Ｍｔ名義であり、国道 18 号沿いの土地で、「食
の駅」を経営するものに賃貸し、地代を得ている。  
最近では、昭和 16 年に集積した同町字深山の山林 3 町 8 反歩（後に宅地に地目
変更）を平成 24 年に東京のリゾート開発業者Ｂs（本店 東京都新宿区）に売却し
た。現在は軽井沢町には所有山林はなく、明治 35 年に当主Ａの先代Ｈe（3 代目）
が軽井沢でＡ家が最初に集積した字中村のＡホテル近くの別荘 4 反歩を 6 代目Ｊy
件数 金額 件数 金額 件数 金額 件数 金額
展開期 ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ 1 380
吾妻郡進出期 ‐ ‐ 2 445 ‐ ‐ ‐ ‐
朝鮮進出期 1 47 32 11,692 ‐ ‐ ‐ ‐
投資拡大期 25 23,385 9 19,412 6 67,102 ‐ ‐
転換期 2 263,000 2 210,000 ‐ ‐ 1 300
資料：群馬県Ａ家所蔵「小作台帳」、「立木売上帳Ⅰ」、「立木売上帳Ⅱ」、「山林原簿」より作成。
注1：展開期の「その他」の樹種は、アカマツ、カラマツ、雑木1件である。
 　2:転換期の「その他」は、庭木としてモミ、ニレ、サクラである。
　 3：表2-5の軽井沢山投資拡大期の、カラマツ主伐と上記の金額は一致していない。
表3-6　軽井沢山の立木販売
単位：件数、円
時期区分
雑木 カラマツ間伐材 カラマツ主伐材 その他
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の妻（昭和 7 年生まれ）と 7 代目現当主Ｍt の 2 人の名義で所有している (10)。 
 
 
第 3 節 大正・昭和戦前期の集積山林 
 
１ 吾妻郡進出期の集積山林 
 
(1) 吾妻郡進出期の動向  
大正期前半にＡ家は、群馬県北西部の吾妻郡、北群馬郡へ進出し、大正 5 年吾妻
郡で初めて衆議院議員になったＳｉ（文久 3～大正 7 年） (11)より、表 3‐7 に示す
ように１町 4 村 90 町歩を取得したのを初めに 6～8 年にかけて旧坂上村水無、朝
碓宿 590 町歩の計 680 町歩の山林を当主Ａの長男名義で取得した。  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
大正 9～昭和 9 年の朝鮮進出期には、国内の所有田畑、宅地や山林等の不動産や
株式を売却し、その資金を朝鮮半島の南部の水田経営、北部の植林事業につぎ込み、
同期に集積した山林は 28 町歩のみであった。以下、吾妻進出期に集積した人工林
の主伐が多く行われたユーシン山、昭和 51 年安中市に全山寄付された水無・朝碓
宿山と投資拡大期集積の代表的事例である次男家所有榛名山御料地、三男家所有
の御荷鉾山の経営展開と処分過程を検討する。  
 
(2) 人工林立木販売の中心地ユーシン山(売却) 
ユーシン山は，Ｓｉの負債整理で大正 5 年に取得した山林で、Ａ家が群馬県北西
部の吾妻郡に進出する契機になった。この負債整理時の山林は、吾妻郡中之条町、
同郡旧太田村、旧坂上村、旧東村（現東吾妻町）、北群馬郡小野上村（現渋川市）
に及んでいた(図 3-8)。1 町 4 村に亘り集積された山林 87 町歩を 2 万 7 千円で購
入し、大正・昭和戦前期にスギの主伐が多く行われた。  
森林所在地 筆数 面積 購入金額
　太田村大字小泉字前山 12 3.28 635
　太田村大字泉澤字歌平 5 2.35 790
　太田村大字泉澤字ユーシン 13 14.81 4,095
　太田村大字小泉字広野原、大字泉澤字新浜 28 10.95 3,305
　太田村大字泉澤字堂ヶ澤、字大久保 20 11.72 3,827
　中之条町大字市城字井戸ヶ町、澤入、清明、岩井堂 16 2.96 2,137
　北群馬郡小野上村大字村上字古城台 4 1.11 573
　坂上村大字大戸字大久保 7 14.23 4,278
　坂上村大字萩生字澤入 8 14.72 2,223
　東村大字岡崎新田字山崎、大久保、後山 3 8.61 3,826
　東村大字奥田字萩原 3 1.73 726
　東村大字岡崎新田字屋敷、上ノ平 5 0.84 464
計 124 87.31 26,879
資料：群馬県A家所蔵「買入帳」より作成。
表3-7　大正5年元所有者Ｓi 関係より購入山林一覧
単位：筆、町歩、円
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ユーシン山は、吾妻郡進出期に人工林間伐材、投資拡大期に人工林主伐材の販売
が多かった。ユーシン山を取得した大正 5 年にスギ 785 本、ヒノキ 450 本植林し、
大正 6 年から昭和 2 年にヒノキ補植 7,615 本、大正 15 年から昭和 4 年にスギ補植
1,858 本、大正 15 年にマツ補植 1,250 本を行った (12)。下刈りは、大正 5 年から昭
和 5 年に 169 円、大正 15 年 165 円で実施している。大正 5 年集積後、Ａ家は積極
的に植林事業を展開し、戦前はヒノキを植林する家は少なかったがヒノキの植林
を行っている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 3-8 ユーシン山、水 無 、朝碓宿 山の位 置  
資料：群馬県吾妻森林事務所管内図より作成。  
 
立木販売は、大正 13 年から昭和 16 年にスギ、ヒノキの間伐 18 件 2 千円を地元
の材木商、昭和 8、14 年雑木 2 件 100 円を製炭農民や事業製炭者、昭和 10、12、
13、16 年にスギ人工林主伐材 4 件 2 万 5 千円を高崎市Ｎｍ、下仁田町Ｙs の材木
商へ販売した。Ｓi 所有時代に植林したスギの人工林が投資拡大期に主伐期に入り、
間伐も 18 回と毎年のように行った。立木販売は、主伐と間伐で業者を使い分けて
いる。 
戦後、同山林は、図 3‐9 に示すように昭和 50 年代に 4 回に亘り不動産ブロー
カーＨｋ（昭和 50 年 1 筆 5 町 7 反歩）やＳｂ（58 年 3 筆 4 町歩）、下仁田町の材
木業者Ｓｔ（51 年 3 筆 3 万 9 反歩）の手により売却された。現在は、合筆され 6
筆になり、渋川市在住者 4 名と地元大字泉澤在住者１名の所有になっている。 
植林樹種は、スギが中心である。Ａ家は、昭和 50 年代にユーシン山の処分を行
っているので、9 齢級以上はＡ家時代の植林である。スギ、ヒノキ、サワラ 102 年
 
旧坂上村大字本
宿字水無、朝碓宿 
（現東吾妻町） 
旧太田村字泉澤 
字ユーシン 
（東吾妻町） 
榛名湖 
高崎市中室田天狗山 
：標高 1,174ｍ 
高崎市倉渕町 
旧六合村 
(現東吾妻町) 
吾妻郡中之条町 
 
旧長野原町 
（現東吾妻町） 
旧東村 
(現東吾妻町) 
霧積温泉 
浅間隠山： 
標高 1,756ｍ 
渋川市伊香保町 
大戸関所跡 
           N 
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生 3 反歩はＳi 所有時代のもので、Ａ家が大正 5 年に集積したときには既に植林さ
れていた。その他にもＡ家所有時代の植林であるスギ 85 年生 2 反歩、同 75 年生 5
反歩、同 1 町 9 反歩の林齢の高い人工林が残っている(表 3-8)。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 3-9 ユーシン山の処分後の所有者  
資 料：吾 妻 森 林 組 合 提 供 資 料より作 成。  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
渋川市の医師一族所有地の大字泉澤 692‐1 は、隣接の同 694 番地の所有者とと
もに平成 11 年から群馬県林業公社との間で分収契約を締結している (13)。分収割合
は公社 6/10、所有者 4/10 で存続期間 50 年、ヒノキが実測 2 町 4 反歩に 7,260 本
単位：町歩
齢級 スギ ヒノキ カラマツ マツ
3 ‐ 2.2 ‐ ‐
4 ‐ ‐ ‐ ‐
5 ‐ ‐ ‐ ‐
6 ‐ ‐ ‐ ‐
7 ‐ ‐ ‐ ‐
8 0.1 ‐ ‐ ‐
9 ‐ ‐ ‐ ‐
10 2.0 ‐ ‐ 1.1
11 3.9 ‐ ‐ ‐
12 1.4 ‐ 0.0 ‐
13 0.8 ‐ ‐ ‐
14 1.8 ‐ ‐ ‐
15 2.4 ‐ ‐ ‐
16 ‐ ‐ ‐ ‐
17 0.2 ‐ ‐ ‐
18 ‐ ‐ ‐ ‐
19 ‐ ‐ ‐ ‐
20 ‐ ‐ ‐ ‐
21 0.3 ‐ ‐ ‐
計 12.9 2.2 0.0 1.1
資料：吾妻森林組合提供資料より作成。
注：平成26年1月9日現在
表3-8　ユーシン山の森林資源構成表
 
渋川市医師丁一族所有 
公社造林契約中 
渋川市在住者 
丙所有 
渋川市在住者 
乙所有 
 
渋川市在住者 
甲所有 
 
地元大字泉澤 
在住者戊所有 
隣接者所有ユーシン 
694 番地 
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が植林されている。同年に作業道も延長 700ｍが造られた。 
 
(3) 安中市に寄付した水無、朝碓宿山(寄付) 
Ａ家は、大正 6～8 年に吾妻郡坂上村大字本宿に 7 筆 588 町歩の山林を当主Ａの
長男名義で取得した(図 3-8、図 3-10)。大正 6 年取得の字水無 3337-1 外 2 筆 282
町歩は、閉鎖登記簿より大正元年に前所有者Ｉt（明治 6～大正 10 年）とＫo（明
治 12～昭和 3 年）が購入し (14)、Ａ家が大正 6 年に購入代金 5 千円で取得した。前
所有者Ｉt は、吾妻郡岩島村在住で生涯を水力電力事業に私財を投じ、精力を傾け
た人物であった。 
大正 3 年には、高崎水力電気株式会社の厚田発電所を竣工し、大正 7 年にはＫo
と現在の長野原町の熊川発電所（資本金 150 万円）を設立し、取締役になった。Ｋ
o は、大正 4 年から 8 年に県会議員を務め、大正 3 年（第 16 代）と同 6 年（第 19
代）の岩島村村長を務め、熊川電気株式会社の創立時の社長になっている。大正 7
年の熊川発電所の設立資金捻出のため、Ｉt とＫo は水無山林 3 筆 282 町歩をＡ家
に売却した。 
大正 7 年取得の字朝碓宿 3336-2 外 1 筆 25 町歩は、競落物件を旧倉田村（高崎
市倉渕町）の不動産ブローカーＴk(生没年不詳)から 850 円で取得した。大正 8 年
に取得の字朝碓宿 3336-1 外 2 筆 280 町歩は、明治 39～45 年まで高崎の大手材木
商Ｎｍ親子が所有し、その後埼玉県大宮町の甘藷、肥料、製茶の仲買販売業のＳｎ
(安政 4～昭和 6 年)が 6 年半所有したものを 1 万 4 千円で取得した（ 15）。戦後の昭
和 45 年には地元の吾妻郡大字本宿のＨh(生没年不詳)より、字朝碓宿 3336‐9 の
山林 1 町歩を購入した。 
水無、朝碓宿の「山林原簿」の立木販売状況記載の朝鮮進出期と投資拡大期を比
較すると次の通りである。朝鮮進出期の水無は雑木販売 43 件 2 万円、その他大ト
チ 1 件 50 円、トチ 25 円の計 75 円、朝碓宿 18 件 2 千円である。投資拡大期は水
無 19 件 3 千円、朝碓宿 7 件 6 千円である。製炭業者が販売先と思われる高額販売
の 1 千円以上は朝鮮進出期で水無 5 件、朝碓宿 0 件、投資拡大期は水無 1 件、朝
碓宿 2 件である (16)。これから明らかなことは、朝鮮進出期は水無山から薪炭原木
が主に販売され、投資拡大期に入ると朝鮮進出期に比べ水無山と朝碓宿山双方か
ら薪炭原木は販売された。そして、製炭業者への販売は朝鮮進出期に 5 件あった
が、両時期を通して双方の山とも製炭農民への雑木販売が主力だった。  
戦前の植林は、大正 14 年アカシヤ 1 万本、ヒノキ 2,000 本、大正 15 年ヒノキ
1,000 本、昭和 2 年ヒノキ 4,850 本、スギ 5,000 本、スギ補植 200 本、ヒノキ補植
150 本の山林経費計 282 円、昭和 8 年アカシヤ 25,000 本・山林経費 185 円、同年
アカシヤ 20,000 本・138 円、9 年アカシヤ 44,000 万本・山林経費 308 円、10 年ア
カシヤ 25,000 本 212 円である。下刈りは大正 12～昭和 3 年で 71 円である。戦前
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の植林でアカシヤが目につくが、この水無、朝碓宿山は北面を向いており土壌も悪
く、治山と他の雑木に比べ収炭率のよいアカシヤを植林した。  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
現在の同山林の資源構成は、表 3-9 に示したようにカラマツと雑木が中心であ
図 3-10 水無、朝碓 宿山 の位置、購 入先、筆 数、面積  
資料：吾妻森林組合より提供資料より作成。  
 
 
単位：町歩
齢級 カラマツ 雑木 スギ ヒノキ
3 2.7 ‐ ‐ ‐
4 10.2 ‐ ‐ ‐
5 ‐ ‐ ‐ ‐
6 ‐ ‐ ‐ ‐
7 ‐ ‐ ‐ ‐
8 0.1 ‐ 0.4 ‐
9 0.8 ‐ 0.4 ‐
10 ‐ ‐ ‐ ‐
11 9.1 12.9 ‐ ‐
12 36.9 101.4 ‐ ‐
13 37.0 61.9 ‐ ‐
14 ‐ ‐ ‐ ‐
15 0.8 20.5 ‐ 0.1
16 ‐ 56.3 ‐ ‐
17 ‐ 44.6 ‐ ‐
計 97.6 297.6 0.8 0.1
資料：吾妻森林組合提供資料より作成。
注1：今回の調査で旧坂上村大字本宿字水無・朝碓宿は、台帳面積より、
　　 200町歩ほど少ないことが判明した。
　2：昭和26年1月9日現在
表3-9　吾妻郡水無、朝碓宿の森林資源構成表
大正6年集積
Itと ko (双方吾妻郡岩島村
現東吾妻町)より
水無3337‐1 214町歩
3337‐2   63町歩
3337‐3 5町歩
浅間隠山
：国有林
：山頂標高
1,756ｍ
字 水無
字 朝碓宿
昭和45年集積
地元旧坂上村大字
本宿Hhより
朝碓宿333‐9 １町歩
大正8年集積
Sn(埼玉県大宮町
現さいたま市）より
朝碓宿3336‐1 223町歩
3336‐2   57町歩
大正7年集積
不動産ブローカー
Tk(群馬郡倉渕村
現高崎市)より
朝碓宿3336‐2
4町歩
3336‐6
21町歩
Ｎ
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る。スギ、ヒノキの不適地でヒノキ 15 齢級 1 反歩、スギ 8、9 齢級各々4 反歩が確
認できる。いずれもＡ家所有時代の植林であり、スギ、ヒノキを植林したが失敗し
た。カラマツは、12 齢級と 13 齢級が各々37 町歩ある。雑木は、17 齢級 45 町歩が
最高の林齢であり、雑木の 12 齢級が 100 町歩以上あることも特色である。昭和 40
年以前の薪炭が売れた時代は雑木が価値をもっていたが、現在は所有者にとって
は所有していても負担になるだけであった (17)。Ａ家所有時代のカラマツの植林が
図 3-11 に示すように帯状に残っている。また、今回の調査で台帳面積が朝碓宿を
中心に 200 町歩面積が少ないことも明らかになった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
安中市は、旧森林開発公団（現森林総合研究所森林農地整備センター）と平成 6
年に分収造林契約を結んだ。全てカラマツであるが翌年７年 4 町 5 反歩、8 年 7 町
4 反歩、9 年 6 町 8 反歩、13 年は改植で 2 町 4 反歩の計 21 町歩の植林を行ってい
る（図 3-11）。林道は、須賀尾線が昭和 7 年 3,700ｍ、水無線が昭和 21 年 1,390ｍ
開設された。作業道も平成 6 年 600ｍ、同年 2 回目の開設で 870ｍ、7 年 920ｍ、8
年 445ｍと総延長 2,835ｍを新規に開設した。公団造林のカラマツの除伐も平成 21
年度 21 町 7 反歩行われ、広葉樹の整理伐は平成 21 年度 9 町歩、22 年度 10 町歩が
行われた (18）。 
 図 3-11 旧森林開発公団造林によるカラマツの植林  
資 料：吾 妻 森 林 組 合 提 供 資 料より作 成。  
 
平成8年度カラマツ
植林面積：７町4反歩
平成7年度カラマツ
植林面積：4町5反歩
平成9年度カラマツ
植林面積：6町8反歩
平成13年度カラマツ改植
面積：2町4反歩
平成6年安中市が旧森林開発
公団と分収林契約を締結をす
る前からある、Ａ家植林のカ
ラマツ面積：8 町歩
平成6～8年まで4回に亘り事業を行い、
総建設費324万9,000円・総延長2,835ｍ
・幅員3ｍの作業道。
Ｎ
Ａ家所有時代に植林されたカラ
マツ（帯状に残っている）
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２ 投資拡大期の集積山林 
 
(1) 売却寄付した榛名山御料地(売却、寄付、保持) 
 ①榛名山御料地入手の経緯 
Ａ家は、昭和 10 年代の投資拡大期に国内山林 800 町歩を再び買い増した。前掲
表 1-9 に示したように朝鮮経営が軌道に乗り、朝鮮半島からの入金が昭和 9 年頃
から増加したためである。Ａ家の事業運営のなかで、投資拡大期の立木売上金も
20％前後と大きなウェ－トを占めるようになっていた  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 3-12 次男家所有山林榛名山御料地の位置  
資料：群馬県西部環境森林事務所管内図より作成。 
 
榛名山御料地は、昭和 14～16 年にＡ家当主Ａの資金により次男名義で 66 筆 248
町歩を 3 万 6 千円で購入している(図 3-12)。この時はあくまでも地元民からの借
地権の譲渡であり、正式の山林所有権の払下げは、昭和 27 年であった（ 19）。隣接地
には奈良県吉野郡大滝村(川上村大滝)の土倉庄三郎（天保 11～大正 6 年）が御料
地を明治 22 年に借用した 230 町歩の模範林があった。土倉は、林業家として、吉
野郡内で 9,000 町歩の森林経営を行い、明治 20 年から 30 年にかけて群馬県伊香
保ばかりでなく、静岡県天竜川流域、兵庫県但馬地方、滋賀県西浅井町や台湾でも
植林事業を行った (20)。 
 
次男家所有山林 
：榛名山御料地 
JR 高崎駅 
安中市 
高崎市 
榛名山： 
1,449ｍ 
長野新幹線 
上越新幹線 関越高速道路 
安中榛名駅 
榛名湖 
甲ゴルフ場 
観音山 
乙ゴルフ
場 
箕郷 
国道 18 号 
 
高崎市 
     
Ｎ 
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明治期の当時の史料を参考に御料地の地元民の借地利用について検討する。  
明治期の榛名山御料地貸借契約書(巻末参考史料 3「賃貸借契約書」)では、第 2 条
に「借地ノ有権者ハ室田三大字ノモノニ限ルコト」と明記されている。この借地の
資格は大正・昭和戦前期まで続き、昭和 14 年にＡ家の次男がこの山林の譲受者に
なるとき、Ａの次男の妻の妹（大正 6～平成 16 年）が昭和 12 年に旧室田町中室田
のＩs 家に嫁いでいたので、形式的にその妹の名義にしていた （ 2 1）。 
契約書の作成年の翌年には墨により「―第七條ヲ履行シ明治三十二年再入札ニ
附シ―」と追加書きがみられる。借地料の支払いが地元民にとって重荷であったこ
とが確認できる。Ｉs 家の現当主(昭和 14 年生まれ、高崎市中室田在住)からの昭
和 14～16 年のＡ家の借地権譲受の経緯の聞き取り調査からも「当時、御料地を借
地していた室田町の人たちは借地料を滞納していて、その額は全て合わせると膨
大なものとなり、町ではその負担を巡り再三協議を重ねたがどうにもならないと
いうことになり、Ｉs 家の縁戚でもあることからＡ家に助力を求めた。その結果、
Ａ家が滞納を重ねていた室田町の人たちの延滞分を清算し、事無きを得た」とされ
る。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 3-13 次男 家 所有、ゴルフ場へ売却、寄 付 山林 の位置  
資 料：榛 名 町 旧 公 図 区 域 集 成 図より作 成、http://www1.touki.or.jp/(平 成 25 年 12 月 6 日 取 得 )。 
 
平成 14 年 3 月に当主Ａの次男が亡くなり、同年 11 月に次男家では高崎市（当
時旧榛名町）に 6 筆 53 町歩を寄付した。それに先立ち昭和 47 年に 3 筆 11 町歩を
甲ゴルフ場へ、60 年に 5 筆 4 町歩を乙ゴルフ場へ売却した（図 3-13）。このゴルフ
場用地売却金は、次男家の次男(昭和 14～平成 19 年)名義の株式購入と高崎市並榎
 
 
甲ゴルフ場へ売却 
乙ゴルフ場へ売却 
高崎市（旧榛名町）
寄付山林 
所有 配色 
Ａ次男家   
高崎市   
ゴルフ場   
 
 
榛名山山頂： 
1,449ｍ 
次男家 
所有山林 
 Ｎ 
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町の市街地宅地 200 坪の購入に充てられた。 
 
②森林資源構成と処分過程 
立木売却の状況は、戦後この山林管理が次男家に移り、次男家の経営帳簿は確認
できないが、表 3-10 に示すように昭和戦前期は雑木の販売が中心であり、戦後に
スギ１件、ヒノキ１件の販売がある。  
森林資源構成表を検討すると、次男家の現在所有山林では、スギ 18 齢級 2 反歩、
ヒノキ 16 齢級１町歩、18 齢級 5 反歩、マツ 18 齢級 1 反歩、19 齢級 7 反歩、20 齢
級 2 町 4 反歩の植林が特徴であり、雑木 82 町歩と比べ各針葉樹は少ない(表 3-11
参照)。高崎市へ寄付した山林は、雑木 24 町歩、マツ 14 町歩、ヒノキ 16 齢級 3 反
歩、17 齢級 2 町 6 反歩、18 齢級 4 畝歩、スギは 18 齢級 1 反歩である(表 3-12)。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
高崎市に寄付した山林も含め、榛名山御料地の森林資源構成は、全般的に戦前戦
年度 件数 雑木 件数 スギ 件数 ヒノキ 件数 その他
昭和14 3 3,100 ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐
15 6 3,323 ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐
16 11 2,362 ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐
17 3 1,070 ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐
18 6 1,755 ‐ ‐ ‐ ‐ 2 110
19 3 960 ‐ ‐ ‐ ‐ 1 20
20 6 3,550 ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐
21 5 8,830 1 8,600 ‐ ‐ ‐ ‐
22 ‐ ‐ ‐ ‐ 1 15,000 ‐ ‐
23 ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐
24 ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐
資料：群馬県Ａ家所蔵「山林原簿」、「小作金・小作米」より作成。
注：「その他」は、笹代金・クヌギ・延期料などである。
表3‐10　榛名山御料地の立木販売状況
単位：円
単位：町歩
齢級 カラマツ 雑木 スギ ヒノキ マツ 計
2 ‐ 3.2 ‐ ‐ ‐ 3.2
3 ‐ 5.2 ‐ ‐ ‐ 5.2
4 ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ 0.0
5 ‐ ‐ ‐ ‐ 1.3 1.3
6 ‐ 1.7 ‐ ‐ ‐ 1.7
7 ‐ 13.6 ‐ ‐ ‐ 13.6
8 ‐ 3.5 0.8 5.5 ‐ 9.7
9 ‐ 0.7 1.7 ‐ ‐ 2.4
10 1.8 4.2 14.5 ‐ 6.2 26.8
11 ‐ 14.7 21.7 ‐ 11.9 48.3
12 0.5 6.1 10.6 ‐ 12.3 29.5
13 1.8 16.5 0.8 ‐ 2.5 21.5
14 13.8 12.9 1.2 ‐ 0.5 28.4
15 9.6 ‐ 2.0 ‐ 1.2 12.8
16 ‐ ‐ ‐ 1.0 ‐ 1.0
17 ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ 0.0
18 ‐ ‐ 0.2 0.5 0.1 0.9
19 ‐ ‐ ‐ ‐ 0.7 0.7
20 ‐ ‐ ‐ ‐ 2.4 2.4
計 27.4 82.2 53.5 6.9 39.1 209.2
資料：烏川流域森林組合提供資料より作成。
注：平成26年1月9日現在
表3‐11　現在次男家所有の森林資源構成表
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中は薪炭林であり、人工林も戦後の植林であることが明らかである。また、高崎市
に寄付した山林は、10 齢級以上で下刈りが完全に終わったものであるが、現地調
査において、カラマツやマツ、雑木の混成する粗悪山林であり、人工林の生育不良
地である。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
榛名山御料地周辺の林道は、平成に入り 5 路線建設されており、平成 2 年碓原
線 1,900ｍ、7 年伏間赤仁田線 1,500ｍ、15 年南榛名山線 12,861ｍ、21 年筒井沢線
3,336ｍ、22 年糠塚線 5,172ｍであり、南榛名山線が次男家の山林内を貫通してい
る。 
次男家が戦後の昭和 30 年から群馬県と契約し、榛名山御料地に植林した水源林
分収造林契約は、表 3-13 にみるようにＡ家の当主Ａの次男の生前中の昭和 30 年
（番号⑦は除き）に結ばれたもので、契約期間 55 年間、分収割合は群馬県 2/10、
次男家 8/10 である。⑧～⑪は、昭和 58 年に中途解約され (22)、次男家は中途解約金
10 万 3 千円を支払っている。他の箇所は、平成 22 年に次男の妻名義の①、②の字
西筒井沢 4,622 番地、4,623 番地（双方対象樹種アカマツ）、次男の長男名義の④
の天狗山 4682 番地（対象樹種スギ）は、期間満了のため水源林分収契約の解除と
収益が見込めないので立木伐採による分収は実施しないため、群馬県の分収割合
2/10 の県有財産譲与契約が結ばれた。 
平成 21 年における群馬県西部環境森林事務所の水源林分収造林契約地の立木・
素材評価調書を検討してみると、④番の次男の長男名義の大字中室田字天狗山
4682 番地(対象面積 6 町歩、スギ 56 年、材積 1,222 ㎥)の収入(見込)額は 1,119 万
円、費用(見込)額 1,394 万円、収益(見込)額はマイナス 275 万と群馬県の収益分
収(見込)額はマイナス 55 万円である。評価調書の最後に所属長の意見として、「当
該山林に係る山林所有者は、契約解除後の適切に管理する意向であり、解除は適当
と認められる」と記載されている。5 年ほど前の評価調書であるが、55 年間スギを
植林、保育して、契約期間満了により立木を伐採し、分収すると赤字となる。  
単位：町歩
齢級 カラマツ 雑木 スギ ヒノキ マツ 計
10 ‐ ‐ 1.2 ‐ 0.1 1.25
11 ‐ ‐ ‐ ‐ 5.3 5.34
12 0.1 ‐ 1.6 ‐ 8.5 10.26
13 0.6 18.1 ‐ ‐ ‐ 18.66
14 1.8 ‐ 0.1 ‐ ‐ 1.88
15 ‐ 2.1 ‐ ‐ ‐ 2.14
16 ‐ 3.2 ‐ 0.3 ‐ 3.53
17 ‐ ‐ ‐ 2.6 ‐ 2.6
18 ‐ ‐ 0.1 0.0 ‐ 0.12
計 2.5 23.5 3.0 2.9 13.9 45.8
資料：烏川流域森林組合提供資料より作成。
注：平成26年1月9日現在
表3-12　高崎市に寄付した森林資源構成表
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上記水源林分収造林契約の契約期間満了前の平成 14 年に当主Ａの次男が亡くな
り、次男家では高崎市（当時旧榛名町）に 6 筆 53 町歩を寄付した。寄付した箇所
は、戦後多額の造林費を投じたが寒風害でスギは育たず、所有山林の一部の管理、
経営を地方公共団体へ任せたのである (23)。 
 
(2) 群馬県へ寄付した御荷鉾山(寄付、保持) 
①  山林取得の経緯 
Ａ家は、昭和 16 年と 17 年に多野郡日野村の御荷鉾山 16 筆 296 町歩 4 万 7 千円
をＡ会社名義で取得し、昭和 21 年当主Ａの三男へ売却した。御荷鉾山は、図 3-14
に示すように群馬県のみかぼ森林公園とも隣接し、林内を主要地方道富岡・神流線
が貫通し、尾根部分では御荷鉾スーパー林道とも接続している。  
閉鎖登記簿より山林取得の経緯を検討すると所有権移転の経過は、明治 20 年代
前半に北甘楽郡小幡村（現甘楽町）Ｈｙ(生没年不詳)が同村の地元住民から所有権
を取得した。明治 33 年の売買により所有権の一部を移転し、持分 1/3 ずつ同村Ｔ
ｊ(生没年不詳)とＭｏの先代(天保 14～明治 38 年)との 3 人の共有になった。明治
38 年にＭo 家で相続が発生し、上記先代の持分を養子Ｍｏ（明治 8～昭和 16 年）
が取得した。同 38 年には共有物分割によりＭｏが他の所有者の持分 2/3 を取得し
た。 
昭和 12 年には有限責任Ｏｂ組合（事務所は小幡町、旧組合製糸Ｏｂ組）の債権
額 9 千円保全のため、仮差押がなされた。昭和 14 年仮差押登記は取下げのため抹
消された。昭和 16 年にＭｏが亡くなり、Ｍｏの長男（明治 35～昭和 27 年）が相
続した。Ａ家が経営するＡ会社が戦時統制経済下の昭和 16 年と 17 年に同山林を
買収し、昭和 21 年に当主Ａの三男の所有となった。  
  
単位：町歩
契約締 台帳 施業実
結年度 大字 字 番地 面積 測面積
① 昭和30年 中室田 西筒井沢 4,622 3.9 スギ、カラマツ、
② 同上 中室田 西筒井沢 4,623 8.6 アカマツ
③ 同上 中室田 天狗山 4,681 10.0
④ 同上 中室田 天狗山 4,682 8.8 スギ、カラマツ、
⑤ 同上 中室田 天狗山 4,683 9.6 アカマツ
⑥ 同上 中室田 二ツ釜 4,824 3.1
⑦ 昭和35 中室田 天狗山 4,683‐2 0.7 0.7  ヒノキ、アカマツ 昭和35～78年 契約期間満了
⑧ 昭和30 中室田 釜ヶ谷津 4,855 8.8
⑨ 同上 中室田 釜ヶ谷津 4,856 1.1
⑩ 同上 中室田 白崩 4,864 9.2
⑪ 同上 下室田 種山裏 4,819 9.9 4.3  スギ、アカマツ 昭和30～85年 昭和58年解除
計 73.7 43.7
資料：Ａ次男家所蔵「契約書他森林整備協定書」ファイルより作成。
注：分収割合は、何れも群馬県2/10、次男家8/10である。
番号
表3-13　次男家と群馬県との水源林分収造林契約
契約地
備考
5.0  スギ 昭和30～85年 昭和58年解除
33.7
昭和29～85年 契約期間満了
昭和29～85年 契約期間満了
契約期間植栽樹種
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図 3-14 御荷鉾山位置図  
資料：群馬県西部県民局藤岡森林事務所提供資料（管内図）より作成。 
 
Ａ家へ売却された直接の原因は、昭和 12 年の旧組合製糸Ｏｂ組の同山林への仮
差押であろう。Ｍｏは、大正 11～昭和 8 年まで上記組合製糸の組長を務めた (24)。
昭和恐慌により製糸業は、昭和 10 年頃までは不況であった。Ｍｏ家は、組合経営
の悪化の責任のため、個人財産を仮差押されたと考えられる。時期は少し前後する
がＭｏ家は、Ａ会社に同山林を売却し、負債を整理した。平成 16 年当主Ａの三男
の相続を契機に三男家は、群馬県へ妻Ｂi(大正 12～平成 26 年)所有 17 筆 203 町歩
を寄付した（ 25）。以下、群馬県に寄付した山林と三男家妻と長男（昭和 25 年生まれ）
で所有している山林に分けて検討する。  
 
②  群馬県に寄付した山林 
 平成 16 年に当主Ａの三男の妻が群馬県に寄付した森林資源構成は、雑木とカラ
マツの山林である。 
 
 
 
 
 
 
 
 
単位：町歩
齢級 雑木 カラマツ スギ マツ ヒノキ 竹
8 ‐ 3.9 1.7 ‐ ‐ ‐
9 8.5 2.9 5.5 ‐ ‐ ‐
10 4.6 12.1 8.0 1.1 0.3 ‐
11 7.9 12.3 9.6 0.3 ‐ ‐
12 6.0 6.3 7.3 ‐ 0.1 ‐
13 92.6 6.3 4.3 ‐ ‐ ‐
14 74.1 8.2 2.2 ‐ ‐ ‐
15 9.7 0.0 ‐ ‐ ‐ ‐
16 ‐ 17.6 ‐ ‐ ‐ ‐
17 ‐ 6.0 ‐ ‐ ‐ ‐
不明 ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ 0.5
計 203.4 75.6 38.5 1.4 0.4 0.5
資料：群馬県西部県民局藤岡森林事務所提供資料より作成。
注：平成26年1月9日現在
表3‐14　群馬県へ寄付した森林の資源構成表
 
甘楽町 
神流町 
藤岡市 
御荷鉾スーパー林道 
三男家から群馬県への寄付山林 
筆数・面積：17筆・203 町歩 
現三男家所有山林 
筆数・面積：60 町歩 
みかぼ森林公園 
主要地方道 
富岡・神流線 
下仁田町 
藤岡市 
Ｎ 
一般県道会場・鬼石線 
日野林道 
主要地方道富岡・神流線 
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図 3-15 群馬県に寄付した部分の植林状況  
資料：群馬県西部県民局藤岡森林事務所提供資料より作成。  
 
林道日野線は、昭和 41 年完成し、図 3‐15 に示したように延長 1 万 384ｍ、名
無村支線は 47 年完成し延長 1,251ｍ、オドケ山線は 51 年完成し、延長 1,694ｍ、
名無村線は平成 6 年完成し延長 5,521ｍが建設されている。 
 
 
 ③三男家が所有している山林 
 現在、Ａ家の三男家が多野郡旧日野村(現藤岡市)に所有している山林は、当主Ａ
の三男の妻 2 筆 17 町歩、長男 2 筆 43 町歩の計 60 町歩である。この森林資源構成
は、表 3-15 のようである。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
単位：町歩
齢級 雑木 カラマツ スギ マツ ヒノキ
7 ‐ ‐ 0.5 ‐ 1.7
8 0.7 ‐ 2.9 ‐ ‐
9 1.0 ‐ 6.3 ‐ ‐
10 ‐ 0.1 6.0 0.2 ‐
11 0.3 ‐ 2.2 ‐ ‐
12 11.6 4.0 0.7 ‐ ‐
13 ‐ 2.0 2.9 ‐ ‐
14 49.7 2.5 5.1 ‐ ‐
15 ‐ ‐ ‐ ‐ ‐
16 ‐ ‐ 10.5 ‐ 1.2
17 ‐ 3.8 ‐ ‐ ‐
計 63.2 12.3 37.1 0.2 2.9
資料：多野東部森林組合提供資料より作成。
注：平成26年1月9日現在
表3-15　現三男家所有森林資源構成表
集積当時から植林さ
れていたカラマツ16 
齢級(76～79年生)
面積：17町6反歩
主要地方道
富岡・神流線
御荷鉾スーパー
林道
集積当時から植林さ
れていたカラマツの
最高17齢級(82年生)
面積：6町歩
名無村支線林道
名無村林道
オドケ山
林道
一般県道
会場・鬼石線
日野林道
樹種 配色
スギ
ヒノキ
カラマツ
マツ
竹
雑木 白（無色）
群馬県に寄付した山林の範囲 ―
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群馬県へ寄付した山林と比較して、図 3-16 に示すようにスギ 16 齢級 11 町歩、
ヒノキ 16 齢級１町歩が注目される。カラマツは、群馬県に寄付した山林と同様に
最高齢級の 17 齢級が 4 町歩ある。Ａ家が同山林を集積した昭和 16、17 年当時に
既に植林したスギ、ヒノキがあったことになる。スギ、ヒノキの高齢級の山林を残
し、雑木・カラマツが多い山林を群馬県に寄付した。  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
昭和 17～22 年の立木の販売状況を表 3-16 に示した。集積時に同山林は、スギ
やカラマツの立木も一部にあったが、製炭用の雑木山であったことが明らかであ
る。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 3-16 現在も三男家で所有している山林部分  
資料：多野東部森林組合より提供資料より作成。  
 
Ｍo 直系の孫（昭和 2 年生まれ）への聞き取り調査 (26)からＡ家取得時の昭和 16、
主要地方道
富岡・神流線
御荷鉾スーパー林道
集積当時植林されていたカ
ラマツ17齢級（82年生）
面積：3町8反歩
集積当時から植林され
ていたヒノキ16齢級
（79年生）
面積： 1町2反歩
集積当時から植林さ
れていたスギ16齢級
（79年生）
面積：7町5反歩
集積当時から植林されてい
たスギ16齢級（79年生）
面積：3町歩
名無村林道
名無村支線林道
名無村林道
オドケ山林道
Ｎ
樹種 配色
スギ
ヒノキ
カラマツ
マツ
雑木 白（無色）
現在も次男家が所有する山林の範囲 ―
単位：件、円
件数 販売額 件数 販売額 件数 販売額
昭和17年 1 200 - - - -
18 7 786 - - - 10
19 4 697 - - - -
20 9 1,595 2 350 - -
21 14 8,250 - - 1 40
22 8 26,100 - - - -
計 43 37,628 2 350 1 50
資料：群馬県Ａ家所蔵「小作金・小作米」により作成した。
注：昭和18年「その他」10円は採草地代、21年「その他」40円はクリ1本代金である。
雑木 カラマツ その他
年度
表3-16　御荷鉾山の立木販売状況
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17 年の立木状況は、カラマツ 27 町歩、スギ 11 町歩、ヒノキ 1 町歩の植林地以外
は萱が生える原野と地元住民が製炭をする薪炭林であった。第 2 次世界大戦後、Ａ
家がカラマツやスギを植林した。雑木と針葉樹の占める割合は、群馬県に寄付した
山林が雑木 64％、針葉樹 36％、現三男家所有山林は雑木 55％、針葉樹 45％であ
り、雑木が全山林の半数以上であり、昭和 30 年代の燃料革命後は、薪炭林として
の価値が低下した。 
 
 
第４節 戦後期の集積山林 
   
１ 森沢山入手の経緯(保持) 
 
森沢山は、図 3-2 に示したように下仁田町中心市街地から 1.3 ㎞北西に位置し、
Ａ家は明治末期から大正初期にかけて隣接する山林 30 町歩を取得した。第 2 次世
界大戦後の昭和 23 年、24 年に新たに 11 町歩を取得し、現在も 41 町歩を所有して
いる。Ａ本家の所有山林でスギ 19 齢級が 10 町 3 反歩と高齢級の人工林が大面積
ある山林である(表 3-17、表 3-18)。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 3-17 下仁 田 町森 沢 の小字の位置、購入 年、面積、処 分 経緯  
資 料：下 仁 田 町 森 林 組 合 提 供 資 料より作 成。  
 
戦後期の北甘楽郡小坂村（現在の甘楽郡下仁田町下小坂）の森沢の山林集積の事
例を検討すると図 3‐17 に示すように昭和 23 年と 24 年に分けて、当主Ａの直系
 
既設作業道 
森沢林道 
字袖萱 2 筆昭和 23 年
購入面積： 1 町歩 
 
字田村 5 筆 明治 44、45 大
正 2 年購入面積： 6   町歩 
字大谷 1 筆 明治 44 年
購入面積： 13 町歩 
字広大寺 4 筆 明治４４
年購入面積：７町歩 
字中久保 2 筆 明治
45、大正 5 年購入面
積：5 町歩 
字穴久保 13筆 昭
和 23 年購入面積：７
町歩 
字山神 1 筆 昭和 23 年に購入面
積： 1 畝歩、昭和 50 年下仁田町
中小坂在住者に転売 
既設作業道 
字上山沢 1 筆 昭和 24 年に
購入面積：3 反歩、 昭和 24 年
農林省買上 
 
字赤岩 6 筆 昭和 23 年購入面積：
１町歩 昭和 52 年下仁田町西野牧
在住者に転売 
字上山沢 6 筆 昭和 23、24 年購
入面積：2  2町歩 
 Ｎ 
集積・処分 配色 
 明治末、大正期集積  山林   
 昭和 23、24年集積 山林   
 昭和 23、24年集積後処分 山林   
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の孫であるＡ家の長男の長男・6 代目Ｊｙの名義で取得された。前所有者は、Ｙｋ
木材株式会社（本店 北甘楽郡富岡町大字富岡）である。取得山林の内容は字穴久
保 13 筆、赤岩 6 筆、袖萱 2 筆、上山沢 8 筆、山神 1 筆の 30 筆台帳面積 11 町 6 反
歩で購入金額は不明である。 
閉鎖登記簿より所有権移転について、字上山沢甲 1843 番地 1 町 2 反歩を例にと
ると大正 2 年に地元北甘楽郡小坂村大字下小坂在住者から同郡吉田村のＫｉ家へ
売却された。Ｋｉ家は、代々大字蚊沼村の名主を務め、Ｋｉ（明治 3～昭和 19 年）
は、大正 11 年から昭和 14 年まで吉田村の第 5 代村長を 17 年間務め、県会議員も
大正 12 年から昭和 2 年まで 1 期務めた (27)。農地と山林を所有する地主であり、Ｋ
i の長男と合わせ同山林を 32 年間所有した。しかし、Ｋi の長男は、昭和 16 年に
家督相続した 3 年 5 ヵ月後の昭和 20 年に詐欺に遭い、田畑、山林を処分する。そ
の後、同山林は不動産ブローカーのＹｎ電機株式会社（本店 東京都大田区大森）
が 2 年１ヵ月所有し、昭和 22 年 5 月にＹｋ木材株式会社が入手して、1 年半所有
した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Ａ家は、昭和 23 年と 24 年に分けて取得したが、取得時の状態はＡ家の「山林原
簿」にも記載がなく判明しない。しかし、現在の森林簿からＡ家が取得したときに
は、表 3-17 に示すようにスギ 19 齢級 1 町 6 反歩、16 齢級 6 反歩、14 齢級 2 町 2
反歩、ヒノキ 14 齢級１町歩、13 齢級 8 反歩は、元所有者Ｋi 家時代の植林であっ
たことが窺える。戦後、Ａ家が山林取得後スギ 5 町歩を植林した。 
明治末期から大正期に集積した森沢山は、表 3-17 と表 3-18 からスギ 19 齢級が
9 町歩あり、それはＡ家が集積後大正 7 年頃に植林したものである。スギ 10 齢級
から 12 齢級の山林 23 町歩は、Ａ家が昭和 23、24 年に集積後、明治末期から大正
単位：町歩
齢級 スギ ヒノキ 雑木
8 ‐ ‐ 0.1
9 ‐ ‐ ‐
10 ‐ ‐ ‐
11 0.3 ‐ ‐
12 4.9 ‐ ‐
13 ‐ 0.8 ‐
14 2.2 1.0 ‐
15 0.0 ‐ ‐
16 0.6 ‐ ‐
17 ‐ ‐ ‐
18 ‐ ‐ ‐
19 1.6 ‐ ‐
計 9.6 1.8 0.1
資料：下仁田町森林組合提供資料により作成。
注1：昭和52年Oｔへ処分された赤岩4林班分(面積9反歩)も含む。
　2：平成26年1月9日現在
表3-17　現在の昭和23、24年集積森林資源構成表
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期にかけて取得した山林の立木を新たに集積した山林の大径木とともに伐採し、
戦後再造林したものである。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
明治末期から大正期にかけて集積した森沢山の字田村には 2 町歩の伐採跡地が
ある。主伐作業は、平成 22 年から 25 年にスギ 96 年生１町歩 360 ㎥、ヒノキ 72 年
生１町歩 370 ㎥を伐採し、現在は伐採跡地の状態である (28)。雑木も字大谷の一番
西奥に 3 町歩あり、73 年生であるから昭和戦前期に薪炭林として伐採され、スギ
を植林したが失敗した。 
 
2 一部山林の処分 
 
昭和 23 年と 24 年に購入された下仁田町森沢山の処分状況は、字上山沢の 1 筆 3
反歩が昭和 24 年自作農創設特別措置法第 30 条により農林省に買上げられ、その
後、地元同町大字下小坂在住者に転売された。字山神の 1 筆 1 畝歩は、昭和 50 年
大字中小坂のＯａ(生没年不詳)へ売却され、平成 3 年には東京の大手不動産会社
（本店東京都渋谷区）へゴルフ場用地として転売されたが、バブル崩壊によりゴル
フ場はできず、現在はＵｅ建設株式会社（本店 下仁田町）の所有山林になってい
る。 
字赤岩 6 筆１町歩は、昭和 52 年に同町大字西野牧在住者のＯt(生没年不詳)へ
売却処分された。この処分された赤岩山は、スギ 16 齢級 6 反歩、12 齢級 4 反歩で
ある。スギ 16 齢級は、Ａ家の前の所有者Ｋi 家の植林で、スギ 12 齢級はＡ家の植
林である。現地調査や元下仁田町森林組合参事(昭和 13 年生まれ、富岡市在住)か
らの聞き取り調査からも第 2 次世界大戦前から既にスギの植林がなされていたこ
とが確認できた。 
単位：町歩
齢級 スギ 雑木 伐採跡地 計
10 16.0 ‐ ‐ 16.0
11 6.2 ‐ ‐ 6.2
12 0.9 0.5 ‐ 1.4
13 ‐ ‐ ‐ ‐
14 ‐ ‐ ‐ ‐
15 ‐ 3.0 0.1 3.2
16 ‐ ‐ ‐ ‐
17 ‐ ‐ ‐ ‐
18 ‐ ‐ ‐ ‐
19 8.7 ‐ ‐ 8.7
20 ‐ ‐ 1.5 1.5
計 31.8 3.5 1.6 36.9
資料：下仁田町森林組合提供資料より作成。
注１：伐採跡地ヒノキ15齢級1町歩、スギ20齢級1町歩である。
　 2：平成26年1月9日現在。　　　
表3‐18　明治末・大正期に購入した森林資源構成表
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森沢林道は、昭和 50 年に完成し、延長 1,395ｍ幅員 3ｍで、その後作業道がＡ家
所有山林内に造られ、最近は南方面の尾根からのＡ家の山林内を貫通する作業道
も建設中である。平成 25 年 3 月完成延長 500ｍ、平成 26 年度延長 500ｍの計画で
ある。現在のＡ本家の森林経営方針は、下仁田町森沢山のように市街地周辺で、ス
ギ人工林で林齢が高く作業道・林道も入り管理し易い山林は、今後も資産として所
有を継続する方針である。 
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終章 地主経営の展開と山林の集積処分 
 
1 森林経営の展開と山林の集積処分 
 
大規模山林所有者は、明治期から昭和 30 年代までは地域の有力者として山村地
域の社会経済に大きな影響を及ぼした。本研究では、我が国の大規模森林経営の代
表的経営類型の 1 つである「商人・高利貸資本」について、群馬県Ａ家を事例に明
治期から平成期を通じた育成林業後進地の森林経営の展開と山林の集積処分過程
を分析した。本稿で事例とした群馬県Ａ家は、幕末から貸金業と太物店を経営し、
明治 20 年代から農地地主経営を開始し、明治 40 年代から森林経営に参入し、昭
和 17 年のピーク時には所有山林は 2,879 町歩に達した。 
第 1 章の地主経営の展開と不動産の集積処分では、Ａ家の明治期以降の入金、出
金と資金循環を検討し、地主経営の展開と田畑、山林集積の関係を明らかにした。
幕末から明治初期より居村周辺の住民を相手にした貸金業と太物商の経営を行っ
た。その剰余で明治中期からは田畑・山林を集積したが、早くも明治 19 年初代Ｕ
の死去時点において地元銀行、鉄道株、公債は総資産の 63％を占めた。明治末期
から大正期には、太物店収益、株式配当金、小作金収入等を本格的に山林集積と造
林、有価証券に投資した。大正中期以降は、朝鮮半島へ進出し、太物店や小作金等
の商人・高利貸資本から株式売却金や朝鮮進出による収入に中心が移り、昭和 10
年代には立木売上も 20％前後に増加し、資金運用の在り方を大きく変化させた。
第 2 次世界大戦後は農地改革により農地を手放し、山林の立木販売が家計を支え
るが、昭和 40 年以降は山林も条件の良い場所を残し処分し、土地経営から金融資
産家に完全に変身する。 
第 2 章の森林経営の展開過程では、明治期から大正・昭和戦前期、戦後期におけ
る立木販売、山林経費、管理方法、山林処分過程を分析し、山林集積と造林投資の
原資がどのように生み出されたか明らかにした。明治期、大正・昭和戦前期は、主
に前所有者が植林した人工林立木を販売し、明治末期から昭和前期にＡ家が植林
した立木は、第 2 次世界大戦後から昭和 40 年前後に主伐材として立木販売した。
昭和 40 年代以降、燃料革命や外材依存体制下のスギ、ヒノキの材価低迷や人件費
の高騰により、人工林投資の循環が解体した。  
第 3 章の主要山林の経営展開と処分過程では、Ａ家一族の主要山林 8 箇所を事
例に造林の動向、立木販売、山林処分の経緯を検討した。第 2 次世界大戦後の農地
改革、財産税納付、4 回の相続を経験し、所有資産と投資の有用性から山林の立地
や人工林の適地か否かにより、山林の取り扱い方針を売却、寄付、保持に区分し、
山林 1,900 町歩を処分した。処分された山林の多くは薪炭林と戦後の造林地であ
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り、残された山林は条件の良い高・中齢級の人工林 130 町歩にとどまり、現在では
補助金を活用した最低限の保育を森林組合に委託し、実施している。  
以上のＡ家を事例とした育成林業後進地の「商人・高利貸資本」の森林経営の展
開と縮小、山林処分過程の検討から、以下の大規模森林経営の展開と資金循環に関
する関係性が明らかになった。Ａ家は、明治 20 年代以降、日本鉄道株を中心に株
式投資を行い、その他に地元銀行株を所有し、30 年代には京釜鉄道株等の植民地
企業投資も行った。明治後期には、地主資金の蓄積基盤を「商人・高利貸資本」か
ら日本資本主義の展開に伴って金融投資に移行させ、さらに大正期には朝鮮半島
の北部の造林事業、南部の水田事業に投資を行い、昭和 10 年代には国内山林と中
央株の日本発送電(東京電力)と信越化学に投資を拡大した。戦後は国内山林の人
工林主伐を行いながら中央株の三越本店、日本セメント、東京電力に投資対象を移
行させ、特に昭和 40 年以降は、青倉山や軽井沢山を高額で売却し、優良株の八幡
製鉄、王子製紙、トヨタ自工、東京電力等の株式投資を拡大し、安中市内の市街地
宅地も取得した。 
 
2 地主経営の解体と山林の処分過程 
 
Ａ家の森林経営の展開は、販売方法や施業体系の高度化や循環経営の形成への経営
展開はみられず、あくまで投資先としての山林集積と造林・保育投資にとどまり、地
主経営の資金循環の構造変化と金融市場の関係性が林業投資と森林経営の展開過程を
大きく規定した。明治期から現在までのＡ家の山林の集積処分過程を第一次史料に
より分析し、育成林業後進地の商人・高利貸資本による大山林所有の形成と地主経
営の解体、山林の処分過程を検討し、次の 3 点を明らかにした。 
第 1 に山林の集積処分過程を表終-1 に示すように、農地・宅地等の不動産や有
価証券への投資を含めた地主経営全体の変質と資金循環の中で位置づけ、山林の
集積処分に関する投資を具体的に分析した。Ａ家の本格的山林集積は、日清戦争以
後から大正期前半であり、昭和 10 年代にも再度の国内山林集積を行い、山林処分
は大正期後半から昭和初期と第 2 次世界大戦後の昭和 40 年以降に実施された。 
第 2 に大正後期以降のＡ家は、明治期の「商人・高利貸資本」としての性格から
吾妻進出期以降、金融資産投資(有価証券投資等)の活発化や朝鮮経営への進出な
ど、地主経営における資金運用を大きく変化させた。当主Ａは、京城 (ソウル)の本
社と日本の群馬県の自宅を往復し、朝鮮半島北部では当主Ａの長男Ｒｙを責任者
に現場技術者は親戚のＳｎを置いて貸付造林に当たらせた。朝鮮半島南部のＡ農
場の水田経営事業では、次女Ｙｅの夫Ｓｔを昭和 17 年に亡くなるまで責任者とし、
その後は次男を終戦まで責任者とした。国内山林の経営は、大番頭のＮｋが山林を
見巡り、経理担当者には戦時中の一時期であるがＴｓがいた。  
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第 3 に第 2 次世界大戦後、昭和 21 年から平成 7 年までの 50 年間で 2,000 町歩
以上山林を処分し、特に昭和 40 年以降、燃料革命による薪炭林の価値の低下と木
材輸入自由化のため、森林経営と山林所有に早期に見切りをつけて、1,900 町歩以
上を売却、寄付した。第 1 次ゴルフ場造成ブームやバブル期のリゾート別荘造成ブ
ームに乗った本家Ａ直系の 6 代目Ｊｙは、30 年間に管理の容易な山林以外の財産
に転換し、優良株の八幡製鉄、王子製紙、トヨタ自工、東京電力等の株式や預貯金
投資と森林経営投資の有利性の比較からの判断であった。  
第 3 章で取り上げたＡ家一族 8 箇所の山林処分の過程をその事業展開と資金循
環との関係で要約すると図終-1 の通りである。 
①下仁田町の青倉山や③長野県の軽井沢山は、開発行為により高い金額で売却
され、預貯金や有価証券、市街地の宅地へ投資された。下仁田町の②上野入日向 (日
影)山や⑧森沢山は、地位・地利もよく立木の齢級も高く、一部は売却寄付された
が、現在も保有されている。⑤吾妻郡の水無・朝碓宿山、⑥高崎市の榛名山御料地、
⑦現在藤岡市上日野の御荷鉾山は、地位・地利も悪く薪炭林であり、全部または一
発生事由・時期 歴代当主名(他ブレーン)
　2代目Ｔｋ、3代目Ｈｅ、
　4代目Ａ
　大正8年以降 　4代目Ａ、5代目Ｒｙ、 　一時国内田畑、山林、有価証券を売却し、
　昭和初期半島南部 　次女の夫Ｓｔ、4代目次男
　の水田灌漑事業成功 　初代Ｕ次男の長男Ｓｎ 　北部の造林事業へ投入
　4代目Ａ、　
　国内山林巡りＮｋ番頭
　経理担当Ｔｓ、
　作業班班長Ｏｒ
　朝鮮事業敗戦で放棄
　農地改革、財産税納付
　5代目Ｒｙ昭和50年没
　同上妻Ｎｂ昭和51年没
　相続税納付 　(有価証券、
　安中市へ山林寄付 　　　預貯金所有）
　6代目Ｊｙ平成5年没
　下仁田町へ山林寄付
資料：筆者作成。
　Ａ本家138町歩
　山林所有維持
　半島南部の水田経営、
表終-1　Ａ家の事業展開と資金循環　
　5代目Ｒｙ、6代目Ｊｙ
縮小期
　金融資産家へ変身　
　ゴルフ場用地、別荘地売却金
　6代目Ｊｙと他の相続人
　有価証券購入、金融機関に預貯金、
　7代目Ｍｔ
　市街地宅地購入
投資拡大期
　再び国内山林集積 　朝鮮半島事業(水田経営)の収益
　5代目Ｒｙ
転換期
　国内山林経営　 　国内山林の人工林主伐代金
　昭和27年4代目Ａ没 　株式運用
　有価証券売却代金
　番頭Ｔｈ、経理担当Ｎｓ
　相続税納付 　国内山林経費
　有価証券投資 　国内山林の人工林主伐代金
　次男、三男の山林購入
　国内山林経費 　有価証券売却代金
　朝鮮の儲けにより
朝鮮進出期 　朝鮮半島での経営
　Ｈｅ明治44年没
形成期、展開期、
　農地、山林地主
　小作金・小作米販売金、株式配当、
吾妻郡進出期 　利息収入、太物店収益
時期区分 Ａ家の事業変遷 資金循環
　初代Ｕ　Ｕ明治19年没 　貸金業と太物店
　商人・高利貸資本、
　利息収入、太物店収益
形成期以前
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部が地方公共団体に寄付された。④吾妻郡旧太田村のユーシン山は、地位・地利は
よく立木も齢級も高いが、小面積であり居村より遠距離のため管理し難く、売却さ
れた。 
 
 
 
 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図終-1 Ａ家一族の主要山林における処分・保持  
資料：群馬県Ａ家所蔵各経営帳簿より作成。  
 
従来の大規模森林経営に関する歴史研究では、育成林業先進地における山林集
積過程や経営展開の分析が中心であり、地主経営も農林業や商業に限定された分
析という限界を持ち、金融資産投資と森林経営投資の関係を実証的に追及した研
究は少なかった。本稿では、育成林業後進地のＡ家の大規模森林経営の展開とその
縮小、山林の処分過程の分析を通して、幕末から勃興し貸金業と太物商から出発し
た「商人・高利貸資本」類型の大規模森林経営の展開と山林の集積処分過程を明ら
かにした。地主経営の資金循環の構造変化と金融市場の関係性が森林経営の展開
と山林の集積処分過程を大きく規定した。  
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史料-2  
当主Ａ専用用紙「造林ニ対スル方針並其ノ計画概要他」より 
資料：群馬県Ａ家所蔵「戸籍謄本」所収  
注：アンダーラインと読点は、筆者が記載した。  
 
 (三) 造林ニ対スル方針並其ノ計画概要  
一 樹種、  
 林地ノ性質ヲ察シ湿気ヲ要スルコト多ク、北又ハ東北ニ面セル  
 中 復
ママ
以下ノ風当リ少キ土地ハ、主トシテ杉ヲ植林シ中 復
ママ
 
 ノ稍乾燥セルハ、桧ノ人工造林ヲ行ヒ、山頂又ハ岩石  
 多クシテ傾斜急ナル処ヘ薪炭林ノ天然造林法ニヨリ  
 矮林更新ニヨリ勉メテ櫟ノ如キ利用価大ナルモノヲ植  
 付シテ、天然樹種ノ改善ヲ計リ落葉松ハ長野県  
 ヲ除キテハ凍害大ナル林地ノ一部ニ止メ、併シテ  
 貴重ナル樹種ノ単純林ヲ造成シテ森林全体ノ  
史料-1 
大正 14 年元旦のＡ農林会社の年賀状 
資料：当主Ａの親戚提供  
注：読点は、筆者が記載した。  
旧年中従事致せし事業の大概を左に御知ら
せ申して平素の御無沙汰を謝し、併て御尊堂
様各位の御幸福を謹んで御祈り致します
一 富平水利組合区域ハ、京仁線素砂富平両駅ノ北方漢江ニ
至ル間二展開セル平野ニシテ、広袤南北四里東西一里ニ亘
リ実耕面績三千六百八町歩に対シ防水、排水灌漑等ノ諸
設備ヲ施シ、完全ナル沓ト為サントスルノデアリマス
二、事業費総額二百七拾七萬参千百八十円、此内政府補助五
十二萬二千円差引借入金二百二拾五萬一千百八拾円、即チ
反当事業費六拾二円参拾八銭、故ニ組合費ハ平均反当毎年
拾円拾二銭宛デアリマス
三、工種ハ防水堤、用水路、排水路、道路、川改修、導水
路等総延長五十五里二十四町、排水門全部デ拾七連改修川
吐口ニ設置スル関門ハ拾一連ニシテ、其内ニ通船関門モア
リマス、此関門上ニ設置スル参拾八吋ゐのくち式渦巻ポン
プ六台は、灌漑揚水ヤ耕地内ノ悪水排除ニ用ヒマス
四、排水関門門扉(鉄板)開閉ヤポンプ運転ノ動力ハ、京城電
気株式会社ヨリ電力一千萬馬力ヲ供給シテ貰ッテ居リマ
ス、昨年十一月試験致シマシタガ成績良好テアリマス、御蔭
デ工事ハ昨年十二月中旬完成致シマシタ
五、事業完成致シマシタカラ、従来ニ比較シテ今年ヨリハ毎
年八拾九萬一千円宛ノ増収トナリマス
(但シ籾一石価拾円トシテ)
終リニ望ンデ産業ノ隆盛ヲ祈リマス敬具
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 価格ヲ高メ取扱ヲ容易ナラシメンド、朝鮮  
 ノ如キ害虫ノ被害大ナル土地ハ木材ノ需要ニ応ジテ  
 混淆林ヲ造成ス  
 
(四 ) 樹種  
 樹種ハ事情ノ許ス限リ、規則正シキ三角形植樹ヲ  
 ナシ、畦間距離ハ樹種及林地ノ肥瘠ニ依リ  
 一定セザレドモ、本県地方ニテハ初期間伐材ノ利用大ナラザル  
 ヲ以テ、主林木ノ材積ノ増大ヲ勉メ造林ノ翌春  
 苗ノ枯死セル所ニハ補植ヲナシ、補植ハ可ル可ク大  
 ナル苗ヲ使用シ二、三年以後ハ主林木トナル能ハザル  
 故以後ハ特別ノ場合ヲ除キテハ補植セズ  
 下刈  
 植付後二、三年ハ毎年二度即チ七月中旬一回八月下旬  
 一回其ノ後ハ土用中一回下草ノ刈払ヲ行ヒ、八、九年  
 以後ハ蔓草を除去シ、土地乾燥シ易キ処ハ初秋  
 ニ冬期凍害ノ大ナル処ハ初夏ニ行ヒ、又労銀ヲ節スル  
 為メ条刈坪刈ヲ成スコトアリ、併シテ下刈ヲ中止シタル後モ、  
 其ノ間ニ不要ノ樹木ヲ生ジ、林木ノ成長ヲ害スル恐アル  
 場合ニハ除伐ヲ行フ  
 枝打及間伐  
 林木ノ上長成長ヲ促シ、本来同大ノ良材ヲ造リ並ニ山火  
 事ノ害ヲ減少シ林木ノ病害ヲ予防スル為メ、枝打ヲ  
 成スモ杉、落葉松等ハ自然ニ離脱スルヲ以テ特ニ  
 森林ノ火災ノ恐レアル場合以外ハ枝打ヲ成サズ、  
 林木生存競争ノ結果優樹ト劣樹ヲ生ズル  
 時ハ、十年乃至十五年生頃一度生長ノ見込ナキ被  
 圧木及疎悪木ノ切捨ヲナシ、爾後林木ノ老ユルニ  
 従ヒ、間伐ヲナシテ材ヲ利用スルト共ニ残存セル林木  
 ヲシテ健全ナル成長ヲナサシメ間伐ノ程度ハＢ度ヲ  
 
(六 ) 管理及保護機関  
 群馬県及朝鮮京城ニ本部ヲ設置シ、平素  
 事業上ノ計画調査研究ヲ行フノ傍ラ、地方機関ノ  
 業務ヲ監督シ本部ヨリハ春季植樹ニ  
 忙シキ季節及間伐主林木売却ノ際ハ、本部  
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 直接出張施行シ又ハ地方機関ノ援助ヲナシ、地方  
 機関トシテハ本部指定ノ地ニ出張所ヲ設ケ、山林監守  
 ヲ駐在セシメ、又ハ地元民中ヨリ監視ヲ嘱託シ毎月  
 若干ノ手当ヲ給シテ林野ノ保護巡視其の他  
 管理保護ノ実務ニ当ラシメ本部補助ノ機関  
 ト成ス、尚ホ朝鮮ニ於テハ保護組合ヲ組織シテ、  
 地元民ト共ニ共同ノ保護ニ努メ且ツ融和ヲ計リ  
 ツヽアリ、  
 
 
史料-3  
榛名山御料地の貸借契約書 
資料：榛名町誌編さん室提供資料「明治三十一年五月八日第三回契約書綴御料地事務所」より。  
注：傍点部分とアンダーラインは、筆者が記載した。  
 
貸借契約書  
群馬郡室田村字内野榛名山第一御料地ノ内字唐堀三百九拾七番  
一段別  三町五反八畝壱歩  
此借地料一ヶ年金六円五拾弐銭  
借用目的諸木植付山林トス  
借用期間自明治三十一年五月  
              拾四ヶ年  
至同四十四年十二月  
今般前書之通リ賃借契約締結候二付テハ左二列記ノ条項履行シ其義  
務ヲ負フコトヲ承諾シ双方署名捺印ノ上各壱通ヲ交換シ置クモノ也  
   明治三十一年五月八日  
                 貸渡人惣代  
                    甲  ○印  
                    乙  ○印  
                    丙  ○印  
                    丁  ○印  
     (墨による追加書
．．．．．．．
)       戊  ○印  
    明治三十一年五月八日       借受人  
   本契約ハ契約書第七条ヲ履行シ     己  ○印  
   明治三十二年六月六日再入札二附シ      譲受人  
   本書ハ無効トス           庚  ○印  
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外拾名                                                       
第一条  貸借之地所ハ双方立会現形状承諾之上授受シタルモノトス  
第二条  借地ノ有権者ハ室田三大字ノモノニ限ルコト  
第三条  貸借締結後借受二於テ直二其土地二境塚ヲ築クコト  
第四条  借地料ハ本年ハ契約之際五分来ル九月五分次年ヨリハ一月五分九月五分トスルコト  
第五条  借地料ノ外ハ村税其他総テノ賦課ヲセサルコト  
第六条  後年二至リ官ノ拝借料二変更ヲ生スルモ該約定ノ借地料ハ変更セサルコト  
第七条  借地料滞納二及ヒタルトキハ事務委員評議員拝借人惣代ノ意見二ヨ  
リ該地ヲ引上ルコト  
   以下省略  
 
